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ごあいさつ 

 

 

札幌は、気候が爽やかで平坦な地形も多く、自転車で走るのにと

ても適した街です。 

自転車は市民生活に必要不可欠な移動手段として定着していま

すが、残念ながら、歩行者からすると“自転車は怖くて危ない乗り

物”という負のイメージを持ってしまうような利用実態も見受けら

れます。 

歩行者や自転車の安全性が低下し、走行や駐輪に関する環境整備

の要望やルール・マナー問題の指摘など様々な声が多く寄せられて

いる状況を踏まえ、「自転車利用のあり方検討会議」を設立し、約

１年に渡る議論を経て、平成 22 年 4 月に自転車利用に係る貴重な

提言をいただきました。 

今回の計画では、その提言を踏まえまして、今後 10年先の、安全で快適に人が歩き、自転車が

走っている街をイメージしながら、自転車を都市の移動手段としてしっかりと位置づけ、利用環

境の改善に取り組んでいくことを示したものです。 

利用環境の改善には行政が対応すべきことも多いのですが、市民や事業者が自ら解決できるこ

とも少なくないと考えています。これまでに私たちは、ごみ減量の問題などを共に考えながら、

市民自治を実現してきました。 

本計画の策定はゴールではなく、自転車の正しい使い方をみなさんと実行していくスタートに

立ったといえます。一度にダイナミックに変えることは難しいと思いますが、市民・事業者・行

政がそれぞれの立場で責任を自覚して、できること、できるところから着実に進めていくことが

大切です。それが「安全な自転車利用環境の実現による魅力的なまちづくり」につながると確信

しています。 

最後に、本計画に先立ち提言の取りまとめにご尽力いただきました「自転車利用のあり方検討

会議」の各委員の皆様をはじめ、数多くの貴重なご意見をいただきました市民の皆様に心からお

礼申し上げます。 

 

    平成 23 年 5月 

 

札幌市長 
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第１章 はじめに～計画策定の趣旨～ 

１－１ 計画の背景と目的 

自転車は、利便性や経済性に優れ、健康的で環境にも優しいことから、札幌市でも、通勤・通

学、買物など、さまざまな目的で利用されています。しかしながら現状では、歩道上における

迷惑駐輪や自転車と歩行者の事故の増加など、多くの課題も顕在化しています。 

そこで札幌市では、様々な立場からの意見を集約し、今後の施策に反映させるため、平成 21

年 2 月に、有識者や市民委員で構成される「自転車利用のあり方検討会議」を設置し、約 1 年

にわたる議論を経て、平成 22 年 4 月に「札幌市における自転車利用のあり方 提言」（以下、提

言）を受けました。 

このようなことから、提言の趣旨や、さらにこれまで実施した自転車に係る各種調査結果等も

踏まえ、札幌市における現状での自転車問題の解消に向け、走行環境、駐輪環境、ルールやマ

ナーなど、自転車に関する取り組みを総括した「札幌市自転車利用総合計画」を策定しました。 
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札幌市都市計画マスタープラン 

【H16.3】 

さっぽろ都心交通計画 

【H16.7】 

（仮称）自転車利用アクションプログラム 

【H23 年度策定予定】 
（仮称）札幌市総合交通計画 

【H23 年度策定予定】 

第 4 次札幌市長期総合計画 

【H12.1】 

札幌市環境基本計画（改定版） 

【H17.3】 

札幌市自転車利用総合計画 

H12 

H16 

H17 

H22 

H23 

H32 

札幌市における自転車に関する課題 

『歩行者の安全性低下』 

当面の課題解決による 

『自転車利用の適正化』 

本計画の計画期間 

【H23 年～H32 年】 

自転車利用のあり方検討会議提言 

【H22.4】 

道央都市圏都市交通 

マスタープラン【H22.3】 

札幌市自転車安全利用計画

【S49】 

自転車等駐車対策マスタープラン 

【H12】 

S49 

１－２ 計画の位置づけ 

札幌市のまちづくりに係る自転車交通のあり方については、札幌市の将来像を示す「第４次札

幌市長期総合計画」やまちづくりの基本となる「札幌市都市計画マスタープラン」、都心部の交

通問題の解消を目的とした「さっぽろ都心交通計画」などにおいて、基本となる考え方が示さ

れています。 

また、有識者や市民委員で構成される「自転車利用のあり方検討会議」より、約 1年にわたる

議論を経て、平成 22 年 4 月に「札幌市における自転車利用のあり方」として自転車利用に係る

方向性が示された提言を受けました。 

本計画は、これら札幌市の上位計画における考え方と連携・整合し、「札幌市における自転車

利用のあり方」の趣旨を踏まえ、主に自転車を取り巻く課題解消に取り組むため、札幌市全域

を対象とした自転車利用環境の基本となる計画を策定するものです。 

計画期間は、2011年度（平成 23年度）～2020 年度（平成 32年度）の 10 年間とし、具体的な

取り組みの詳細については、平成 23 年度に策定予定のアクションプログラムの中で取りまとめ

を行います。 

なお、自転車に係る施策は、期間を区切らず継続的に実施するものや様々な検討や調整を行っ

た後に実施するものがあり、本計画では、これら 10 年の計画期間内では実現が容易ではないと

考えられる構想段階の検討項目についても併せて記述します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 計画の位置づけ 
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１－３ 計画で定める内容（構成） 

札幌市自転車利用総合計画は、下記の６つの章で構成しています。 

第１章では、計画の背景・目的や計画の位置づけを、第２章では、自転車利用の現状と課題を、

第３章では、全国的な自転車に関する動向や札幌市の上位関連計画における自転車の位置づけ

及び札幌市におけるこれまでの取り組みを整理しています。 

第４章では現状等を踏まえた計画の基本的な考え方、目標、基本方針を設定し、取り組むべき

施策の具体的な方向性について述べています。第５章では、具体的な重点施策を提示し、第６

章では、施策を展開するための体制や計画の検証方法について示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 計画の構成 

目 標：安全な自転車利用環境の実現による魅力的なまちづくり 

第 3章 自転車を取り巻く動向 

・全国における自転車に関する動向 

・上位関連計画における自転車の位置づけ 

・札幌市における自転車に関する取り組み 
第 4 章 計画の考え方 

第 2 章 自転車利用の現状･課題 

第 1 章 はじめに 

●計画の背景と目的、上位計画及び提言に基づく計画策定 
●課題解消に向けた計画 

●走行環境、駐輪環境、ルール・マナーに係る自転車利用の現状・課題 
●自転車利用環境の向上による歩行者環境改善の必要性 

基本方針 

◆人を優先した、思いやりのある自転車利用環境への改善 

◆交通特性や地域特性、雪国の特性を考慮した自転車利用環境の構築 

◆市民･事業者･行政が一体となったパートナーシップによる施策の推進 

◆まちの魅力向上のための自転車利用 

・全国における自転車に関する動向 

・上位関連計画における自転車の位置づけ 

・札幌市における自転車に関する取り組み 

第 5 章 具体的な展開方策 

自転車走行空間 
の明確化 

ルールやマナーの 
効果的な周知と啓発 

総合的な 
駐輪対策の推進 

課
題

現
況

自転車の走行環境が

整っていない
自転車利用時の

ルール・マナーの欠如
需要に対して駐輪場の

供給が追いついていない

歩道上における

歩行者との交錯
歩道上における

迷惑駐輪

歩行者や自転車の安全性の低下

景観の悪化

安心して車道を

走れない自転車
歩道走行

の日常化

歩行環境の悪化
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第２章 自転車利用の現況・課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自転車は、道路交通法では、軽車両として扱われ、車道と歩道の区別がある道路では、

原則、車道の左側を走行することとなっています。また、携帯電話や傘を使用しながら

の走行等についても禁じられています。しかし、利用者の中には、そういった自転車利

用に関するルールを守らず、歩道上などにおいて、危険な走行をしている場合がありま

す。 

また、自動車のドライバーも、自転車の車道走行に対する配慮が足りないこと等から

車道の左側を走行する自転車にクラクションを鳴らすといった場面も見受けられます。 

駐輪場については、鉄道駅の乗り継ぎ需要への対応として、駅周辺に整備を進め、民

間施設の新築・更新時には、附置義務条例に基づく整備も進んでいます。しかし、都心

部や駅周辺では、未だ、歩道上の迷惑駐輪が多く、特に、都心部については、駐輪場整

備が十分ではありません。 

歩道上の迷惑駐輪は、歩行の妨げになるばかりではなく、車いす・ベビーカーの通行

や、点字ブロックを隠すことで視覚障がい者の方の通行も阻害するなど、自転車の横転

による怪我や緊急時の避難の支障要因にもなります。また、乱雑な駐輪はまちの景観の

悪化につながっています。 

このような利用実態は、歩行者や自転車の安全性を著しく低下させていることから、

安全な自転車利用環境の確立は、札幌市における喫緊の課題であると考えています。 
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２－１ 自転車と歩行者の交錯による安全性の低下 

（１）自転車の走行に係る基本ルールと道路の現状 

 

 

 

 

【①道路交通法における自転車の走行ルール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【②自転車の走行場所】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 札幌市における    

自転車走行場所の区分 

・道路交通法では、自転車は車道の左側通行が原則です。ただし、自転車の安全通行を目的と

して、歩道通行も、例外的に認められています。【①】 

・また、道路構造や交通規制による自転車の走行場所は道路毎に異なっています。【②】 

◎車道通行の原則 
・歩道又は路側帯と車道の区別のある道路においては、車道を通行しなければならない。ただし、
道路外の施設又は場所に出入するためやむを得ない場合において歩道等を横断するとき、また
は歩道等で停車し、若しくは駐車するため必要な限度において歩道等を通行するときは、この
限りでない。                       （道路交通法第 17条第 1項） 

・道路の中央から左の部分を通行しなければならない。     （道路交通法第 17条第 4項） 
・車両通行帯の設けられた道路を通行する場合を除き、道路の左側端に寄って、当該道路を通行
しなければならない。                   （道路交通法第 18条第 1項） 

◎普通自転車の歩道通行に関する規定 
・以下の場合には、歩道を通行することができる。ただし、警察官等が歩行者の安全を確保する
ため必要があると認めて当該歩道を通行してはならない旨を指示したときは、この限りでない。  
①道路標識等により普通自転車が当該歩道を通行することができることとされているとき （歩
道通行可を示す標識等があるとき） 

②当該普通自転車の運転者が、児童、幼児その他の普通自転車により車道を通行することが危
険であると認められるものとして政令で定める者であるとき 

③車道又は交通の状況に照らして当該普通自転車の通行の安全を確保するため当該普通自転車
が歩道を通行することがやむを得ないと認められるとき 

（道路交通法第 63条の 4第 1項） 

◎歩道における通行方法 
・歩道を通行する場合は、歩道の中央から車道寄りの部分を徐行しなければならず、また、歩行
者の通行を妨げることとなるときは、一時停止しなければならない。 

（道路交通法第 63条の 4第 2項） 

出典：H21 札幌市統計書、 

H21 札幌市の都市交通データブック 

 

※道路延長は、高速自動車道を除く 
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（２）車道環境 

 

 

 

 

 

 

 

【③自転車が車道を走行しづらい状況】 

・駐停車車両が自転車の車道走行の妨げとなっている場合や、車道の左側に十分なスペース

がなく、車道を走行することが危険な道路も存在します。その結果、狭い歩道であっても、

自転車が走行することになり、歩行者の安全性を低下させています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

【④車道を危険と感じている自転車利用者】 

・約 8割の人が、自転車で歩道を走る理由として、「自転車で車道を走行しようとする時に危

険だから」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 自転車で歩道を走る主な理由 

自転車利用者が自転車走行ルールを正しく認識していないこと、自転車の走行場所があいま

いなこと、自動車ドライバーの自転車の車道走行に対する配慮が足りないことなどから、自転

車が安心して車道を走行できない状況が生じています。 

・車道では、スピードの速い自動車・大型車の接近や車道左側に自動車が駐停車している場合

があり、中には自転車が車道を走ることに配慮の足りないドライバーもいます。【③】 

・その結果、車道を危険と感じる自転車利用者が多く、現状では自転車が安心して車道を走れ

ない環境になっているといえます。【④】 

その他, 2.2％

無回答, 0.2％
車道は路上駐

車が多くス
ムーズに走れ

ないから,
7.7％

特に理由はな
いが、みんな
が走るから,

6.0％

歩道を走ること
はない, 1.5％

車道は車の走
行が多くて危

険だから,
82.3％

資料：H19 市政世論調査 

自転車走行を妨げる駐停車車両 

 
自転車の走行が危険な道路 

 

※自動車の交通量が多く、路肩が狭い ※自転車が駐停車車両を避けて走行 
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（３）自転車の歩道通行の日常化 

 

 

 

 

【⑤日常的に歩道を通行する自転車】 

・自転車で走行する場所として、70％以上の人が「歩道」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 自転車で走行する場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・車道は安心して走れないという認識から、自転車利用者の多くが歩道を走行している状況と

なっています。【⑤】 

車道, 4.6％

無回答, 0.2％

両方同じくらい,
22.1％

歩道, 73.1％

資料：H19 市政世論調査 

＜歩道上を走行する自転車＞ 
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（４）都心部及び駅周辺における自転車の増加 

 

 

 
 
【⑥都心部及び駅周辺における自転車の増加】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 2-4 交通手段別発生集中量（利用者数）の推移 

・自転車利用者数（発生集中量）は、市内全域ではほぼ横ばいですが、都心部や駅周辺では増

加する傾向にあります。【⑥】 
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＜札幌都心部の交通手段別発生集中量の推移＞ 

＜地下鉄・JRとの複数手段利用者数（パターン別）の推移＞ 
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資料：道央都市圏パーソントリップ調査 
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33.8%

63.7%

45.3%

29.3%

25.7%

23.0%

11.5%

66.0%

36.3%

54.7%

70.7%

74.3%

77.0%

86.5%
1.9%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～69歳

70歳以上

ある ない 無回答

N=583

N= 80

N=117

N=116

N=105

N=113

N= 52

70.7%

43.8%

58.1%

73.3%

79.0%

82.3%

92.3%

26.1%

46.3%

37.6%

25.0%

19.0%

15.9%

7.7%

10.0%

3.1%

0.9%

1.9%

1.7%

4.3%

0.9%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～69歳

70歳以上

常に意識する やや意識する 意識しない 無回答

N=583

N= 80

N=117

N=116

N=105

N=113

N= 52

（５）ルール・マナーを守らない自転車利用者の存在 

 

 

 
 

【⑦ルールやマナーを守らない一部の自転車利用者】 

・自転車利用者の「歩道を走るときの歩行者優先の意識」についてみると、「常に意識する」と

回答した人は約 7 割であり、残り約 3 割の人は“常に意識しているわけではない”という結

果になっています。 

・年齢別にみると、若い世代ほど歩行者優先の意識が希薄となる傾向にあり、20～29 歳の若年

層では「常に意識する」と回答した人の割合が半数以下（43.8％）になっています。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

   

 

 

 

 

図 2-5 年齢別の歩行者優先の意識 
 

・自転車利用者の「自転車走行時に傘を差して運転した経験の有無」についてみると、3 割強

がしたことが「ある」と回答しています。 

・年齢別にみると、若い世代ほど傘を差して運転をした経験が「ある」と回答した人の割合が

高くなっており、20～29 歳の若年層では 6割以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 年齢別の自転車走行時に傘を差して運転した経験の有無 

資料：H19 市政世論調査 

資料：H19 市政世論調査 

・歩道を走行する時に歩行者優先を意識しない、傘差し運転の経験があるなど、ルールを守ら

ない、マナーを十分に認識していない自転車利用者の割合は、若年層ほど高くなっています。

【⑦】 
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69.2％

48.4％

40.7％

10.2％

5.6％

0.2％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

自転車がスピードを出して走ってきた

走行してきた自転車と

ぶつかりそうになった（またはぶつかった）

後ろから来た自転車にベルを鳴らされた

迷惑（または危ない）と感じたことはない

その他

無回答 ｎ＝1253

 

（６）自転車と歩行者の交錯による歩行者安全性の低下 

 

 

 

 

 

【⑧安心して歩道を歩けない状態】 

・歩行者は、「自転車がスピードを出して走行してきたとき」、「自転車との接触の危険があると

き」、「後ろから来た自転車にベルを鳴らされたとき」などに歩行者は迷惑（又は危険）を感

じています。 

 
 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

図 2-7 歩道歩行中に自転車を迷惑（又は危険）と感じた経験 

 

【⑨自転車対歩行者事故の発生状況】 

・自転車対歩行者の事故による死傷者数は、年々増加している状況にあります。 
・自転車対歩行者の事故の半数以上は歩道上で発生している状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-8 自転車対歩行者事故の死傷者数の推移 図 2-9 自転車対歩行者の事故の発生位置 

 

歩道　10人,
67％

その他　2人,
13％

車道　1人, 7％

交差点　2人,
13％

・自転車と歩行者の交錯による接触・衝突や自転車を迷惑（又は危険）と感じるなど、歩道上

の安全性が低下し、歩行者が安心して歩けない状況となっています。【⑧】 

・また、自転車対歩行者事故の死傷者数が増加しており【⑨】、自転車が関係する事故の割合

も増加傾向にあります。【⑩】 

資料：札幌市地域振興部区政課資料 

資料：H19 市政世論調査 
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資料：札幌市地域振興部区政課資料 

（Ｈ20年度：15人の内訳） 

死
傷
者

数
(人

) 



 11

 
 
［参考：自転車対歩行者の重大事故の発生事例］ 
・ルールやマナーを十分に意識していない自転車利用による自転車対歩行者の重大事故が、全国

的に発生しています。 
 

（事例１） 

・平成 21 年 10 月 24日の夕方、札幌市白石区内の市道で、歩道を歩いていた 85 歳の女性に対し、

後方から進行してきた 15 歳の少年が運転する自転車が衝突する事故が発生した。女性は転倒し

た際に頭部を強打し、近くの病院に収容され、2 日後に脳挫傷で死亡した。現場は自転車の進

行方向に向かって緩やかな下り坂となっていた。 
  

（事例２） 

・平成 19 年 10 月 5日深夜、愛知県新城市平井の市道で、犬の散歩をしていた 67歳の男性に対し、

対向してきた 17 歳の少年が運転する自転車が衝突する事故が発生した。男性は頭部強打などが

原因で死亡した。現場は自転車の進行方向に向かって緩やかな下り坂となっていた。 

 

 

 

【⑩自転車関連事故割合の増加】 

札幌市における交通事故全体の死傷事故件数・死傷者数は、平成 17 年以降大きく減少傾向に

あるものの、自転車が関係する死傷事故件数は微減にとどまっており、結果として全事故に占

める自転車事故の割合が増加しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 札幌市内における全事故に占める自転車事故の割合の推移 
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資料：北海道警察資料 
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・札幌市では、公共交通機関の乗継需要のために駅周辺において駐輪場の整備を進め、現在ま

でに約 48,000 台の施設容量を確保しております。しかしながら、駐輪台数もさらに増加

し、駅周辺では約 59,000 台の駐輪需要があるため、駐輪場不足は解消していません。【①】 

・都心部では、札幌駅周辺を中心に公共駐輪場の整備を進めてきましたが、大通・すすきの駅

周辺では、十分な整備が進んでいません。【②】 

 

２－２ 迷惑駐輪による歩行環境・景観の悪化 

（１）都心部や駅周辺における駐輪場の不足 

 

 

 

 

 

 

【①駅周辺における駐輪場の不足】 

・地下鉄・JR駅周辺における自転車の駐輪台数と施設容量の推移の通り、駅周辺における駐輪

場整備を着実に進めており、平成 11 年からの 10 年間で約 1 万台分の駐輪場を整備していま

す。 

・しかしながら、駐輪台数も同 10 年間で約 1.3 万台増加しており、平成 21 年では、依然とし

て駐輪需要に対して約 1.1 万台分の駐輪施設が不足している状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-11 地下鉄・JR駅周辺の自転車駐輪台数と施設容量の推移 
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資料：自転車駐車実態調査 

・市内駅周辺の施設容量：H11 年度調査 37,237 台→H21 年度調査 47,830 台 

・市内駅周辺の駐輪台数：H11 年度調査 46,018 台→H21 年度調査 59,084 台 

※H13 年度は調査休止 
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【②都心部における駐輪場の不足】 

・都心部全体では、9,752 台の駐輪台数に対して、施設容量は 5,352 台にとどまっており、4,400

台分の駐輪施設が不足しています。 

・エリア別の駐輪台数と施設容量をみると、札幌駅周辺（北 8 条通～北 4 条通）以外では駐輪

場がほとんどなく、大通北（北 4条通～北大通）、大通南（北大通～月寒通）では、駐輪台数

が施設容量を大きく上回っている状況です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-12 都心部全体における駐輪需給バランス 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-13 都心部におけるエリア別駐輪需給バランス 
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施設容量 駐輪台数 不足量
（台）

施設不足量
 4,400台
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 5,352台

都心部の駐輪台数
9,752台

 

札幌駅周辺 

エリア 

 

北 8 条通 

 
 

大通北エリア 

 

 
 

大通南エリア 

 

北 4 条通 

北大通 

月寒通 

西 6 丁目通 創成川通 

資料：H18 自転車駐車実態調査結果を基に作成 

資料：H18 自転車駐車実態調査結果を基に作成 



 14

・十分な台数の駐輪場が整備されている場合でも、「料金を負担したくない」、「目的地から離

れている」などの理由により、駐輪場が利用されず、歩道上に駐輪している場合があると考

えられます。【③】【④】 

 

（２）利用率の低い駐輪場の存在 

 

 

 

 

 

【③空いている駐輪場が利用されていない】 

・地下鉄と JRを合わせた市内 68 駅のうち 55 駅では、駅全体の駐輪台数が施設容量を上回って

います。 

・このうち、1 箇所以上、空きのある駐輪場がある駅は 75％となっており、それらの駐輪場は

自転車利用者のニーズに合わず、有効利用されていない状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-14 駅における駐輪場充足状況と容量不足駅の駐輪場空き状況 

 

駐輪台数＞施設容量

駐輪台数＜施設容量

容量不足
55駅

（81％）
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13駅

（19％）
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100%

駐輪場空き状況

空き4箇所以上

空き3箇所

空き2箇所

空き1箇所

空き駐輪場無し

【駅別の駐輪場充足状況】 【容量不足駅（55駅）の駐輪場空き状況】

資料：H20 自転車駐車実態調査 

一方で、駅周辺に整備されてい

る全ての駐輪場に空きがない駅

は全体の 25％（1/4）しかなく、

空 き が あ る 駐 輪 場 が 75 ％

（3/4）もあります。 

駅全体でみると、駐輪場が不足し

ている駅が 8 割を超えています。 
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【④目的地から遠い駐輪場が利用されていない】 

・駅からの距離が 150m 以内の駐輪場では利用率が 100％を超えている一方で、駅からの距離が

150m 以上の駐輪場では利用率 100％未満となっており、駅や目的地から離れ過ぎた駐輪場は

利用されにくい状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-15 JR 手稲駅周辺の距離帯別の駐輪状況 

資料：H20 自転車駐車実態調査 
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・駐輪場の不足や不十分な案内、一部の自転車利用者がルールやマナーを十分に認識していな

いことなどにより、都心部や駅周辺において、歩道上での迷惑駐輪が発生しています。 

・迷惑駐輪により、歩行環境が悪化し、また、景観も損なうこととなるため、良好な都市環境

の形成に影響を及ぼしています。【⑤】 

 

59.9％

39.1％

32.4％

6.1％

4.2％

3.2％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

非常に歩きにくく問題がある

好ましくないが仕方がない

景観を著しく損なっている

特に問題ない

わからない

その他 ｎ＝1253

 

（３）迷惑駐輪による歩行環境や景観の悪化 

 

 

 

 

 

 

【⑤迷惑駐輪による歩行環境や景観の悪化】 

・市民からは、歩道上の違法駐輪は「非常に歩きにくく問題があり」、また「景観を著しく損な

っている」と認識されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-16 歩行者からみた歩道上の違法駐輪についての認識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜歩行の妨げとなる迷惑駐輪＞ ＜都市景観を悪化させる迷惑駐輪＞ 

資料：H19 市政世論調査 



 17

・道路上に放置された自転車は、｢札幌市自転車等の放置の防止に関する条例｣（以下、放置禁

止条例）に基づき、市内全体で年間約 2.3 万台が撤去され、そのうち約 1.7 万台（全体の

約 7 割）は引き取られずに処分されています（平成 20 年度）。【⑥】 

・つまり、市税により引き取られない自転車を撤去・処分しており、市民全員で毎年その費用

を負担していることになります。 

 

 

（４）放置自転車の撤去・処分 

 

 

 

 

 

 

【放置自転車対策の現状】 

・駅周辺の路上等に放置される自転車に対処するた

め､昭和 60 年度から､乱雑に放置されている自転

車が多い駅に人員を配置して､駐輪場への誘導お

よび整理を実施し､著しい効果を上げています｡平

成 21 年度は､60 駅に 181 名を配置しています。 

・また､平成 8年度に放置禁止条例を施行し､平成 16

年度からは札幌駅周辺において、自転車等放置禁

止区域（以下、放置禁止区域）内の放置自転車の

即日撤去を行っています｡ 

 

 

【⑥放置自転車の処理費用の増加】 

・平成 20 年度では市内全体で年間 23,453 台の放置自転車が撤去されており、そのうち返還さ

れているのは 6,666台（28.3％）に過ぎません。16,787 台（71.3％）は引き取られずに処分

されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-17 札幌市における放置自転車の撤去・返還・処分状況 
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資料：札幌市資料 

放置自転車の撤去の様子 
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・平成 14 年 4 月、一定規模以上の建築物の新築・更新時に駐輪施設の設置を義務付ける｢札

幌市自転車等駐車場の設置等に関する条例｣（以下、附置義務条例） を施行しました。 

・附置義務条例は、既存の建物を対象とするものではないことや、札幌市の設置基準は下表の

ように他の大都市に比べ緩やかな基準となっていることから、条例施行以降、都心部での附

置義務駐輪場整備台数は約 600 台（平成 20 年度末現在）にとどまっており、多くの建物

が未だに従業員や利用者のための駐輪場を持たない状況にあります。 

 

（５）附置義務条例による駐輪場整備の現状 

 

 

 

 

 

 

 

【附置義務条例の概要】 

［条例名称］札幌市自転車等駐車場の設置等に関する条例 

［対象区域］市内全域 

［対象車種］自転車及び原付 

［対象施設及び規模］ 

・下表に掲げる施設で、平成 14年 4 月 1日以降に新築・増築・改築（着手）されるもの 

・○○㎡あたり１台整備（ただし 20 台未満の場合は該当しない） 

小売店舗 銀行 遊技場等 専門学校等 事務所 

小売店舗 

145㎡※1 

小売店舗 

45㎡※2 

銀行等 

70㎡※1 

遊技場等 

140㎡※3 

ぱちんこ屋 

30㎡※3 

無し 無し 

※1 駐車場整備地区、※2 近隣商業地域、商業地域、※3駐車場整備地区、近隣商業地域、商業地域いずれかの地域 

 

【附置義務駐輪場の整備状況】 

・札幌市での附置義務駐輪場（自主的設置分も含む）の整備台数は、附置義務条例施行から 7

年後の平成 20 年度末で 4,597 台となっており、地下鉄・JR 駅周辺における公共駐輪場の整

備台数約 48,000 台の 10 分の１にとどまっています。 

・また、都心部での附置義務駐輪場整備台数は、平成 20 年度末現在で 584 台（市全体の 11.5％）

にとどまっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-18 附置義務駐輪場の整備状況（左：札幌市内、右：区別構成） 
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※台数は、各年度末の確認申請に基づく集計であり、建築済み台数ではない。 

 また、事業者側が自主的に確保した台数も含まれる。 
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第３章 自転車を取り巻く動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自転車に対する関心が高まりつつある一方で、自転車に関する事故が増加しているこ

とを背景として、特に平成 17 年度以降、道路上での自転車走行空間整備や駐輪場に関

する、様々な法制度の改正や取組みが実施されています。 

このような状況を踏まえ、札幌市も、自転車利用への関心の高まりや深刻な課題の増

加を受け止め、様々な立場での意見を集約し、今後の施策に反映させるために、有識者

や市民委員で構成される「自転車利用のあり方検討会議」を平成 20 年度に設置し、約

1 年にわたる議論を経て、平成 22 年 4 月に提言がとりまとめられました。 

このような法制度の改正や提言は、札幌市における自転車利用の方向性を示す契機と

なり、自転車利用環境を改善することで、安全な歩行環境を確保していく機運が高まっ

てきたといえます。 
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３－１ 全国における自転車に関する動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-1 近年の自転車に関する法制度等の変化 
 

年次 法制度等の変化及び主な内容 

平成13年4月 ・道路構造令の改正（自転車道の位置づけの明確化） 

平成17年4月 
・改正道路法施行令の施行（道路管理者が設ける路上二輪駐車場の道路付属

物への追加） 

平成18年5月 
・まちづくり3法（中心市街地活性化法、大規模小売店舗立地法、都市計画法）

の改正 

平成18年6月 ・改正道路交通法の施行（放置車両確認業務の民間委託による取締り強化等） 

平成18年11月 

・改正道路法施行令の公布（路上自転車駐車場の占用物件への追加） 

・路上駐輪場整備における一般的技術基準「路上自転車・自動二輪車等駐車

場設置指針」の策定 

平成18年12月 ・バリアフリー新法の施行 

平成19年7月 
・新たな自転車利用環境のあり方を考える懇談会 提言 

～これからの自転車配慮型道路における道路空間の再構築に向けて～ 

平成19年10月 ・自転車利用環境整備ガイドブックの策定 

平成20年1月 ・自転車通行環境整備モデル地区の指定（全国98箇所） 

平成20年6月 ・改正道路交通法及び同施行令の施行（普通自転車の歩道通行要件の見直し） 

近年、顕在化している自転車に関する課題や自転車利用ニーズの高まりを受けて、自転

車利用環境改善に資する法改正や国の取り組み等が進みつつあります。 

国土交通省と警察庁が共同で設置した『新たな自転車利用環境のあり方を考える懇談

会』より、安心・安全な交通環境の実現に向けた今後の自転車利用環境のあり方について

提言されており、自動車中心の道路整備から歩行者や自転車を重視した人優先の道づくり

への転換を進めていく必要があるという考え方が示されています。 
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 （１）自転車に関する法制度の変化 

①道路構造令の改正（平成 13年 4 月改正） 

 

 

 

平成 13 年 4月の道路構造令の改正により、自転車、自動車、歩行者の各交通主体の通行の

あり方が着目され、自転車から独立した歩行者・自転車の通行空間の確保の必要性が明記さ

れるとともに、自転車道、自転車歩行者道及び歩道の設置条件が明確化されました。 

これにより、自転車走行空間整備の方向性が示されたことになります。 
 

②路上二輪駐車場整備に向けた改正（道路法施行令等、平成 17年～18年） 

 

 

 

平成 17 年 4月に施行された改正道路法施行令において、道路上に道路管理者が設ける自転

車駐車場が道路付属物として追加されたことにより、道路上で道路管理者が自転車駐車施設

を整備できるようになりました。 

また、平成 18 年 11 月に公布された改正道路法施行令において、路上自転車駐車場が占用

物件として追加されたことにより、道路上で道路管理者以外も自転車駐車場を整備できるよ

うになりました。 

さらに、路上自転車駐車場整備における一般的技術基準として、「路上自転車・自動二輪車

等駐車場設置指針」が策定され、これらから、道路上で自転車駐車場を整備できる環境が確

保されたと言えます。 
 

③まちづくり 3法の改正（平成 18 年 5月改正） 

 

 

 

 

地球的規模での環境問題への関心の高まりや我が国における少子高齢化、人口減少化の背

景を受け、これまでの拡大成長を前提とした拡大型都市構造から集約型都市構造への都市政

策の理念・制度を転換する都市計画審議会答申が出されました。これにより、様々な都市機

能がコンパクトに集積し、高齢者も含めた多くの人にとって暮らしやすい、歩いて暮らせる

まちづくりを目指すために、まちづくりの基本となる「まちづくり３法」（中心市街地活性化

法、大規模小売店舗立地法、都市計画法）が改正されました。 

今後、コンパクトに集積した、歩いて暮らせるまちづくりが指向されることにより、これ

まで以上に徒歩や自転車などの短距離移動における安全性や快適性の向上が求められていく

とものと考えられます。 
 

④道路交通法の改正（平成 18年 6 月施行） 

 

 

 

都市部を中心に常態化し、交通渋滞、交通事故の一因となり、緊急車両の通行や自転車走

行の妨げにもなっていた違法駐車対策として、改正道路交通法が平成 18 年 6 月に施行され、

自転車走行空間整備の方向性が示され、自転車道、自転車歩行者道及び歩道の設置条件

が明確化されました。 

道路管理者や道路管理者以外が、道路上に自転車駐車施設を整備できるようになりまし

た。 

歩いて暮らせるまちづくりを目指すために、拡大型都市構造から集約型都市構造に都市

政策の方針が転換され、それに伴い、中心市街地活性化法、大規模小売店舗立地法、都市

計画法の「まちづくり 3法」が改正されました。 

放置車両の確認事務の民間委託等により、良好な駐車秩序の確立を図るための新たな駐

車対策法制が整備されました。 
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警察官以外に民間の駐車監視員が巡回し、駐車車両の確認と標章の取り付けを行うことが可

能となるなど、良好な駐車秩序の確立を図るための新たな駐車対策法制が整備されました。 

これにより、これまで違法駐車車両が占めていた路肩での安全な自転車走行空間確保の可

能性が芽生えたといえます。 

＜平成 18 年改正道路交通法における主な改正点＞ 

・放置違反金制度の新設による使用者責任追求の強化 

・放置車両の確認および関連事務の民間委託 

・短時間駐車の違反車両に対する取締りの強化 
 

⑤バリアフリー新法の施行（平成 18年 12 月施行） 

 

 

 

 

建築物を対象とした「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進

に関する法律」（通称：ハートビル法）が平成 6年 9月、公共交通機関と周辺経路を対象とし

た「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」（交

通バリアフリー法）が平成 12 年 11 月に施行され、バリアフリー化が推進されてきましたが、

施策をより総合的に推進し、生活空間全体におけるバリアフリー化の実現に向けて、鉄道駅

や主要施設及びそれにいたる経路等についても、誰もが安全・安心に通行できる歩行環境の

確保を着実に進めることができるように、2法を一括し、「高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律」（バリアフリー新法）が施行されました。 

 

⑥改正道路交通法及び同施行令の施行（平成 20 年 6 月） 

 

 

 

 

 

平成 20 年 6月に施行された、改正道路交通法及び同施行令では、自転車の車道通行の原則

を維持しつつ、普通自転車が歩道通行できる要件を見直し、従来から認められていた道路標

識等により指定された場合のほか、下記の場合にも歩道を通行することが認められることに

なりました。 

これまでルールを遵守して走行することが現実的に困難であったケースについて、より現

実に即した走行ルールが示されたことになります。 
 

＜平成 20 年改正道路交通法等における普通自転車の歩道通行可能要件＞ 

・道路標識等で指定された場合（歩道通行可） 

・運転者が児童・幼児（13 歳未満の子ども）の場合 

・運転者が 70 歳以上の場合 

・内閣府令で定める障害（視覚・聴覚等の障害、音声・言語等の機能障害、肢体不自由な

ど）のある身体障がい者の場合 

・車道又は交通の状況からみてやむを得ない場合 

 

鉄道駅や主要施設及びそれに至る経路等についても、誰もが安全・安心に通行できる歩

行環境の確保を着実に進めることができるように、新たなバリアフリー法が施行され、歩

道の環境整備が各地で重点的に進められています。 

従来から、自転車は車道の左側を走行することとされていましたが、高齢者や児童・幼

児が自転車を利用する場合など、車道は必ずしも安全な環境ではない状況にあります。本

改正により、運転者の年齢や交通状況などから歩道通行がやむを得ない場合には、標識が

なくても歩道通行が認められるようになりました。 
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（２）法制度の改正以外の国の動向 

①新たな自転車利用環境のあり方を考える懇談会 提言 

～これからの自転車配慮型道路における道路空間の再構築に向けて～（平成 19年 7 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省と警察庁は、有識者等からなる「新たな自転車利用環境のあり方を考える懇談

会」を共同で設置し、自転車を取り巻く現状を踏まえた今後の自転車利用環境のあり方につ

いて検討し、平成 19年 7 月に提言が示されました。 

提言では、道路空間の再構築に向けては、「人優先」、「バランス（歩行者・自転車・自動車）」、

「パートナーシップ」の 3 つの基本事項が重要であり、これまで自動車中心に進められてき

た道路整備について、今後は自転車を交通体系の中で重要な交通手段の一つとして位置づけ

た上で、歩行者や自転車の通行を重視した、人優先の安全で快適な道づくりを進めていく必

要があるとされています。 

また、自転車を考慮した道路空間の実現に向けて実施すべき取り組みとして、「走行空間の

原則分離の推進」「駐輪対策の着実な実施」「ルールの周知徹底、マナー向上」「戦略的整備の

速やかな展開」「ネットワーク計画や目標を持った整備の促進」の 5つが示されています。 

「これからの自転車配慮型道路における道路空間の再構築に向けて」というタイトルに

あるように、安心・安全な交通環境の実現に向けた、今後の自転車利用環境のあり方につ

いての提言が示されました。 

道路空間を再構築するためには、「人優先」、「バランス（歩行者・自転車・自動車）」、「パ

ートナーシップ」の 3つを基本事項とし、自転車を都市における重要な交通手段として位

置づけたうえで、人優先の安全で快適な道づくりを進めていく必要があるとされていま

す。 

資料：国土交通省ホームページ 
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②自転車利用環境整備ガイドブックの策定（平成 19 年 10 月） 

 

 

 

 

国土交通省と警察庁は、自転車利用環境整備に対するニーズの高まりを受けて、自転車利

用環境の整備を行う際、現場の状況に適した整備手法を選択するための参考資料として、平

成 19 年 10月に、自転車利用環境整備ガイドブックを策定しました。 

同ガイドブックでは、自転車走行空間の整備手法として、自転車道の整備、自転車レーン

の設置、自転車歩行者道における自転車走行空間の明示の３つを示し、各整備手法の特徴や

検討順位、検討事項、留意事項等が整理されています。 
 

③自転車通行環境整備モデル地区の指定（平成 20年 1 月） 

 

 

 

平成 20 年 1月、国土交通省と警察庁は、今後の自転車の通行環境整備の模範となる事業を

実施するモデル地区として、全国・各都道府県で 98 箇所を指定しました。 

これにより、将来的な都市レベルでの自転車走行ネットワークの構築を目指し、分離され

た自転車走行空間の戦略的整備に向けた取り組みが開始されたといえます。 

本ガイドブックが策定されたことにより、自転車道・自転車レーンの設置や自転車歩行

者道における自転車走行空間の明示等、自転車利用環境の整備を行う際、現場の状況に適

した整備手法を選択しやすくなりました。 

都市レベルでの自転車走行ネットワークの構築を目指し、分離された自転車走行空間の

戦略的整備に向けた取り組みが開始されました 
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３－２ 上位・関連計画における自転車の位置付け 

 

 

 

 

 
 
 

（１）札幌市第 4次長期総合計画（平成 12年策定） 

 

 
 

 

 
 
 

札幌市第 4次長期総合計画（目標年次：2032 年）では、魅力と活力を高める都市空間と交通

体系の実現に向けて、都市づくりにかかわる基本的な目標として以下の 3つを掲げています。 
 

・外延的拡大の抑制を基調としたコンパクトな市街地に、札幌の魅力と活力を高めること

を先導するさまざまな拠点を効果的に配置し、それぞれの機能の向上を図る 

・ゆたかな都市生活の場の創出と都市個性の伸長に向け、市街地内外における魅力的なオ

ープンスペースのネットワークの形成など、人間のための空間の充実を図る 

・さまざまな拠点の機能向上を支えることに加え、快適さや分かりやすさ、歩行者空間の

創出などにも配慮した交通体系を確立する 
 

多様な活動を支えるこれからの交通体系の整備については、以下の 3 つの目標を掲げていま

す。これらの目標実現のためには、「必要な交通基盤の整備などによる総合的な交通ネットワー

クを確立するとともに、既存の交通施設をより効果的に活用することや、交通手段が適切に選

択されるよう誘導することに積極的に取り組む必要がある」としています。 
 

［公共交通機関を軸とした交通体系の確立］ 

・交通混雑の緩和や交通公害の防止、エネルギー消費量の削減、安定的な交通サービスの

提供などのさまざまな利点がある公共交通機関を軸とした交通体系を確立する 

［適切な自動車交通の実現］ 

・公共交通機関による移動が難しい目的や区間にかかわる交通を支えるとともに、環境へ

の負荷の低減や安全で快適な歩行者空間の確保などを図るため、必要な道路の整備や自

動車交通総量の低減、流れの分散化などにより、適切な自動車交通を実現する 

［広域的な交通ネットワークの充実］ 

・札幌や札幌複合交流圏の発展のため、国際的、広域的な交通にかかわる安定的で利用し

やすいネットワークの確立を図る 
 

自転車に関しては、「歩行者や自転車の移動にかかわる円滑性や安全性、楽しさなども重視

し、そのための空間の確保や緑化の推進に配慮した整備・改善を行う必要がある」とされて

おり、「乗継施設以外での自転車利用に対しても、適切な駐輪対策のあり方について検討を進

める」などの考え方が示されています。 

札幌市の上位・関連計画では、「コンパクトなまちづくり」、「環境負荷の低減」、「公共

交通を軸とした交通体系」、「人と環境を重視」、「歩行者、自転車、自動車の共存する空間

整備」、「道路空間の再配分」などがキーワードとして挙げられ、歩行者や自転車を重視し、

自動車と共存できる環境づくりが基本となっています。 

「札幌市第 4次長期総合計画」は、将来の都市像やまちづくりのあり方を示した基本構想

に基づき、20 年間の施策体系や展開方針等を示したもので、札幌市のまちづくりの施策を

実施するうえで最も上位の計画です。 

その中では、市街地を集約させ、人間のための空間の充実を図るとともに、歩行者空間の

創出などにも配慮し、公共交通機関を軸とした交通体系を確立することとしています。 
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（２）札幌市都市マスタープラン（平成 16年策定） 

 

 

 
 
 

 

札幌市都市マスタープラン（目標年次：2032 年）では、都市づくりの理念として『持続可能

なコンパクト・シティへの再構築』を掲げており、交通部門においては、「総合的な交通ネット

ワークの確立」及び「地域特性に応じた交通体系の構築」を取組方針として示しています。 

また、自転車に関する施策としては、公共交通ネットワークの活用に向けて、「地下鉄・JR

の駅では、駐輪場の効果的な整備・運用に加え、適切な駐輪対策のあり方について検討を進め

る」とともに、人と環境を重視した新しい都心交通の創出に向けて、「都心道路の機能分担によ

り歩行者、自転車、自動車が共存する空間整備を進める」、「自転車利用に関するルールづくり

を進める」ことが挙げています。 

 
 

（３）札幌市環境基本計画（平成 10年策定、平成 17年改定） 

 

 

 

 

 
 

 

札幌市環境基本計画（計画期間：1998 年～2017 年）では、環境保全・創造のための都市づく

りの重点施策のひとつとして『環境低負荷型の交通網をもつ都市の実現』を掲げており、「自動

車利用の適正化」、「自動車に頼らなくても暮らしやすい生活圏の形成」、「公共交通機関の利便

性向上」、「都心部における交通対策の推進」、「人と自転車の共存に向けた取り組みの促進」な

どを目指しています。 

また、自転車に関する施策としては、「環境負荷が少ない交通手段として、歩行者の安全確保

のための自転車利用ルールなどの周知徹底、道路状況に応じた歩行者と共存する自転車走行空

間の確保や周辺の自転車専用道のネットワーク形成を図る」とともに、「自転車駐車場施設につ

いて、「札幌市自転車等駐車場の設置等に関する条例に基づく立地の促進、自転車等放置禁止区

域の設定にあわせた整備、沿道の事業者の協力による管理の導入などを進める」こととしてい

ます。 

「札幌市都市マスタープラン」は、目指すべき都市像とそれに向けた取り組みの方向性を

示したものです。 
ここでは、『持続可能なコンパクト・シティへの再構築』を目標とし、都心道路の機能分

担や自転車利用のルール等についても、検討を進めていく方針を示しています。 

「札幌市環境基本計画」は、環境保全・創造に関する施策を総合的かつ計画的に実施する

ことを目的として策定されたものです。 
重点施策のひとつとして、『環境低負荷型の交通網をもつ都市の実現』を揚げ、人と自転

車が共存した走行空間の確保、自転車専用道ネットワークの形成、沿道の事業者の協力によ

る管理の導入等の施策の方向性を示しています。 
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（４）さっぽろ都心交通計画（平成 16年策定） 

 

 

 
 

 

 

 

さっぽろ都心交通計画では、計画の理念として『人と環境を重視した新しい時代の都心交通

の創出』、『都心の活性化に寄与する交通施策の推進』を掲げており、計画の基本方針として「公

共交通を軸とした交通システムの充実」、「適正な自動車等の利用による交通の円滑化」、「道路

空間の再配分による都心再生の具体化」などを示しています。 

また、自転車に関しては、「利用ルール・走行空間・駐輪場所の 3つの視点から総合的な対策

を進め、歩行者や自動車と共存できる利用環境を創出していくことが必要」という基本的な考

え方が示されており、具体的な対策としては、走行空間対策として、ルールの徹底・マナー向

上による「自転車利用の適正化」及び「都心自転車ネットワークの形成」、駐輪対策として、「路

外駐輪施設の整備」及び「暫定路上駐輪施設の拡充」等の具体的な取り組みを示しています。 
 

 

（５）道央都市圏都市交通マスタープラン（平成 22年策定） 

 

 

 

 

 

 

 

道央都市圏都市交通マスタープラン（目標年次：平成 42 年）では、“暮らし” 、“活力”、“環

境”をキーワードとして、それぞれ以下の基本方針としています。 
 

①暮らし：年間を通じて、どんなときも、誰もが安全、安心に暮らせる利便性の高い交通

環境を実現します 

②活力 ：都市拠点、産業拠点の育成と国内外に魅力をもつ拠点間の交流・連携を支える

など北海道経済を支えるモビリティを確保します 

③環境 ：環境に優しく、持続可能な都市を支える交通環境を実現します 

 

道路空間については、「今後の地域ごとの交通状況の変化に応じ、従来の自動車重視の道路空

間を、歩行者・自転車および公共交通を重視する空間に転換し、さらに、身近な水・みどりの

保全・創出の場、雪処理スペースとして活用することにより、すべての道路空間利用者が安全

で快適に利用できる空間に再構築する」ことを目標としています。 

自転車に関する施策としては、「自転車走行環境の整備（道路空間の再構築）」、「駐輪施設整

備」、「自転車利用に関する利便性・安全性向上に向けた規制・ルールづくり、周知徹底（教育・

啓発活動等）」、「駐輪場（自転車駐車場）の拡充」、「都市型や観光型のレンタサイクルの検討」

が具体的な施策として示されています。 

「道央都市圏都市交通マスタープラン」は、第 4回パーソントリップ調査の結果に基づく

交通の現状や課題を踏まえ、あるべき将来像の実現に向けた交通のあり方を示したもので、

あるべき将来像、骨格となる交通体系、短中期の行動計画から構成されています。 

自転車については、自転車走行環境の整備や駐輪施設の整備、レンタサイクルの検討等、

具体的な施策が示されています。 

「さっぽろ都心交通計画」は、人と環境を重視し、都心の活性化に寄与することを理念と

して、概ね 20 年間に実施すべき施策の方向性と概ね 10 年間で都心部の交通問題を解消する

ためのプログラムを示した計画です。 

自転車については、利用ルール、走行空間、駐輪場所の視点から総合的な対策を進めるこ

ととしています。 
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・札幌市は、駐車需要増加に伴う放置問題等に対応するため、平成 12 年に「駐輪場整備計

画」、「放置対策」、「管理運営対策」を体系化した駐車対策の基本計画として『自転車等駐

車対策マスタープラン』を策定しました。 

・自転車等駐車対策マスタープランでは、「公共と民間の役割分担の明確化による駐輪場整

備」、「啓発活動及び放置禁止条例による環境づくりに基づく放置対策」、「管理運営におけ

る受益者負担の考慮」を基本的な考え方としています。 

・札幌市は、昭和 48 年に国が設定した自転車安全利用モデル都市の指定を受け、関係機関

による協議会を設立し、昭和 49 年に「自転車道計画」、「駐輪場の設置」、「自転車安全利

用の普及と教育」を基本とした『札幌市自転車安全利用計画』を策定しました。 

３―３ 札幌市における自転車に関する取り組み 

 

 

 

 

 
 
 

（１）札幌市自転車安全利用計画 

 

 

 

  

【札幌市自転車安全利用計画の概要】 

○「自転車道計画」では、自転車道の機能、構造から「大規模幹

線自転車道」、「幹線自転車道」、「準幹線自転車道」、「生活自転

車道」に分類し、配置計画、事業の考え方、自転車道計画（幹

線自転車道ネットワーク）などが示されています。 

○「駐輪場の設置」では、官公庁施設、公園、地下鉄駅、駅前広

場等に駐輪場を設置するとともに、銀行、スーパー等、人の集

積の著しい民間施設等についてもその需要に応じた規模の置き

場を設置する（附置義務の考え方）ように行政指導を進めると

しています。 

○「自転車安全利用の普及と教育」では、自転車利用の普及に伴い、自転車乗車中の事故の

増加が予想されるため、「自転車安全教育の徹底」、「交通安全意識の高揚」、「自転車道安全

利用計画の周知」により、教育の充実強化を図るとしています。 
 

（２）自転車等駐車対策マスタープラン 

 

 

 

 

 

 
 
 

【自転車等駐車対策マスタープランにおける基本的な考え方】 

○駐車場整備計画では、鉄道乗継利用に対しては公共が整備し（平成21年度目標15,900台）、

商業施設等の利用に対しては施設管理者が附置義務により整備することを基本としていま

す。 

○放置対策では、啓発活動やモラルの向上とともに、放置禁止条例に基づき、“放置しづらい”

環境づくりを図ることとしています。 

○駐車場管理・運営対策では、受益者負担を考慮し、駐輪場の有料化などにより、誘導・整

理に要する費用を求めることとしています。 

札幌市では、これまでに、「札幌市自転車安全利用計画（昭和 49 年）」、「自転車等駐車対

策マスタープラン（平成 12 年）」を策定し、自転車利用環境を整備するとともに、これら

の計画以外にも、自転車走行空間設置の社会実験、新札幌地区における自転車通行環境モデ

ル地区の指定による自転車走行空間の整備などの取り組みを行ってきました。 

大規模自転車道の整備 
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・札幌では、この他にも、様々な自転車利用環境改善に向けた取り組みが展開されています。 

 

（３）札幌におけるその他の取り組み 

 

 

 

【ルールの遵守、利用マナーの向上の啓発活動】 

昭和 37 年に設立された札幌市交通安全運動推進委員会や行政を中心に､児童の登下校時にお

ける交通指導や子どもや高齢者等に対する交通安全教室の開催､街頭指導や出前講座の実施、自

転車安全利用宣言校など、学校やボランティア団体との連携、各種媒体の活用など等により、

ルールの遵守､利用マナーの向上の啓発活動を実施しています｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-1 現在実施しているルールの遵守、利用マナー向上の主な啓発活動 

自転車マナー向上指導員による街頭指導 
［札幌市］ 

自転車実技教室 
［市内小学校］ 

教育との連携（自転車安全利用宣言校） 
［市内中学校、高校］ 

高齢者等に対する交通安全教室の開催 
［札幌市交通安全運動推進委員会］ 

地下鉄電照ポスターによる広報 
［札幌市・札幌市交通安全運動推進委員会］ 

セーフティ自転車ライフの発行 
［札幌市・札幌市交通安全運動推進委員会］ 
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【新札幌地区における自転車通行環境整備モデル地区の指定】 

札幌市では、厚別区新札幌地区がモデル地区として指定を受け、平成 20 年度から北海道開発

局、北海道警察と連携して自転車道等の整備を実施しました。 

国道 12 号では、歩道上において縁石や柵により歩行者と自転車の通行位置を物理的に分離す

る自転車道を整備しており、厚別東通等では、歩道上においてカラー舗装や区画線による通行

位置を視覚的に分離する整備を実施しています。 

また、これらの整備に併せて、歩道上での歩行者優先ルールの路面表示や、通行ルールの指

導・啓発等の取り組みも行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-2 新札幌地区における自転車通行環境整備モデル地区の実施状況 

自転車走行空間の整備状況（左：整備前、右：整備後） ルール・マナーの啓発活動の実施 

［整備路線］ 
①  厚別西通 

②③ 厚別中央通 

④  厚別青葉通 

⑤  厚別東通 

⑥  国道12号 

⑦  市道副都心団地2号線 

⑧  市道副都心団地歩道１号線 

   （自転車歩行者専用道） 

新札幌地区における自転車走行空間の整備ネットワーク 
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【都心部における社会実験】 

平成 15 年度～平成 16 年度に、自転車走行空間や路上暫定駐輪場の設置に加え、歩行者空間

の拡大や、荷さばきやタクシーの停車スペース設置、バスの利便性向上などの交通に関する複

合的な取り組みにより、道路環境の改善を図る社会実験を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-3 都心部における社会実験で実施した自転車に関する主な取り組み 

 

 

【都市型レンタサイクル事業実施】 

放置自転車の削減、駐輪場スペースの有効活用を目

的とし、平成 19 年度より、北 5西 1駐輪場（中央区）

において、駐輪場指定管理者の自主事業として都市型

レンタサイクル事業が実施されています。 

 

   
自転車の歩道上 

押し歩きの啓発 

路上暫定駐輪場の設置 自転車走行区間の設置 
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第４章 計画の考え方 

４－１ 目標と基本方針 

自転車利用に係る現状・課題、札幌市の上位計画・関連計画を踏まえ、自転車利用環境の改善

に向けた計画の目標並びに目標の実現に向けた計画の基本方針を下記のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）目標設定の考え方 

 自転車は利便性や経済性に優れ、健康的で環境にやさしいといった正の特性（メリット）を

もつ一方、不適切な利用によっては、歩行環境の悪化、景観の悪化、事故の増加をもたらす負

の側面（デメリット）を持ち合わせています。 

 正の特性にのみ着目し、さらなる利用の促進を目的として利用環境の構築を図ることは、自

動車からの利用転換が期待できる一方で、公共交通の利用減少につながるなどの影響も懸念さ

れます。 

 札幌では、自転車利用者の約９割は冬期には他の移動手段を利用している状況にあること、

また、急速に高齢化が進行している状況を踏まえると、夏冬通して永続的に利用でき、かつ、

誰もが移動を保障できる交通体系を維持していくことが求められます。 

 そのため、都市の移動手段の骨格は公共交通機関が担い、自転車は公共交通機関を補完する

移動手段として位置づけること、また、公共交通・自転車・自動車など各移動手段が役割を踏

まえた上でバランスを保ちながら交通体系を構築していくことが重要です。 

 自転車を札幌市の交通体系を構成する移動手段の一つとして十分に機能させるため、まずは、

歩行環境の悪化という現状の課題を解消し、自転車利用の適正化を図っていく必要があると考

えます。これにより、誰もが安全に道路を利用できる環境になり、自転車の特性が十分に発揮

されることで、まちの魅力向上や環境貢献、健康増進に寄与することが期待されます。 

 以上の考え方を踏まえ、『安全な自転車利用環境の実現による魅力的なまちづくり』を本計画

の目標とし、歩行者・自転車・自動車が調和し、それぞれが安心・安全に通行できる道路空間

の実現を目指すこととします。 

 

 

『安全な自転車利用環境の実現による魅力的なまちづくり』 
 

＜計画の目標＞ 

 

・人を優先した、思いやりのある自転車利用環境への改善 

・交通特性や地域特性、雪国の特性を考慮した自転車利用環境の構築 

・市民･事業者･行政が一体となったパートナーシップによる施策の推進 

・まちの魅力向上のための自転車利用 

＜計画の基本方針＞
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（２）基本方針設定の考え方 

①人を優先した、思いやりのある自転車利用環境への改善 

道路は歩行者、自転車、自動車など様々な立場の人々が利用する共有空間です。 

もちろん、すべての利用者の安全性を高めていく必要がありますが、なかでも、最も弱者

である“人”の安全性を確保していくことを目的として、自転車利用環境の構築を図ります。 

また、それぞれの利用者が道路は共有空間であることを認識し、自らの責任を自覚するこ

とで、思いやりをもって道路を利用できるよう自転車利用環境の改善を目指します。 
 

②交通特性や地域特性、雪国の特性を考慮した自転車利用環境の構築 

課題のある道路のすべてにおいて、自転車利用環境の改善を今すぐに実現していくことは

現実的ではありません。 

そのため、道路幅員や歩行者・自転車・自動車の交通量、公共交通機関の整備状況、沿道

の施設立地状況など、交通特性や地域特性を踏まえつつ、特に課題が顕著な地域から自転車

利用環境の改善に向けた施策を推進します。 

また、札幌は年間約６ｍもの降雪量があり、気温も氷点下になる日が多いなど、特に冬期

の道路状況は厳しいものとなります。 

そのため、夏冬で大きく変わる道路空間の状況や自転車の利用実態を踏まえ、雪国の特性

を十分に考慮した上で、自転車利用環境の構築を進めます。 
 

③市民･事業者･行政が一体となったパートナーシップによる施策の推進 

自転車の関連施策の推進にあたっては、行政や自転車利用者だけではなく、事業者や自転

車を利用しない市民に至るまで、様々な立場の人々が、課題解消に向けた取り組みに関わっ

ていく必要があると考えられます。 

そのため、責任や役割がどうあるべきか、また、それぞれの立場や地域においてどのよう

な施策が効果的なのかを情報共有し、地域との話し合いや、必要に応じて市民議論を行うな

ど、計画目標の達成に向けて、市民・事業者・行政が一体となったパートナーシップ体制に

より、施策を推進します。 
 

④まちの魅力向上のための自転車利用 

自転車は徒歩に比べて早く、長い距離を自由な方向に移動できるため、公共交通機関など

と効果的に連携し自転車がもつ特性をいかすことにより、人々の移動性が向上し、経済活動

や観光面における貢献が期待できます。さらに適正な利用環境の構築により、短距離の自動

車利用からの転換が進むなど、自転車の特性をいかすことができれば、健康増進や環境面に

おける貢献が期待でき、ひいてはまちの魅力向上につながると考えられます。 

これからのコンパクトなまちづくりのためには、自転車は重要な移動手段となります。そ

のため、このような自転車の特性・優位性が活かせるまちづくりを目指します。 
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４－２ 既存計画との関係 

札幌市における自転車施策は、「札幌市自転車安全利用計画」（昭和 49 年策定）、「自転車等駐車

対策マスタープラン」（平成 12 年策定）が、既存計画となっています。 

今回の総合計画の策定にあたっては、計画当初の目的や整備状況を検証した上で、両既存計画

を取り込む形で整理するとともに、具体的な施策のうち引き続き継続していくものについては、

平成 23 年度に策定予定である（仮称）自転車利用アクションプログラムにおいて、その内容を検

討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図 4-1 既存計画と本計画の関係イメージ 

 

①札幌市自転車安全利用計画 

札幌市自転車安全利用計画では、自転車道計画として、自転車道ネットワークが計画されま

したが、以下に示す理由から、計画策定当時とは道路状況等の社会的背景が大きく変化したこ

とから、その整備が進んでいません。 

そのため、本計画では、法改正の動向や国の動向、上位計画の考え方といった現在の社会的

背景を踏まえ、あらためて走行環境整備に関する具体的施策について取り組んでいきます。 

 

［計画策定当時から社会的背景が大きく変化した理由］ 

○計画策定当時は、自転車対自動車の事故多発により、自転車専用道路整備が指向され

た時期であったため、大規模自転車道等の自転車専用道路を中心とした自転車道ネッ

トワークが計画された 

○しかしながら、昭和 53 年の道路交通法改正以降、自転車の歩道通行が認められたこと

から、自転車専用走行空間の整備の必要性が低下し、現状では一部の大規模幹線自転

車道は整備されたものの、幹線自転車道、準幹線自転車道の専用道区間は全く整備さ

れていない状況にある 

○近年では、道路上での自転車走行空間や駐輪場の整備に関する、さまざまな法制度の

改正や、取組みが実施されている。また、高度に土地利用された都市内においては、

既存の道路空間や整備済みの大規模自転車道などを有効に活用することで、歩行者や

自転車が安全に通行できる道路空間を確保することが求められている 

 

札幌市自転車安全利用 

計画（S49） 

自転車等駐車対策 

マスタープラン（H12） 

現在の社会的背景を 
踏まえた考え方を反映 

計画を踏まえ、 
整備内容を検討 

札 幌 市 自 転 車 利 用 総 合 計 画 

基本的な考え方を 
踏襲 

既存計画 

実行計画 

本計画 

（仮称）自転車利用アクションプログラム 
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②自転車等駐車対策マスタープラン 

自転車等駐車対策マスタープランの基本的な考え方である「公共と民間の役割分担の明確化

による駐輪場整備」、「啓発活動及び放置禁止条例による環境づくりに基づく放置対策」、「管理

運営における受益者負担の考慮」は、以下に示す理由から、本計画においても引き続きこの考

え方を踏襲していくこととし、駐輪環境整備に関する具体的施策について引き続き取り組んで

いきます。 

また、駅周辺では、自転車等駐車対策マスタープランに基づいた公共の駐輪場整備により、

収容台数が増加しましたが、駐車台数もさらに増加しており、駐輪場不足が解消していない駅

も多いことから、さらなる駐輪場整備とともに、徒歩、自転車、公共交通といった選択肢の中

で適正な自転車利用を促す施策も検討していく必要があると考えられます。 
 
［本計画においても基本的考え方を踏襲する理由］ 

○駅周辺では、公共交通機関の乗継需要の観点から、公共側が引き続き整備する必要が

あること 

○通勤・通学・私用などを目的とした自転車利用の多い施設については、建物側での整

備が必要であること 

○駐輪場の整備は急速に進むものではないことや、道路環境を良好に保つ必要があるこ

とから、放置自転車対策を継続的に、かつさらに拡大して進める必要があること 

○利用・非利用者の公平性の確保、整理業務に係る一部費用の負担を求める考え方を継

続していく必要があること 
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第５章 具体的な展開施策 

５－１ 具体的施策の方向性 

現状の課題を解決し、計画の目標を実現するためには、市民や地域が成果を実感し、さらなる

協力体制を構築していくことが重要となります。 

そのため、実効性の高い施策を優先的に実施し、成果を共有しながら、着実に推進することが

不可欠であると考えます。 

そこで、計画目標の実現に向けて、現況課題、計画の基本的な考え方、基本方針を踏まえると、

以下の３項目が早急に取り組むべき施策と考えられ、それぞれについて具体的な方向性を以下の

通りとします。 

 

 

 

 

 

 

 

これらの施策については、計画目標を達成するために、それぞれが重要な役割を果たすとと

もに、各施策間が連携し、補完することで、目標が達成されると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 5-1 目標および基本方針と施策の方向性の関係 

  

（１）自転車走行空間の明確化 

（２）総合的な駐輪対策の推進 

（３）ルールやマナーの効果的な周知と啓発 

＜取り組むべき施策項目＞ 

目標：安全な自転車利用環境の実現による魅力的なまちづくり 

 基本方針 

◆人を優先した、思いやりのある自転車利用環境への改善 

◆交通特性や地域特性、雪国の特性を考慮した自転車利用環境の構築 

◆市民･事業者･行政が一体となったパートナーシップによる施策の推進 

◆まちの魅力向上のための自転車利用 

施策の方向性 

自転車走行空間 

の明確化 

総合的な 

駐輪対策の推進 

ルールやマナー 

の効果的な周知 

と啓発 
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（１）自転車走行空間の明確化 

 

 

 

 

自動車交通量が少なく、十分な車道幅員がある道路においては、走行ルールやマナーを守る

ことで安全に走行ができると考えます。しかしながら、自動車交通量が多く、車道の左側にゆ

とりのない道路では、原則通りの車道走行に危険を感じ、多くの自転車利用者が、歩道上を走

行せざるを得ないなど、歩行者も含め、必ずしも安全な環境とはなっていません。 

そのため、自転車走行環境の改善に向けては、課題が顕著な路線を中心として、道路ごとの

特性と総合的なネットワークに配慮し、できる限り歩行者と自転車と自動車の走行空間を明確

にすることにより、歩行者・自転車それぞれが安心・安全に利用できる道路空間を整備するこ

とが必要です。 

しかしながら、道路拡幅や大幅な道路構造の変更を伴う場合は、限られた予算の中では成果

を発現するまでに長い期間を要することになります。 

そこで、まずは道路構造を大きく変えずに実施することが可能な道路からはじめるなど、道

路ごとの特性に応じた効果的な整備手法を検討し、上記の施策を適切に選択しながら、走行空

間の明確化に取り組みます。 

 

（２）総合的な駐輪対策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存計画である「札幌市自転車等駐車対策マスタープラン」において、駐輪場は、鉄道との

乗継需要は公共側が整備し、目的施設での需要については原因者である施設側での整備を基本

としています。しかし、目的施設での需要の多い都心部においては、建物の新築や建て替えな

どの開発を待っていたのでは、喫緊の課題に早急に対応することができないことから、公共も

事業者と連携して整備を進めていきます。 

また、地域によって異なる自転車の利用特性に配慮し、駐輪場の整備内容や料金政策につい

ての検討やバス交通などの公共交通とのバランスを考慮するなど、需要の質や適正量に応じた

駐輪場整備を進めるとともに、放置禁止区域の拡大等を行うことで、迷惑駐輪を減らす取り組

みを進めていきます。 

このように、駐輪対策については、上記のような施策を効果的に組み合わせながら、総合的

に取り組みます。 

  

○ 既存道路空間における走行環境の整備 

○ 道路空間の再配分による走行環境の整備 

＜具体的な施策項目＞ 

  

○ 既存ストックを活用した駐輪環境の整備 

○ 道路空間を活用した駐輪環境の整備 

○ まちづくりと連携した駐輪環境の整備 

○ 民間整備の制度検討 

○ 放置自転車の抑制 

 

＜具体的な施策項目＞ 
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（３）ルールやマナーの効果的な周知と啓発 

 

 

 

 

自転車走行空間や需要特性に応じた駐輪場が確保された場合でも、自転車利用者のルールの

遵守や、マナーの配慮が十分でなければ、安全な自転車利用環境は実現されません。 

道路では、歩行者や車いす、ベビーカー、自転車や原付、自動二輪車、乗用車、バス、貨物

車など、様々な形態での利用があります。全ての人が、こういった様々な形態で道路を共有し

ているという認識を持ち、他の利用者に配慮しながら、道路を利用していくことが重要です。 

自転車の通行方法、二人乗り・無灯火・携帯電話の禁止、迷惑駐輪の禁止などルールの遵守

はもちろん、歩道での押し歩きなどのマナー、自転車の賠償責任保険への加入、歩道通行時の

歩行者に対する配慮など、自転車利用者自身がルールの遵守、マナー向上の意識を持つことが

必要です。 

そのため、様々な広報・教育活動等を通じて、幅広く、効果的に周知と啓発を図り、安全な

自転車利用環境の構築に取り組みます。 

また、走行空間の明確化された路線を主体として、安全確保に向けた周知・啓発を実施しま

す。 

 

 
 

  

○ 効果的な周知・啓発活動の推進 

＜具体的な施策項目＞ 
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５－２ 重点地区 

（１）重点地区の設定 

 

 

 
 

通勤や買物など目的施設への利用が多く、その周辺も含めた“都心居住”が促進している『都

心部』は、近年、自転車利用が増加しています。また、周辺居住者等が地下鉄や JR への乗り継

ぎのために自転車を利用する『駅周辺』についても、自転車利用が増加しています。 

これらの地域では、走行や駐輪における課題発生が顕著であり、今後もまちのコンパクト化

により居住者が集積し、自転車利用が増えていく可能性もあることから、重点地区として位置

づけ、集中的・重点的に対策を実施します。 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 図 5-2 重点地区における設定エリアのイメージ 

・自転車利用が増加しており、課題発生が顕著な「都心部」及び「駅周辺」の地区を『重

点地区』として設定します。 

都心部 駅周辺 

概ね 2km 圏 

JR 札幌駅 

大通公園 

中島公園 

豊
平
川 
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（２）重点地区での施策展開 

重点地区として設定した「都心部」及び「駅周辺」では、以下に示すように、各地区の地区

特性、交通特性に応じた施策展開を図ります。 

 
①都心部 

a）地区特性及び交通特性 

都心部の地区特性としては、業務ビルや商業施設など、様々な用途の施設が立地しており、

土地の高度利用が図られています。また、札幌における経済活動を支える地域であること、観

光面や景観面からのまちづくりが行われるなど、様々な人々が集い、多機能・多様性が求めら

れている地域であるといえます。 

都心部における交通特性としては、各方面からの公共交通機関が充実している地域であり、

広幅員の道路が格子状に形成され、バス、タクシー、トラック、一般乗用車、自転車、歩行者

などの移動やアクセスに寄与し、どの交通量も非常に多い状況にあります。 

自転車の利用特性に関しては、多方面から多くの自転車が集まって来るため、都心内ではほ

とんどの道路が移動経路になっているといえます。 

また、業務ビルや商業施設など、目的地となる施設が多いことから、地下鉄や JR 等他の交

通機関への乗り継ぎを行わない自転車の単独利用が多く、駐輪時間の長い通勤目的の自転車が

約７割を占めている状況にあります。 

 

b）施策展開イメージ 

上記特性から、都心部における自転車施策としては、網的な自転車走行空間の確保と需要と

目的に応じた駐輪場整備が必要と考えられます。 

走行空間については、道路ごとの特性と総合的なネットワークに配慮しつつ、できる限り歩

行者と自転車と自動車の走行空間を明確にした道路空間の整備を行います。しかしながら、走

行空間の整備に関しては、歩行者、自転車、自動車すべての交通量が多いことや歩道幅員や道

路幅員に余裕のある道路も少ないことなど、自転車走行空間を全ての路線で網的に確保するこ

とは困難と考えられます。そのため、幅員の狭い道路では、歩道上での自転車の押し歩きなど

マナーの向上などで安全性を確保することについても検討します。 

通勤や買物など、目的地となる施設需要が多い都心部の駐輪場整備は、基本的には原因者負

担の原則に従い、施設側で必要な駐輪場を整備することが求められます。附置義務条例は、こ

ういった建物側での駐輪場整備を義務付けるものですが、再開発等による新築・更新がなけれ

ば、駐輪場整備は促進されません。そこで、短期的には、公共が民間と連携しながら自動車駐

車場や未利用地、再開発地区内などに加え、既存の道路空間も有効に活用しながら、駐輪場の

整備を進めます。 
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①交通状況、道路特性に応じた走行空間の整備 ②駐車場転用による駐輪場整備 

  

③未利用地を活用した駐輪場整備 ④歩道上での駐輪場整備 

  

⑤附置義務駐輪場の整備 ⑥歩道上での自転車の押し歩き 
⑦自転車のルール・マナーの 

啓発活動 

   

 

図 5-2 『都心部』における施策展開イメージ 

 

  
 

 
 
 

 
 

駐輪場 

建物 
建物 

  
 

 
 
 

 
 

未利用地 

建物 
建物 

③ 

⑥ 

⑤ 
② 

① 
④ ⑦ 



 42

 
 

②駅周辺 

a）地区特性及び交通特性 

駅周辺の地区特性としては、商業施設やマンションなどが立地し、地域中心核となる地域に

ついては、土地の高度利用が図られています。 

駅周辺の交通特性としては、都心部と同様に様々な移動手段が混在しており、交通量や手段

の割合は駅ごとに異なっている状況にあります。道路については、通過交通の多い幹線街路か

ら生活道路まで、様々なタイプの道路が地域特性や駅の立地条件によって組み合わされて形成

されている状況にあります。駅によっては、バスターミナルや駅前広場など乗継利便性の向上

のための施設が整備されている場合もあります。 

自転車の利用特性としては、目的施設である駅や商業施設へ向かうという利用特性上、駅に

近づくに従い、自転車交通量が多くなっている状況にあります。 

駅によっては、近隣の商業施設での買い物など、私用目的の自転車が駅に隣接する駐輪場を

利用する場合も見受けられますが、多くは通勤や通学を目的とした地下鉄や JR への乗継需要

となっています。 

 

b）施策展開イメージ 

上記特性から、走行空間の確保については、利用者の居住地等が利用駅に対し、全方向に分

散していることから、駅を中心として放射状に走行空間を確保する必要があります。 

そのため、特に歩行者や自転車の利用が多い路線における課題解消を目指すため、駅から概

ね半径 2kmの範囲を対象とし、自転車交通を集約できる路線を選定しつつ、交通状況や道路特

性に応じた歩行者と自転車を区分した自転車走行空間を確保します。 

駅周辺においては、今後も札幌市が主体となり、公共交通機関の乗継需要のための駐輪場を

整備することとし、乗継需要に対して駐輪場が不足している駅において、様々な手法を活用し

て需要に応じた施設容量の確保に向けた取り組みを進めます。 

また、駅周辺の駐輪場は、駅に最も近い場所から満車になり、駅から少し離れた駐輪場は、

半数程度空いている例もみられます。そのため、空いている駐輪場に誘導する方策を実施する

など、駅での駐輪場利用の均衡を図る施策も検討していく必要があります。 
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①交通状況、道路特性に応じた走行空間の整備 
②自転車交通量を集約し、 

交通結節点へアクセス 

 
 
 

○歩行者が多く、また自転車の利
用が多い駅周辺の概ね 2km の
範囲において、自転車交通を集
約できる路線を選定しつつ、自
転車走行空間を確保します。 

③駐輪場と連携した 
走行空間の整備 

④様々な手法を活用した公共による駐輪場整備 

○駐輪場にアクセスする道路にお
ける自転車走行空間を優先して
整備し、駐輪場の整備と一体と
なった自転車走行ネットワークの
構築を目指します。 

 

 

⑤既存自転車道との接続 
⑥街頭指導による 

ルール・マナーの啓発 
⑦教育との連携による 
ルール・マナーの啓発 

○重点地区内の走行空間と効果
的に接続できる場合は、近接す
る既存の大規模自転車道等との
連携を図ります。 

  

 

図 5-3 『駅周辺』における施策展開イメージ 

 

② 

④ 

⑥ 

⑦ 

① 

概ね半径 2km 

鉄道駅 

大規模 
自転車道 

③ 
⑤ 
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５－３ 施策の体系 

自転車の利用環境改善に向けた３つの施策の方向性「自転車走行空間の明確化」、「総合的な

駐輪対策の推進」、「ルールやマナーの効果的な周知と啓発」に対し、これまでの検討や提言な

どから、以下の具体的な施策を実施・検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 施策の体系 

施策の区分 具体的な施策 方向性 

自
転
車
走
行
空
間
の
明
確
化 

自転車道の整備 

路肩における走行空間の明示 
 
歩道における走行空間の明示 

バスレーンにおける走行空間の明示の検討 

自転車安全利用マップの作成 

既存道路空間における走行環境の整備 

道路空間の再配分による走行環境整
備の検討 

走行空間の確保に向けた既存道路施設の改修検討 
 

駐輪場マップの作成 
 
都市型レンタサイクルシステム 
 

再開発に併せた公共駐輪場の整備 

総
合
的
な
駐
輪
対
策
の
推
進 

自動車駐車場等の駐輪場転用 

未利用地での暫定駐輪場整備 
 
歩道上を活用した駐輪場整備 

既存用地を活用した駐輪環境の整備 

共同駐輪場の整備支援 

附置義務条例の見直し 

放置禁止区域の拡大 
 

駐輪場設置への支援・優遇 民間整備の制度検討 

道路空間を活用した駐輪環境の整備 

まちづくりと連携した駐輪環境の整備 

放置自転車の抑制 

道路空間の再配分による駐輪場整備の検討 

駐輪場の施設形態についての検討 

自転車利用者に対する交通ルールの周知 

自動車ドライバーに対する広報・啓発 

ル
ー
ル
や
マ
ナ
ー
の
効
果
的
な 

周
知
と
啓
発 

学校を通じた継続的な自転車安全教育の実施 

歩行者が多い地区での押し歩きの推奨 

ルール周知・マナー向上に関する販売店と
の協力 

効果的な周知・啓発活動の推進 

マナー推進地区の設定 
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５－４ 施策の内容 

５－４－１ 自転車走行空間の明確化 

（１）既存道路空間における走行環境の整備 
早期にかつ効率的に自転車走行空間を整備するために、大きく道路構造を変えずに、既存道路

空間において自転車走行空間を明示できる道路から、自転車走行空間の明確化を行います。 

具体的には、以降に示す整備方法から、道路幅員、交通量や地域特性などを踏まえて、効果的

かつ効率的な施策を選択し、重点地区の整備の考え方に基づき、条件の整った路線から必要な整

備を実施します。 

 

①自転車道の整備【早期に進める施策】 

現況の車道部分や歩道部分に、縁石・防護柵などで物理的に分離された自転車道を設け、カ

ラー舗装・路面標示・標識や看板などの整備を行うことにより、道路構造を大きく変えずに、

自転車の走行空間を整備します。 

 

自
転
車
道
の
整
備 

整備イメージと事例 

車
道
部
分
に
お
け
る
整
備 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（山口県周南市）  

歩
道
部
分
に
お
け
る
整
備 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（札幌市新札幌地区）  
資料：自転車利用環境整備ガイドブック（平成19年 10 月・国土交通省・警察庁作成）を基に作成 

 

図 5-5 自転車道の整備イメージ 
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②路肩における走行空間の明示【早期に進める施策】 

カラー舗装・路面標示・標識などの整備を行うことにより、現況の路肩部分に自転車走行空

間を明示し、道路構造や交通状況を変えずに、自転車の走行空間を整備します。 

 

路
肩
部
分
の
走
行
空
間
明
示 

整備イメージと事例 

通
行
標
識
の
あ
る
明
示 

  

 

 

 

 

 

 

（東京都渋谷区） 

通
行
標
識
の
な
い
明
示 

   

 

 

 

 

 

 
 

（岩手県盛岡市） 

資料：自転車利用環境整備ガイドブック（平成 19年 10 月・国土交通省・警察庁） 

及び東京都資料、世田谷区資料を基に作成 

 

図 5-6 路肩部分の走行空間明示による自転車走行空間の整備イメージ 
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③歩道における走行空間の明示【早期に進める施策】 

現況の歩道または自転車歩行者道の車道寄り部分に、カラー舗装・路面標示・標識や看板な

どの整備を行うことにより視覚的に自転車走行空間を明示し、道路構造を変えずに、自転車の

走行空間を整備します。 

 

歩
道
部
分
の
走
行
空
間
明
示 

整備イメージと事例 

※「自転車通行部分」を指定する場合 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（茨城県水戸市）  
※「自転車通行部分」を指定しない場合 

 

 

 

 

 

 

      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（大阪府東成区）  
資料：自転車利用環境整備ガイドブック（平成 19年 10 月・国土交通省・警察庁） 

及び国土交通省資料を基に作成 
 

図 5-7 歩道部分の走行空間明示による自転車走行空間の整備イメージ 

 

④自転車安全利用マップの作成【早期に着手する施策】 

自転車を利用する際に安全に走行できる区間（走行空間が整備されている区間）、危険な箇

所等を掲載した『自転車安全利用マップ』を作成、配布することで、自転車の安全利用の促進

を図ります。 

 

道路標示 
（普通自転車の 

歩道通行部分） 
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⑤バスレーンにおける走行空間の明示の検討【効果を確認しながら進める施策】 

現況のバスレーン（バス専用通行帯またはバス優先通行帯）内の歩道寄り部分に、カラー舗

装や路面標示・標識・看板などの整備を行うことにより自転車走行空間を明示し、道路構造や

交通状況を変えずに、自転車の走行空間を整備することを検討します。 

バスと自転車がレーンを共有する場合、バス停付近におけるバスと自転車の交錯、走行車両

からの視認性の低下、規制時間帯の内外での交通状況の変化など、さまざまな課題の発生が懸

念されるため、関係者との合意形成に向けて、十分な協議・検討が必要になります。 
 

バ
ス
レ
ー
ン
で
の
走
行
空
間
明
示 

整備イメージと事例 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（石川県金沢市） 
 

資料：自転車利用環境整備ガイドブック（平成 19年 10 月・国土交通省・警察庁） 

及び国土交通省資料を基に作成 
 

図 5-8 バスレーンにおける走行空間明示のイメージ 

 
⑥走行空間の確保に向けた既存道路施設の改修検討【効果を確認しながら進める施策】 

自転車走行の安全性を向上させるための道路施設（雨水桝の段差解消など）の改修について、

必要性の高い路線の選定とともに実施に向けた調査・検討を行います。 

改修には多くの費用を要すること、かつ道路構造や除雪などの道路管理のあり方など、実施

に向けて十分な調査・検討が必要になります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
  
資料：（写真左）札幌市資料、（写真右）札幌市自転車利用のあり方検討会議 委員提供資料   

 

図 5-9 雨水桝の現状と整備事例（左：現状の雨水桝 右：整備事例） 



 49

 
（２）道路空間の再配分による走行環境の整備【効果を確認しながら進める施策】 

道央圏都市交通マスタープランにおいて、今後は地域毎の交通状況に応じ、自動車重視の考

え方から転換し、有効に道路空間を再配分していく方針が示されています。 

そのため、既存の道路空間において、自転車走行空間を確保することが難しく、かつ自転車

専用走行空間の必要性が極めて高い路線・区間においては、道路全体の幅員を変えずに、車道

の一部を自転車走行空間として独立させるなど、道路空間の再配分による走行環境整備が可能

かどうかについて検討します。また、新たに道路を新設する場合には自転車走行空間の整備に

ついて検討します。 

道路空間の再配分による自転車走行空間の整備方法としては、車線を減らすことにより自転

車レーンや自転車道を整備する場合や、車線を減らし歩道を拡幅し、自転車走行位置の明示を

行う場合が考えられます。 

具体的な整備にあたっては、自動車の駐停車需要にも配慮するとともに、路線毎の使い分け

等についても検討します。 

なお、道路空間の再配分による区画線や専用通行帯の見直しなどについては、地域との合意

や交通関係機関との協議が必要となるため、施策実施に向けては十分な調査・検討が必要にな

ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-10 道路空間の再配分による走行環境整備イメージ  
 

自転車 

歩行者道 車道 

現状 

再配分後 

自転車 

歩行者道 

歩道 車道 歩行者道 自転車道 自転車道 
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５－４－２ 総合的な駐輪対策の推進 

（１）既存用地を活用した駐輪環境の整備 
高度な土地利用が進んでいる都心部では、新たに駐輪場の用地を取得することは、物理的に

も財政的にも困難な状況にあります。 

そのため、大規模施設や公共施設における自動車駐車場の一部や、未利用地の活用など、取

得や使用が可能な既存用地を活用し、駐輪環境の整備を行います。 

 

①自動車駐車場等の駐輪場転用【早期に進める施策】 

大規模施設や公共施設の自動車駐車場等の一部について、関係者と協議・調整のうえ、本来

の用途に影響のない範囲内で駐輪場に転用することを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-11 自動車駐車場等の駐輪場転用のイメージ 

 

②未利用地での暫定駐輪場整備【早期に進める施策】 

公共の未利用地やビルの建て替え等に伴う一時的な民間の未利用地がある場合には、関係者

と協議・調整のうえ、借り上げなどの方法により用地を確保し、暫定駐輪場を整備します。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

                  

 

図 5-12 未利用地での暫定駐輪場の整備イメージ 

転用前 

 

整備前 

 
 

建物 

 

未利用地 

道路 

整備後 

 
 

建物 

駐輪場 道路 

北 1西 1駐輪場 

転用後 

 

駐輪場 

 
 

 
 
 

 
 

建物 

 
 

 
 
 

 
 

建物 
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（２）道路空間を活用した駐輪環境の整備 

道路は、様々な利用者の通行を目的とした空間です。そのため、駐輪場のように、道路空間

を専用的に利用することは、通行機能を確保する観点からは適切とは言えず、本来は道路外に

設置するほうが望ましいといえます。しかし、道路外に駐輪場を整備するための必要な空間を

確保することが困難な場合であっても、迷惑駐輪を早期に解消していく必要があることから、

道路空間において、歩行者や車両の通行に支障のない空間がある場合に限り、これを活用して

駐輪場を整備します。 

 
①歩道上を活用した駐輪場整備【早期に進める施策】 

迷惑駐輪が多い地区では、一定以上の歩道幅がある路線を対象に、植樹桝や街路灯の間など、

歩行者の通行に支障のない空間を駐輪場として活用します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-13 路上駐輪場の設置イメージ 
 

②道路空間の再配分による駐輪場整備の検討【効果を確認しながら進める施策】 

既存の道路空間において、道路構造を変えずに駐輪場を確保することが難しい路線・区間で

は、交通量や地域特性を勘案しつつ、道路空間の再配分により、自転車走行空間の整備と併せ

て、駐輪場を整備することを検討します。 

道路上に自転車走行空間と駐輪場を整備する場合、駐輪場は自転車走行空間側からの利用が

基本となるため、その動線や構造を十分に検討し、道路管理者と交通管理者間での調整・協議

が必要になります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-14 道路空間の再配分による駐輪場整備のイメージ 

（栃木県宇都宮市） （仙台市中央区） 

歩道

自転車走行空間 

車道

車道

歩道

車道
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（３）まちづくりと連携した駐輪場の整備 
土地利用が高度化している地域において、多額の費用を負担して駐輪場だけを整備することは

現実的ではないため、民間事業の取り組みを含めたまちづくり等の計画と連携し、必要な駐輪場

を整備します。 

 

①再開発に併せた公共駐輪場の整備【効果を確認しながら進める施策】 

都心部の再開発計画など、まちづくり等の計画にあわせて、公共用地などを活用した駐輪場

の整備を行うことを検討します。 

札幌市では、今後、創世 1.1.1区（そうせいさんく）などの再開発にあわせた駐輪場の整備

について検討します。 

 

②駐輪場の施設形態についての検討【効果を確認しながら進める施策】 

駐輪場を、とめる以外の機能を含めた付加価値の高い複合的な空間とするなど、民間事業者

などと連携を図りながら、駐輪場の施設形態について検討を行います。 
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（４）民間整備の制度検討 
商業施設等の目的施設における駐輪場は、原因者である建物側で整備することを原則としま

すが、現行制度だけでは整備が進まない状況にあります。 

そのため、附置義務条例の見直しを行うとともに、駐輪場整備への支援・優遇策や、共同駐

輪場の整備支援など、様々な手法を組み合わせた上で、民間による駐輪場整備を促す総合的な

制度について検討を行います。 

 

①駐輪場設置への支援・優遇【効果を確認しながら進める施策】 

駐輪場整備を行う民間事業者に対し、助成金や低利融資を行う制度などの支援・優遇策を講

じることを検討します。 

 

【参考事例：京都市における駐輪場整備の助成金制度】 

京都市では、平成 21年に京都市自転車等放置防止条例における附置義務の強化（対象施設の拡

大）と併せて、駐車場整備助成金制度を創設し、不特定多数のための駐輪場整備を促進していま

す。 
 

［京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度の概要］ 

制度の概要 
駅や繁華街の周辺の駐輪場を確保するため、一定の要件を備えた自転

車等駐車場の設置者又は管理者に、その建設費の一部を助成する。 

主な助成要件 

・不特定多数の者の利用に供するものであること 

・駅から概ね250ｍ以内に立地すること 

・自転車等の収容台数が25台以上であること 

・5年以上運営すること 

助成内容 
補助率：2/3以内、上限額：400万円 

・土地取得費を除く整備費又は標準整備費のいずれか低いほうが対象 

・標準整備費は、平面式が6万円/台、立体式が10万円/台 

資料：京都市ホームページを基に作成 
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②附置義務条例の見直し【効果を確認しながら進める施策】 

a）現行附置義務条例の課題 

目的施設需要に必要な駐輪場整備は、原因者である目的施設側で整備することが原則とな

っており、平成 14 年 4 月に施行された附置義務条例に基づき、商業施設等の新築・更新時に

おいて駐輪場が整備されてきました。 

しかしながら、現在の附置義務条例は、現在の迷惑駐輪への対応策としては、以下の 4 点

の課題があると考えられます。 

 

［現行附置義務条例の課題①：新築・更新時における整備］ 

現行附置義務条例は、建物の新築・更新時に整備される制度となっているため、全て

の建物が更新され、全ての対象施設の附置義務駐輪場が整備されるまでには、数十年の

長い年月が必要となります。 
 

［現行附置義務条例の課題②：附置義務原単位の設定］ 

現行附置義務条例は、制定前の駐輪実態調査や利用者へのアンケート調査などにより、

原単位を設定していますが、他都市に比べて緩やかな状況となっております（次ページ

表参照）。また、制定当時と利用実態が変化していることもあり、基準どおりに附置義務

駐輪場の整備が進んだ場合でも、十分な駐輪場が確保できない可能性があります。 
 

［現行附置義務条例の課題③：需要発生施設と対象施設の不整合］ 

現行附置義務条例は、「自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進

に関する法律」（以下、自転車法）における定めがないことなどから、事務所（業務ビル）

が整備の対象となっていません。例えば、建物側が自主的に駐輪場を整備していない限

り、通勤目的による自転車利用者は目的地（勤め先）で駐輪する場所がないことになり

ます。 

また、現行附置義務条例は建物に対して課せられるものであり、施設用途が変更され

ることに対応していません。例えば、昨日まで不動産屋であったのが、コンビニ、飲食

店に変更することなども十分に考えられ、テナントの入れ替えによる駐輪需要の変動に

対応できない状況にあります。 
 

［現行附置義務条例の課題④：足切り基準の存在］ 

現行附置義務条例は、自転車法第 5 条でいう「大量の駐車需要を生じさせる施設」を

対象としているため、小規模な建物は附置義務の対象外となっています。例えば、小規

模な建物の物販店等の買い物目的のための駐輪場整備は、現行制度では対応していない

状況にあります。 
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表 5-1 自転車駐車場における附置義務条例の都市比較 
 
都市名 

（施行年） 

設置原単位（○○㎡あたり１台整備、ただし20台未満の場合は該当しない） 

小売店舗 銀行 遊技場等 専門学校等 事務所 

札幌市 

 

（平成14年度） 

小売店舗 

145㎡※1 

小売店舗 

45㎡※2 

銀行等 

70㎡※1 

遊技場等 

140㎡※3 

ぱちんこ屋 

30㎡※3 

無し 無し 

仙台市 

（昭和62年度） 

小売店舗 

20㎡ 

銀行等 

25㎡ 

遊技場等 

15㎡ 

専修学校等 

30㎡ 

事務所 

100㎡ 

広島市 

（昭和61年度） 

百貨店等 

20㎡ 

銀行 

25㎡ 

遊技場 

15㎡ 

専修・各種学校 

20㎡ 
無し 

福岡市 

（昭和57年度） 
（平成11年度改正） 

小売店舗 

20㎡ 

銀行 

25㎡ 

遊技場 

10㎡ 

専修学校等 

20㎡ 

事務所 

70㎡ 

※1 駐車場整備地区、※2 近隣商業地域、商業地域、※3駐車場整備地区、近隣商業地域、商業地域いずれかの地域 

※4 大規模施設に関する緩和規定により、札幌市以外の都市（仙台市、広島市、福岡市）については、施設面積 5000 ㎡以上分

については上記原単位の 1/2 の整備台数となる 

 
 

 

 

 

 

 

 

b）附置義務条例の見直しの考え方 

以上のような現行附置義務条例の課題を解決し、附置義務による駐輪場整備を促進するた

め、まず、附置義務の対象施設、原単位、足切り基準の見直しについて検討します。 

さらに、駐輪場の共同利用を促す隔地附置制度など、附置義務に係る新たな方策について

も検討します。 

附置義務条例の見直しにあたっては、建物所有者等の関係者への負担を強いることとなる

ため、十分な調査・検討が必要になります。 

 
 
 

◆都心部における小売店舗を用途とする建物（例：店舗面積 4,700 ㎡）の設置台数の比較 

 札幌の場合・・・・・・4,700［㎡］÷145［㎡/台］＝ 33［台］ 

 仙台・福岡の場合・・・4,700［㎡］÷ 20［㎡/台］＝ 235［台］ 

⇒札幌では、同じ店舗面積に対して仙台・福岡よりも約 200 台設置台数が少ない（基準が緩やか） 
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【参考事例：京都市における駐輪場における隔地附置の事例】 

京都市では、京都市自転車等放置防止条例において、やむを得ない場合に限り 150～250ｍ程度

以内の隔地附置を認めています。 

 

［京都市自転車等放置条例］ 

 第 9条（抜粋） 

都市計画法第 7 条第 1 項に規定する市街化区域（以下「市街化区域」という。）内において

大規模施設を新設する者（区分所有に係る施設にあっては、対象用途以外の用途に供する部分

のみを設置する者を除く。）は、顧客の利用に供するため、対象用途に供する部分における営

業の開始前に、当該大規模施設の敷地内又は当該敷地に到達するために歩行する距離がおおむ

ね 50 メートル以内である場所に、施設面積に応じ、別表第 2 に掲げる台数の自転車を駐車す

ることができる規模の自転車駐車場を設置しなければならない。 

ただし、その周辺の土地利用等の状況から当該敷地内及び場所に当該規模の自転車駐車場を

設置することが困難であると市長が認めるときは、当該大規模施設を新設する者は、当該敷地

に到達するために歩行する距離がおおむね 250 メートル以内である場所に、当該規模の自転車

駐車場を設置することができる 

 

 

【参考事例：岡山市における店舗面積の足切り基準なしの事例】 

岡山市では、岡山市自転車駐車場附置義務条例において、金融機関やパチンコ屋については、

店舗面積の足切り基準がなく、全ての店舗が附置義務の対象となっています。 

 

［岡山市自転車駐車場附置義務条例］ 

 ＜対象建築物＞ 

1. 大型店舗（大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号）第 2 条第 1項に規定する店

舗面積が 500 平方メートルをこえるもの） 

2. 金融機関（銀行、信託銀行、信用金庫、信用協同組合） 

3. ぱちんこ屋 

⇒金融機関、ぱちんこ屋については店舗面積に関係なく附置義務対象 
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③共同駐輪場の整備支援【効果を確認しながら進める施策】 

商業施設等において駐輪場を整備することが困難な場合もあるため、駐輪場整備に対する補

助制度や負担金制度など、共同駐輪場の整備を促進する制度の導入について検討します。 

施策の実施に向けては、対象となる施設・事業者や助成の内容など、制度の検討が必要にな

ります。 
 

【参考事例：埼玉県越谷市における共同駐輪場補助制度】 

埼玉県越谷市では、商店街の活性化に向けて、駐輪場の計画策定・設置や共同駐輪場の用地借

上に対する補助制度を創設し、共同駐輪場の整備を促進しています。 
 

［越谷市における商店街整備基盤事業としての共同駐輪場補助制度］ 

制度の概要 
市は、商店街の活性化を促進するために各種事業を実施する商業団体に対し補助

金を交付する。 

施
設
の
計
画
策
定
・
設
置 

補助事業の

内容 

次に掲げる施設の基本計画・実施計画の策定及び設置 
(1) 駐車場・駐輪場施設、(2) ショッピングモール、(3) アーケード 
(4) コミュニティ集会施設等、(5) その他市長が必要と認める施設 

補助要件 

1.その目的が主として買い物客の利便に供するためであること 
2.駐車場・駐輪場施設の補助要件 
(1)買い物客が利用するときは、利用料金は無料とする。やむを得ない事情により

有料にする場合は、維持管理に必要な最低限の料金とする 
(2)開設期間は、原則として通年とし、それぞれ月の20日以上開設する 
(3)原則として3年以上商店街団体等が管理するものであること 
(4)縁石線、柵その他これらに類する工作物により区画されていること 

助成内容 補助率：1/3以内、上限額：3,000万円 

施
設
用
地
借
上

 

補助事業の

内容 
次に掲げる施設の用地借上事業 
(1) 共同駐車場、(2) 共同駐輪場 

補助要件 1.共同駐車場設置事業又は共同駐輪場設置事業の補助要件を満たしていること  

2.原則として補助を開始した月から起算して3年間補助するものとする 

助成内容 補助率：1/3以内、上限額：市長が定める額 

・用地借上料又は既存の駐車場借上料のいずれか低いほうが対象 

資料：こしがやiiネットホームページを基に作成 

 

【参考事例：銀座地区における自動車駐車場の集約化】 

東京都中央区の銀座地区では、自動車駐車場について、敷地規模 500m²以上の建築物は、都条例に規定す

る附置義務台数の 1.2 倍の台数を確保(集約駐車場)し、敷地規模 500m²未満の建築物は、附置義務台数を集

約駐車場内に確保する(隔地駐車場)ことができます。 

隔地駐車場とする場合には、協力金を支払う必要があり、協力金は区が基金として管理し、集約駐車場整

備に対する助成金や交通環境改善のために使われます。 

 

資料：銀座街づくり会議 銀座デザイン協議会ホームページ 
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（５）放置自転車の抑制 
駐輪場の整備と合わせて、放置禁止区域の拡大や駐輪場マップの作成などにより、適切な駐

輪場利用を促進することで放置自転車の抑制を図ります。 

また、都市型レンタサイクルシステムなど、自己所有している自転車を利用せず、自転車を

共有化することにより放置自転車を抑制するとされる施策についても検討します。 
 

①放置禁止区域の拡大【早期に進める施策】 

札幌市では自転車の放置により都市景観が著しく阻害又はそのおそれがあると認められる

場所を放置禁止区域として指定しており、現在、地下鉄やJRの18駅周辺が指定されています。 

駐輪場の整備と併せて放置禁止区域を拡大し、都心部においては、駐輪場の有料化エリアの

拡大をあわせて行うことにより、放置自転車対策を強化し、迷惑駐輪の削減を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-15 放置禁止区域化及び駐輪場有料化による放置自転車削減効果（札幌駅周辺） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-16 札幌市の放置禁止区域の指定状況 

 

②駐輪場マップの作成【早期に進める施策】 

駐輪場の整備と合わせて、駐輪場の位置やサービス内容などの情報を掲載した駐輪場マップ

を作成・配布することで、駐輪場利用の促進を図ります。 

 

2,683
2,201 2,333 2,495

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
放置 施設内

5,370

3,329 3,577
3,947

2,687

1,128 1,244 1,452

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
H15(有料化前)　  　H18　　　  　　　H19　　　　 　　H20

(施設容量2,901) (施設容量4,910) (施設容量4,910) (施設容量4,910)

平成 17 年 7 月  

札幌駅周辺を放置禁止区域化 

 

平成 17 年 10 月 

駐輪場有料化 

【放置禁止区域（18駅）】 

札幌※、西 28丁目、北 12 条、 

環状通東、新道東、白石（地下鉄）、 

新さっぽろ、中の島、月寒中央、真駒内、 

琴似（地下鉄）、白石（JR）、手稲、星置、 

新川、大谷地、琴似（JR）、稲積公園 

 

※札幌駅周辺（右図参照） 
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③都市型レンタサイクルシステム【効果を確認しながら進める施策】 

放置自転車対策として、レンタサイクル、コミュニティサイクルなど、自転車を共有するこ

とで、自転車の効率的利用と駐輪台数・駐輪スペースの削減を図ることを検討します。 

なお、全国的にも取り組みが始められたばかりであるため、他自治体や民間事業者による取

り組み動向も踏まえながら、放置自転車台数の減少、所有自転車からの転換等、駐輪施策への

効果が得られることを検証した上で、施策実施に向けた検討を行います。 
 

【レンタサイクルシステム】 

駅周辺における自転車利用者の多くは通勤・通学目的が多くなっており、「長時間使わない」

自転車が駐輪されていると考えられます。 

駅を拠点としたレンタサイクルシステムを導入することで、これらの「長時間使わない」自転

車を共有することができます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-17 レンタサイクルによる自転車共有イメージ 
 

【コミュニティサイクルシステム】 

買い物、私用目的による自転車利用では、まちなかでの回遊行動が多くなり、できるだけ点在

した駐輪スペースが必要となります。 

そのため、各所に設置したデポ（拠点）において自転車を手軽に借りたり、返したりできるコ

ミュニティサイクルシステムを導入することで、自転車を多くの人で共有することができます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-18 コミュニティサイクルによる自転車共有イメージ 

駅 

デポ 

Ａ 

デポ 

Ｃ 

デポ 

Ｂ 

デポ 

Ｄ 

商業施設 

オフィス 

観光施設 
オフィス 
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５－４－３ ルール・マナーの効果的な周知と啓発 

（１）効果的な周知・啓発活動の推進 
①学校を通じた継続的な自転車安全教育の実施【早期に進める施策】 

自転車は、小学生、中学生、高校生にとって

利便性の高い交通手段です。市政アンケート調

査結果をみると、若い世代ほど自転車の利用ル

ール・マナーについて十分に意識していない割

合が高くなっています。若い世代は、今後の自

転車利用ルールの遵守・マナーの向上を担う存

在であることから、学校などを通じた自転車安

全教育を充実させていくことが重要になります。 
そこで、学校や地区で行われている交通安全

教室の継続、出前講座の拡大、各種イベントの

拡充などを行うとともに、ルールの遵守・マナ

ー向上を学んだ学生、生徒、児童が、自ら啓発

活動に携わっていくなどの工夫により、取り組

みを広げていくことを検討します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図 5-19 年齢階層別の自転車利用割合 

 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②マナー推進地区の設定【早期に進める施策】 

自転車走行空間や駐輪場の整備が進んできた地区を中心に、自転車のルールの遵守・マナー

の向上を図る地区として「マナー推進地区」を設定し、交通安全教室やキャンペーンなどを実

施します。 

これらの実施に向けては、警察、地域住民、学校等と連携し、地域住民が一体となる啓発活

動やキャンペーンを行うことで、地域の交通安全意識の高揚や他地区への波及を図ります。 

 
③歩行者が多い地区での押し歩きの推奨【効果を確認しながら進める施策】 

都心部など、車道や歩道が狭く、歩行者交通量が多い路線については、歩道通行時に歩行者

と錯綜する場合の“押し歩き”を推奨し、看板等による周知や誘導員による呼びかけを行いま

す。実施に向けては施策の効果についての調査・検討や沿道地域や交通関係機関の協力・連携

が必要となります。 

高齢者等に対する交通安全教室の開催 

15～24歳
32％

35～44歳
15％

55～64歳
11％

65～74歳
6％

45～54歳
12％

25～34歳
16％

5～14歳
6％

75歳以上
2％

資料：第 4回道央都市圏 PT調査結果 

小学校における自転車実技教室 
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④自転車利用者に対する交通ルールの周知【早期に進める施策】 

歩道を無秩序に走行する自転車や二人乗り、無灯火、

走行中の携帯電話利用、傘差し走行、車道の逆走など、

自転車利用者の中には、こういった行為が交通ルール

に違反していることを知らない場合もあると考えら

れます。そのため、現在も実施している街頭での指導

や注意を継続し、交通ルールの周知を図ります。また、

著しく安全性を低下させる場合などにおける取締り

の実施について、公安委員会に協力要請を行います。 
 

⑤自動車ドライバーに対する広報・啓発【早期に進める施策】 

自転車が本来走行すべき車道を安全に走行できない理由としては、自転車利用者が自転車走

行ルールを正しく認識していないこと、自転車の走行場所があいまいなこと等に加えて、自動

車ドライバーが違法駐車を行うなど、自転車の車道走行に対する配慮が足りない行動があるこ

とも一因として挙げられます。 

そこで、公安委員会や交通関係の団体と連携し、自動車のドライバーに対する広報、啓発活

動を行い、自動車ドライバーの自転車の車道走行に対する配慮する意識の醸成を図ります。 

 

⑥ルール周知・マナー向上に関する販売店との協力【早期に進める施策】 

自転車法では、「自転車の販売に当たっては、当該自転車の取扱方法、定期的な点検の必要

性等の自転車の安全利用のための十分な情報を提供する」とされています。そのため、自転車

販売店等に対し、自転車の販売や修理時にルールの周知・マナー向上の啓発を行うことについ

て、協力を求めていきます。 

自転車マナー向上指導員による街頭指導 
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５－５ 施策の進め方 

具体的な施策について、市民や事業者、関係機関とのパートナーシップのもと、地域特性に応

じた方法を選択し、計画的に実施します。 

 

（１）計画的な実施について 

具体的な施策については、実施に向けて必要と考えられる期間や効果の発現時期などから、

「早期に進める施策」と「効果を確認しながら進める施策」に区分します。 

 

●「早期に進める施策」 

多大な費用を伴わず、用地確保が容易にできる場所など、地域及び関係機関との合意を

経た上で、条件が揃えば早期に施策の実施ができると考えられる施策です。 

具体的には、自転車利用ルール・マナーの周知や啓発のように継続的に実施していくも

のや、施設整備のように喫緊の課題に応じて、順次実施していくものがあります。 

 

●「効果を確認しながら進める施策」 

主として民間による整備を支援する制度設計や、施策実施に向けた課題解決や地域及び

関係機関との合意形成などにある程度時間を要する施策です。 

具体的には、附置義務条例など制度の見直しや創設、道路空間の再配分などの施策があ

ります。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

図 5-20 施策の進め方の区分 

 継続実施 実施 早期に進める施策 

効果を確認しながら

進める施策 

計画期間 計画期間後  

一部実施 

検討 実施 

計画期間前 
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（２）具体的施策の区分 

（１）で示した施策の進め方の区分に基づき、具体的な施策の区分については、下表のとお

りとします。 

 

表 5-2 具体的な施策の区分 
 
施策 

区分 

具体的な施策の区分   

自転車走行空間の明確化 

 

総合的な駐輪対策の推進 

 

ルール･マナーの効果的な周

知と啓発 

早
期
に
進
め
る
施
策 

・自転車道の整備 
・路肩における走行空間の明示 
・歩道における走行空間の明示 
・自転車安全利用マップの作成 
 

・自動車駐車場等の駐輪場転用 
・未利用地での暫定駐輪場整備 
・歩道上を活用した駐輪場整備 
・放置禁止区域の拡大 
・駐輪場マップの作成 

・学校を通じた継続的な自転車
安全教育の実施 

・マナー推進地区の設定 
・自転車利用者に対する交通ル
ールの周知 

・自動車ドライバーに対する広
報・啓発 

・ルール周知・マナー向上に関
する販売店との協力 

効
果
を
確
認
し
な
が
ら
進
め
る
施
策 

 
 

・バスレーンにおける走行空間
の明示の検討 

・走行空間の確保に向けた既存
道路施設の改修検討 

・道路空間の再配分による走行
空間整備の検討 

・再開発に併せた公共駐輪場の
整備 

・駐輪場の施設形態についての
検討 

・駐輪場設置への支援･優遇 
・附置義務条例の見直し 
・共同駐輪場の整備支援 
・都市型レンタサイクルシステム 

・歩行者が多い地区での押し歩
きの推奨 
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第６章 おわりに～計画の推進にむけて～ 

６－１ 推進体制・計画の評価 

（１）推進体制 

自転車利用環境の改善に向けて、行政は道路上における走行空間や乗継利用のための駐輪場

を整備していくこととなりますが、それだけでは課題の解消につながりません。 

例えば、走行空間の整備が実施されたとしても、自動車ドライバー、自転車利用者、歩行者

など、それぞれがルールやマナーを認識し、道路を利用しなければ安全性を保つことができま

せん。また、商業施設やオフィスなどの事業者においても、買い物、通勤などで自転車を利用

する人たちに対して、どのような施設、利用形態であるべきかを考えなければ、歩道上の迷惑

駐輪は解消されないと考えられます。 

そのため、本計画で示した計画目標の達成に向けては、市や関係機関、自転車利用者だけで

はなく、事業者や自転車を利用しない市民に至るまで、様々な立場の人々が、課題解消に向け

た取り組みに関わることが重要であり、市民、事業者、市及び関係機関が横断的で一体となっ

たパートナーシップ体制により、効率的かつ早期の施策推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 計画の推進体制 

市民 

●自転車利用者 

●歩行者 

●自動車ドライバー 

●沿道住民 

●自治会等の地域団体 

●学校関係者       等 

 

関係機関 

●北海道開発局 

●北海道警察       等 

        

市 

●市民まちづくり局総合交通計画部 

●市民まちづくり局地域振興部 

●建設局総務部 

●建設局土木部      等 

 

事業者 

●商業施設事業者、商店街 

●駐輪場事業者 

●自転車関連事業者 

●鉄道事業者 

●バス事業者、タクシー事業者等 
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【計画の推進に向けて各主体が果たすべき主な責任】 
 

 市民  

○市民は、現在の交通ルール（違反例：歩道での暴走、信号無視、無灯火、車道の逆走など）

を遵守するとともに、マナーの向上に努める。 

○自転車利用者は、貴重なまちの空間を占有する駐輪が、駐輪時間や場所により適正な費用

負担が伴うことを自覚する。 

○自転車利用者は、盗難防止のための施錠を確実に実施するなど、管理責任をもって自転車

を利用する。また、駐輪場では景観にも配慮して丁寧にとめるなど、利用者自身も気持ち

よく駐輪場が利用できるよう心がける。 

○自転車利用者は、安全基準を満たした自転車の選択や定期的な点検・整備を実施するとと

もに、保険を付帯した TS マーク制度を利用するなど、常に安全な状態で自転車の利用が

できるよう心がける。 

○積雪期の自転車利用者は、道路交通や路面状況を考慮し、自身の安全確保のために必要な

装備を整えるとともに、歩行者や自動車ドライバーに対しても迷惑とならないように配慮

する。 

○自動車ドライバーは、本来自転車も車道走行することを認識し、自転車利用者を優先して

安全に道路空間を共有するとともに、必要以上の路上駐車を行わず、自転車の安全な走行

空間を確保するように努める。 

 

 事業者  

○自転車を利用する従業員や来客をかかえる事業者は、適切な規模の駐輪場を確保するなど、

当事者意識を持って駐輪問題の解決にあたる。 

○事業者は、確保した駐輪場を施設利用者へ周知し、利用を促すとともに、従業員や顧客へ

の自転車利用に関する理解・周知を図る。 

○自転車販売店等は、顧客に防犯登録や安全整備・保険に関しての理解・加入を促すととも

に、ルールの周知、マナーの向上について啓発活動を行う。 

 

 市・関係機関（行政）  

○ルール・マナーの周知・啓発・指導に努めるとともに、自転車・自動車の交通違反を取り

締まることや自転車放置禁止区域内の放置自転車を排除するなどの活動を進める。 

○既存空間を活用した駐輪場の整備や既存の道路構造でできる改善など、早期に効果が現れ

る施策については、速やかに実施する。 

○既存施設を有効に活用するなど、コスト意識をもって環境整備を進める。 

○法令の運用方法や自転車利用の先進事例等の研究や検討を進め、必要な施策を速やかに実

現できるよう努める。 

○道路ごとの特性と総合的なネットワークに配慮し、できる限り歩行者と自転車と自動車の

走行空間を明確にすることにより、歩行者・自転車それぞれが安心・安全に利用できる道

路空間の整備に努める。 
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（２）計画の評価 

計画の推進に向けては、施策実施の進捗や効果を的確に把握するために、施策実施の進捗状

況を確認する自転車走行空間の整備延長などの「実施指標」に加え、自転車に関する事故減少

などの市民が計画実施による効果を実感できるような「成果指標」を設定し、計画の評価・見

直しを行いながら進めます。 

なお、実施指標や成果指標の具体的な目標値については、平成 23年度以降に策定予定のアク

ションプログラムの中で取りまとめを行う予定です。 

 

表 6-1 計画の評価指標（案） 
 

項目 実施指標（案） 成果指標（案） 

全項目共通  ○自転車に関する交通事故件数 

・交通統計事故データより、自転車に

関連する交通事故、特に自転車対歩

行者の交通事故件数の変化を把握し

ます。 

○安全性に対する市民満足度 

・市民アンケート調査により、自転車利

用者及び歩行者の道路通行の安全

性に対する満足度の変化を把握しま

す。 

自転車走行空間

の明確化 

 

○自転車走行空間の整備延長 

・都心部及び駅周辺における自転車

走行空間の整備延長の変化を把握し

ます。 

 

○走りやすさ・歩きやすさに対する市

民満足度 

・市民アンケート調査により、自転車の

走りやすさ、歩行者の歩きやすさに対

する満足度の変化を把握します。 

総合的な駐輪対

策の推進 

 

○駐輪場収容台数 

・都心部及び駅周辺における駐輪場

収容台数の変化を把握します。 

○放置自転車台数 

・駐輪実態調査データより、都心部及

び駅周辺における放置自転車台数の

変化を把握します。 

○駐輪状況に対する市民満足度 

・市民アンケート調査により、自転車利

用者及び歩行者の駐輪状況に対す

る満足度の変化を把握します。 

ルール･マナーの

効果的な周知と

啓発 

 

 ○市民のルール・マナーに対する習熟

度 

・市民アンケート調査により、自転車利

用者、自動車ドライバー、歩行者のル

ール・マナーに対する習熟度を把握

します。 
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６－２ 今後の進め方 

「計画(Plan)に基づいて実施した施策(Do)が、『安全な自転車利用環境の実現による魅力的なま

ちづくり』という計画目標の達成に寄与しているかを確認（Check）し、社会情勢の変化にも対応

しながら柔軟に自転車施策を見直して実行（Action）していく」という PDCA の考え方に基づいて、

本計画の着実な推進を図ります。 

具体的には、ホームページなどを通じて、毎年の進捗状況を公開していくとともに、3～4年の

期間で成果指標による評価を実施し、必要に応じて計画を見直していくこととします。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-2 今後の進め方のイメージ 
 
 
 

計画の策定（改定） 

（Plan） 

施策の実施 

（Do） 

施策の評価 

（Check） 

施策の見直し 

（Action） 

市民への周知・意見反映 

市民への周知・意見反映 

市
民
へ
の
周
知
・
意
見
反
映 

意見 

公表 

意見 

公表 

市
民
へ
の
周
知
・
意
見
反
映 

意見 公表 

意見 公表 

目 標：安全な自転車利用環境の実現による魅力的なまちづくり 
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巻末資料 

１ 用語の解説 

 

【あ行】 

 

【か行】 
 

○隔地附置 

附置義務駐輪場を設置する場所は、原則として建築物内又はその建築物の敷地内であるが、

駐輪場を設置するスペースがない場合には、附置義務駐輪場を設置することができない。その

ため、建築物の敷地から一定程度（数 100m）離れた場所においても附置義務駐輪場の設置、い

わゆる「隔地附置」を認めることで、駐輪場の設置を促進しようとすること。 

 

○原因者負担 

行為によって発生した費用はその原因を発生させた者が負担すべきであるとする考え方。本

計画では、目的施設を利用するために必要な駐輪場整備は、原因者である目的施設側で整備す

ることが原則であるとしている。 

 

○コンパクト・シティ、コンパクトなまちづくり 

徒歩や自転車による移動性を重視し、様々な機能が比較的小さなエリアに高密に詰まってい

る都市形態およびこのような都市形態を指向したまちづくりのこと。コンパクトなまちづくり

をかたちづくる要素として、徒歩や自転車による移動性の確保、職住近接・建物の混合利用・

複合土地利用といった様々な都市機能の混合化、建物の中高層化による都市の高密化、はっき

りとした都市の境界や独自性を有すること等が挙げられる。 

 

【さ行】 
 

○暫定駐輪場 

駐輪問題の解決のため一時的な暫定措置として設置する駐輪場のこと。道路外の駐輪場整備

等により駐輪問題が解消された段階で順次廃止する。 

 

○自転車道 

自転車道は、道路構造令第２条第２号において、「専ら自転車の通行の用に供するために、縁

石線又はさくその他これに類する工作物により区画して設けられる道路の部分」と定義されて

いる。本計画では、縁石線・柵等の工作物により物理的に自動車や歩行者と分離された自転車

専用の走行空間を「自転車道」としている。 

 

○自転車歩行者道 

自転車歩行者道は、道路構造令第２条第２号において、「専ら自転車及び歩行者の通行の用に

供するために、縁石線又はさくその他これに類する工作物により区画して設けられる道路の部

分」と定義されている。 
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○自転車レーン 

車道上に設置された自転車専用通行帯のこと。自転車専用通行帯は、公安委員会が自転車専

用通行帯の交通規制を実施し、道路標示及び道路標識を設置することで自転車専用の走行空間

として位置づけられる。 

 

○社会実験 

社会的に大きな影響を与える可能性のある施策の導入に先立ち、市民等の参加のもと、場所

や期間を限定して施策を試行・評価するために実施する実験のこと。 

 

○受益者負担 

公共事業（本計画では、駐輪場整備等）を行う際、特にその利益を受けるもの（受益者：本

計画では駐輪場利用者等）が原則としてその利益に見合った経費（駐輪場利用料金等）を負担

することをいう。 

 

【た行】 
 

○大規模自転車道 

自転車利用の増大に対処して、交通の安全を確保し、併せて心身の健全な発達に資すること

を目的として、大規模な自転車道のうち整備の必要性の極めて高いものについて、都道府県道

に認定のうえ、国がその経費の一部を補助して整備される自転車道のこと。昭和 48年度より全

国約 4,300km の計画路線の整備が行われている。 

 

○道路空間の再配分 

歩行者・自転車・自動車の交通量等の実態や将来像を踏まえ、それに応じて通行空間を適切

に分離するために、現在の道路の断面構成を見直すこと。 

 

○トリップ 

 「トリップ」とは、人がある目的を持ってある地点からある地点へと移動することをいう。

いくつかの交通手段に乗り換えても 1つのトリップとしてとらえる。 

 

【な行】 

 

【は行】 
 

○発生集中量 

「発生集中量」は、ある地区から出発（発生）するトリップ数を指す「発生量」と、ある地

区に到着（集中）するトリップ数を指す「集中量」を足し合わせたもので、ある地区に発着す

るトリップ数のことをいう。 

 

○バリアフリー 

高齢者、障がい者、妊婦、幼児、乳母車を押す人など、ハンディキャップを負っている人々

が社会生活をしていく上で、障壁（バリア）とならない物理的環境にすること。広義のバ

リアフリーには、物理的環境のバリア以外に、人間の心理的なバリアや社会的な制度のバリア

も含まれる。 
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○パーソントリップ調査 

 交通の主体である「人（パーソン）の動き（トリップ）」を把握することを目的とした調査。

調査内容は、どのような人が、いつ、何の目的で、どこからどこへ、どのような交通手段で動

いたかについて調査し、1 日のすべての動きを調べるものである。都市圏における複雑で多様

な交通実態を把握・予測できることから、交通に関する実態調査としては最も基本的な調査の

１つとなっており、概ね 10 年に１度行われている。「総合都市交通体系調査」ともいわれる。 
 
○パートナーシップ 

 双方が明確な目的を共有し、事業等に対して対等な関係で、連携、協力して取り組むこと。 

 

○負担金制度 

建物所有者が、附置義務駐輪場を設置するかわりに、必要な附置義務台数に応じた負担金を

拠出することで、負担金を基に共同駐輪場の整備や駐輪場の集約化を行う制度のこと。 

 

○附置義務条例 

附置義務条例とは、自転車法（自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推

進に関する法律）第 5 条第 4 項の規定に基づき、各地方公共団体が自転車等の大量の駐車需要

を生じさせる施設における駐輪場の設置及び管理について定めた条例のことをいう。 

 

○附置義務駐輪場 

附置義務条例に基づいて、施設側で整備した駐輪場のこと。 

 

○普通自転車 

道路交通法では、二輪又は三輪の自転車で、他の車両を牽引していないものを「普通自転車」

と定義している。 

 

○放置禁止区域 

自転車を放置した場合、撤去される区域のこと。自転車法に基づき、市町村長は条例を制定

することで、放置禁止区域の範囲や撤去自転車の取扱いを規定することができる。 

 

○放置自転車 

自転車が駐輪場以外の公共の場所に置かれており、かつ当該自転車の利用者が当該自転車か

ら離れているため、直ちに当該自転車を移動することができない状態にある自転車のこと。自

転車が置かれている時間の長さに関係なく、短時間でも自転車を離れれば放置自転車とみなす。 

 

【ま行】 
 

○未利用地 

既成市街地内の更地、遊休化した工場、駐車場等、有効に利用されていない土地のこと。 

 

【や行】 

 

【ら行】 

 

【わ行】 
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「自転車安全利用五則」を守りましょう！ 
 

自転車はとても便利で環境にやさしい乗り物です。ところが、間違った乗

り方や、ルール・マナーを無視した乗り方は重大な交通事故につながること

もあります。正しいルールを知り、安全に自転車を利用しましょう。 

  

１．自転車は、車道が原則、歩道は例外 
 

道路交通法上、自転車は軽車両と位置づけられています。したがって、歩道と車道

の区別のあるところは車道通行が原則です。 

 

２．車道は左側を通行 
 

自転車は、車道の左側に寄って通行しなければなりません。 

 

３．歩道は歩行者優先で車道寄りを徐行 
 

自転車が歩道を通行する場合は、原則、車道寄り部分を徐行※しなければなりません。 

また、歩行者の通行を妨げるような場合には、一時停止、又は自転車から降りて押

して歩きましょう。 
 

＜自転車が歩道を通行する場合のルール＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．安全ルールを守る 
 

自転車を利用する場合に守るべき、以下のような安全ルールが法律等に定められて

います。安全ルールをしっかりと守りましょう。 
 

●飲酒運転、二人乗り、並進の禁止 

●夜間はライトを点灯 

●交差点での信号遵守と一時停止・安全確認 

※傘を差しながら、携帯電話などを使用しながらの運転も禁止されています 

 

５．子どもはヘルメットを着用 
 

児童・幼児の保護責任者は、児童・幼児を自転車に乗車させるときは、乗車用ヘル

メットをかぶせましょう。 

※「徐行」とは、直ちに停止

できるような速度で通行

することで、速度の目安は

「ふらつかない程度に走

行できる最も遅い速度」と

されています。 

２ 自転車安全利用五則 
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３ 計画（案）に対する意見の概要と札幌市の考え方について 

 

 

 １．公表資料 

  『札幌市自転車利用総合計画（案）』 

  『札幌市自転車利用総合計画（案）の概要』 
 

 ２．公表場所 

 （１）市役所等での配布・閲覧 

  ★市役所（5 階交通計画課、２階市政刊行物コーナー） 

  ★各区役所（総務企画課） 

  ★各まちづくりセンター 

 （２）札幌市ホームページによる閲覧 

  ★http://www.city.sapporo.jp/sogokotsu/shisaku/jitennsya/jitensya-keikaku.html 
 

 ３．意見の募集期間 

  平成 23 年（2011 年）2 月 21 日（月）から 3 月 22 日（火）まで 
 

 ４．意見数等 

 （１）提出者数 

 43 名（団体提出分含む） 
 

（２）意見の受付方法別内訳 

メール 郵 送 FAX 持 参 合 計 

29 名 

（67.4%） 

3 名 

（7.0%） 

5 名 

（11.6%） 

6 名 

（14.0%） 

43 名 

（100.0％） 

 ※複数手段による提出者は、初回受付方法に数値を計上 
 

（３）提出者居住地・所在地別内訳 

中央区 北区 東区 白石区 厚別区 豊平区  

11 名 

（25.6％） 

5 名 

（11.6％） 

3 名 

（7.0%） 

２名 

（4.7％） 

5 名 

（11.6％） 

3 名 

（7.0％） 

 

清田区 南区 西区 手稲区 市外 不明 合計 

2 名 

（4.7％） 

0 名 

（0.0％） 

6 名 

（14.0％） 

1 名 

（2.3％） 

1 名 

（2.3％） 

4 名 

（9.2％） 

43 名 

（100.0%） 

 

（４）意見件数 

 196 件〔他の項目と重複する意見数（20 件）を含む〕 

意見の内訳 

走行環境 

に関する意見 

駐輪環境 

に関する意見 

ルール・マナー 

に関する意見 

計画全般 

その他意見 

合 計 

60 件 

【1 件】 

（30.6%） 

49 件 

【8 件】 

（25.0%） 

39 件 

【8 件】 

（19.9%） 

48 件 

【3 件】 

（24.5%） 

196 件 

【20 件】 

（100.0％） 

 ※【】は、他の項目と重複する意見数（件数の内数） 

パブリックコメントの実施概要 
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意見の内訳（計画の章別） 

項   目 件  数 

 第１章 はじめに～計画策定の趣旨～ 1 件 

  １－１ 計画の背景と目的 （1） 

  １－２ 計画の位置づけ （0） 

  １－３ 計画で定める内容（構成） （0） 

 第２章 自転車利用の現況・課題 2 件 

  ２－１ 自転車と歩行者の交錯による安全性の低下 （1） 

  ２－２ 迷惑駐輪による歩行環境・景観の悪化 （1） 

 第 3 章 自転車を取り巻く動向 0 件 

  ３－１ 全国における自転車に関する動向 （0） 

  ３－２ 上位・関連計画における自転車の位置付け （0） 

  ３―３ 札幌市における自転車に関する取り組み （0） 

 第４章 計画の考え方 30 件 

  ４－１ 目標と基本方針 （28） 

  ４－２ 既存計画との関係 （3） 

 第５章 具体的な施策展開 93 件 

  ５－１ 具体的施策の方向性 （4） 

  ５－２ 重点地区 （7） 

  ５－３ 施策の体系 （0） 

  ５－４ 施策の内容 （82） 

  ５－５ 施策のスケジュール （0） 

 第６章 おわりに～計画の推進にむけて～ 8 件 

  ６－１ 推進体制・計画の評価 （8） 

  ６－２ 今後の進め方 （0） 

 巻末資料 0 件 

 その他 61 件 

合  計   196 件 
 

 ５．とりまとめについて 

 提出された意見につきましては、「走行環境」、「駐輪環境」、「ルール・マナー」、「計画全般・

その他」に集約を行い、これらを下記の４区分に分類し、それぞれ考え方を整理しました。 

 

 ※ 区分の考え方 

 Ａ：意見を踏まえ、計画を修正いたします。（４件） 

 Ｂ：同様の考え方として、計画に反映されているもの、または、すでに取り組みを進めて

いるもの。（２４件） 

 Ｃ：計画を進める中で、その実現性の検討も含め、今後の課題として考えます。（９９件） 

 Ｄ：現時点では、参考意見といたします。（６９件） 
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［自転車走行環境に関する意見〔60件（重複 1件含む）〕］ 

意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 1） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

具体的施策の方向性に対する意見 

P37 

P45 

 走行空間の明確化については、「道路構造

を大きく変えずに実施することが可能な道

路からはじめる」のではなく、すべての道

路状況を調査し、自動車、自転車、歩行者

それぞれについての安全性について診断を

行ない、課題が顕著な道路から優先的に整

備を行うことが求められていると思う。 

 課題が顕著な路線を中心として、できる

限り歩行者と自転車と自動車の走行空間を

明確化することが必要と考えていますが、

道路拡幅や大幅な道路構造の変更を伴う場

合は、長い期間を要することになります。 

 そこで、まずは大きく道路構造を変えず

に実施することが可能な道路からはじめる

こともやむを得ないものと考えています。 

Ｄ 

P37  計画（案）にあるとおり、自動車交通量

が少ない路線より、交通量が多い路線こそ

明確化が必要であると思うので、ぜひ、そ

のような路線を中心に、安全な走行空間の

確保してほしい。 
P37  自転車の走行場所については、歩行者と

自転車を分けることが重要だと思う。 

 本計画では、「できる限り歩行空間と自転

車と自動車の走行空間を明確にすること」

としており、歩行者・自転車それぞれが安

心・安全に利用できる道路空間を目指しま

す。 

Ｂ 

P37  都心部では、違法駐車だけでなく、駐車

場への入庫待ちによる実質的な駐車状態が

多く発生しており、車道走行の円滑性・安

全性を損なっている実態もあるため、「自転

車走行空間の明確化」だけでなく、明確化

した空間の「安全の確保」ということも合

わせて検討する必要があることを計画の中

で示しておいてはどうか。 

 明確化した空間の「安全の確保」という

観点は重要で、車道であれば自動車ドライ

バーへの周知も不可欠です。 

 そのため、「ルールやマナーの効果的な周

知と啓発」の基本的な考え方（P38）の中に、

『また、走行空間の明確化された路線を主

体として、安全確保に向けた周知・啓発を

実施します』という文言を追加します。 

Ａ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 2） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

重点地区の考え方に対する意見 

P43  「自転車交通量を集約し、交通結節点へ

アクセスさせること」が記述されているが、

自転車の利用ルートは、道で決めていると

いうよりは、信号パターンの流れに乗って

いることが多く、自転車利用が多い路線も、

その路線を走る必要性があってのことでは

なく、単に信号パターンにより偶然そうな

っていることも十分考えられる。 

 そのため、集約する路線の選定は、走行

空間を確保する場所(歩道、車道)や信号パ

ターンなどを考慮して、総合的な判断に基

づいて検討しないと、実際には利用しづら

い走行空間整備となる可能性がある。 

 自転車走行空間の明確化に向け、交通状

況や道路特性を踏まえた上で、路線の選定

を検討します。 

Ｄ 

自転車道の整備、路肩における走行空間の明示、歩道における走行空間の明示に対する意見 

P46  道路交通法に則った自転車の走行を求め

るなら、自転車の走行空間を確保してから、

「自転車は車道」と言ってほしい。自動車

優先の道路づくりを止め、まちなかでの自

動車の制限速度を見直した上で、車道に自

転車走行空間を確保すべきである。 

 札幌市では、早期にかつ効果的に自転車

走行空間を整備するために、大きく道路構

造を変えずに、既存道路空間において自転

車走行空間を明示できる道路から自転車走

行区間の明確化を行いたいと考えていま

す。 

 本計画では道路幅員、交通量や地域特性

などを踏まえ「自転車道の整備」、「路肩に

おける走行空間の明示」、「歩道における走

行空間の明示」の整備方法から、効果的か

つ効率的な施策を選択し、条件が整った路

線から必要な整備を実施します。 Ｃ 

P45 

P46 

P47 

 計画（案）に示されている自転車歩行者

道における自転車走行空間の明示や自転車

道の整備には、事故軽減の効果は期待でき

ず、かえって自転車と自動車、自転車と自

転車の事故が増えるという事実が立証され

ており、自転車走行空間として致命的な欠

陥がある。自転車レーンが歩行者にとって

も自転車にとってもいちばん安全であり、

かつ、既存道路へのペイントのみで済むの

で最も費用が抑えられる案であると考え

る。 

P30 

P45 

P46 

P47 

 JR 新札幌駅周辺にある自転車専用道路

のように、歩道に自転車走行空間をつくる

意味が全く理解できない。自転車走行空間

は、歩道とは完全に分離した路肩部分に、

車と同じ一方通行型のものをつくるべきだ

と思う。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 3） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P45  自転車道の整備は、整備費用、維持管理、

交差点における事故に対応できない、バス

停留所との親和性が低いなどの問題点が多

く、推奨できない。 

 札幌市では、早期にかつ効果的に自転車

走行空間を整備するために、大きく道路構

造を変えずに、既存道路空間において自転

車走行空間を明示できる道路から自転車走

行区間の明確化を行いたいと考えていま

す。 

 本計画では道路幅員、交通量や地域特性

などを踏まえ「自転車道の整備」、「路肩に

おける走行空間の明示」、「歩道における走

行空間の明示」の整備方法から、効果的か

つ効率的な施策を選択し、条件が整った路

線から必要な整備を実施します。 

Ｃ 

P46 

P47 

 自転車走行空間は、安全性、利便性を考

慮して車道に確保することが良いと思う。 

 路肩における自転車走行空間の明示は、

コストがかからないため、多くの路線に実

現しやすく、歩道上の明示よりも安全性が

高いため、ぜひこの方法を中心に整備を進

めてほしい。北大構内が良い事例であると

考えられるので、参考にしてほしい。 

 歩道上における自転車走行空間の明示

は、カラー舗装しても区分があまり守られ

ない、歩道の車道寄りは植樹や構造物があ

り、安全で連続性のある明示が難しい、車

道上より歩道上のほうが危険であるという

分析があるなど安全性を中心として問題が

あり、推奨できない。 

P45 

P47 

P61 

 自転車走行空間を設置する場合は、ルー

ルの徹底が無ければ危険性は増加するの

で、ルールの徹底こそが最優先である。 

 歩道上に自転車走行空間を設置しても、

結局歩行者と自転車が混在してしまうこと

になるので意味が無い。 

P30 

P45 

P46 

P47 

 新札幌のモデル地区のアンケート調査結

果が公表されており、高い評価結果となっ

ているが、実際には歩道上の自転車道特有

の問題点があり、車道の路肩に走行空間を

作る方向で進めて行くのが現実的だと思

う。 

 車道にも自転車走行空間をつくり、比較

できる状況になると、市民も本当に必要と

している走行空間が客観的に比較判断でき

るようになると思う。 

P45 

P46 

P47 

 車道左側通行の原則に合致した自転車レ

ーンを設置してほしい。 

 対面通行可能な自転車走行空間を設置す

ると、出合い頭の事故誘発の危険があり、

「自転車利用安全五則」との整合性が感じ

られない。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 4） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P46  自転車レーンについて、路肩の広さに関

わらず、車線左側に 1.5m 幅の青色の自転車

走行帯を標示し、走行指示をする案を提案

したい。これにより、現行法律に則って安

全に自転車の車道の左側走行を実現するこ

とが可能であるとともに、道路工事はほと

んど必要なく、費用は専用レーンにくらべ

て格段に少ないため、すぐに実施できる。 

 札幌市では、早期にかつ効果的に自転車

走行空間を整備するために、大きく道路構

造を変えずに、既存道路空間において自転

車走行空間を明示できる道路から自転車走

行区間の明確化を行いたいと考えていま

す。 

 本計画では道路幅員、交通量や地域特性

などを踏まえ「自転車道の整備」、「路肩に

おける走行空間の明示」、「歩道における走

行空間の明示」の整備方法から、効果的か

つ効率的な施策を選択し、条件が整った路

線から必要な整備を実施します。 

Ｃ 

P46  歩道の縁石と白線の間は、自動車は走行

できないはずなので、この部分を自転車レ

ーンと位置付けてペイントなどで明示すれ

ば、大きな経費もかからずに自転車走行空

間を確保できるのではないか。 

P45 

P46 

 自転車走行空間整備の施策において、双

方向通行は幅を取るため設置が難しい上、

交差点での走行が錯綜し、危険になると各

地のモデル地区でも認識されている。 

 車道左側一方向で通行レーンを明示する

ほうが容易で、ネットワーク構築上も合理

的である。 

P46  自転車の利用環境を改善するためには、

自動車中心のまちづくり、道路づくりを根

本から改め、欧米各国の自転車施策を参考

に、以下の 3 つの原則を踏まえた、自転車

専用レーン、専用信号、停止スペースなど

の設定を進めることが必要である。 

 ①自動車と順行走行であること 

 ②自転車レーンと車道の間に、ガードレ

ールなどの視界遮蔽物を置かないこと 

 ③交差点では、自転車横断帯に誘導せず、

自転車レーンをまっすぐとること 

P30 

P45 

P47 

 新札幌地区の国道 12 号のように、歩道を

物理的に分離する自転車道は、実際に利用

してみると、自転車・歩行者ともに窮屈で

あり、また夜間は物理的な分離部分が見え

づらく危険である。そのため、歩道上にお

けるカラー舗装による分離を進めたほうが

よいと思う。 

P46  自転車全般が安全に安心して走行できる

車道の走行レーンを一日も早く実現してほ

しい。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 5） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P46 

P47 

 歩道上の自転車走行空間は、歩行者との

接触以外にも、交差点における出会い頭の

接触事故の原因となる危険性があるため、

自転車走行空間が歩道ではなく車道である

ことを明記すべきである。 

 札幌市では、早期にかつ効果的に自転車

走行空間を整備するために、大きく道路構

造を変えずに、既存道路空間において自転

車走行空間を明示できる道路から自転車走

行区間の明確化を行いたいと考えていま

す。 

 本計画では道路幅員、交通量や地域特性

などを踏まえ「自転車道の整備」、「路肩に

おける走行空間の明示」、「歩道における走

行空間の明示」の整備方法から、効果的か

つ効率的な施策を選択し、条件が整った路

線から必要な整備を実施します。 

Ｃ 

P45 

P46 

 冬期での自転車からの交通手段の転換、

たい雪スペースの確保などを考えると、も

っと積極的に車道に自転車走行空間をつく

ったほうがいいのではないか。 

P30 

P45 

P46 

 法律どおり「車道走行」として、「路肩の

色分け整備」することが雪国北海道には適

していると思う。厚別区で実験している「歩

道上での分離」は、全国的に見ても失敗例

だと思う。 

P45  図 5-5 の自転車レーンは片方向の走行で

あることを明記すべきである。 

 P45 の図 5-5 は、縁石・防護柵などで物

理的に分離された自転車道の整備イメージ

事例であり、この場合には、双方向も可能

と考えています。 

 片方向での整備イメージは、P46の図 5-6

により示しています。 

Ｄ 

P45 

P46 

P47 

 既存道路空間における走行環境の整備例

として、南郷通と国道 36 号では、以下の理

由により、車道に自転車レーン走行の整備

をすることに価値があると考える。 

〔南郷通の場合〕 

 ①南郷通沿いの自転車需要の高さ 

 ②事故多発地点の存在による安全な走行

空間の必要性 

 ③自転車モデル地区との連絡による自転

車ネットワークの形成 

 ④移動平均速度の向上 

〔国道 36 号の場合〕 

 ①南郷通と同様、事故多発地点として豊

平 3-1 交差点があること 

 ②札幌で唯一 PTPS(公共車両優先システ

ム)が導入されている区間であること 

 ③路肩が広いこと 

 具体的な自転車走行空間の整備箇所や方

法については、「自転車道の整備」、「路肩に

おける走行空間の明示」、「歩道における走

行空間の明示」などから、ご意見のような、

道路幅員、交通量や地域特性などを踏まえ

て、効果的かつ効率的な施策を選択してい

きます。 

 道路幅員、交通量や地域特性などを踏ま

え「自転車道の整備」、「路肩における走行

空間の明示」、「歩道における走行空間の明

示」の整備方法から、効果的かつ効率的な

施策を選択し、条件が整った路線から必要

な整備を実施します。 

 なお、バスレーンについては、バス停付

近におけるバスと自転車の交錯、走行車両

からの視認性の低下、規制時間帯の内外で

の交通状況の変化など、さまざまな課題の

発生が懸念されるため、関係者との合意形

成に向けて、十分な協議・検討が必要にな

ります。 

Ｄ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 6） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P45 

P46 

P47 

 

 整備した自転車走行空間や駐輪場を適切

に機能させるためには、実際に自転車速度

で走行中に視認しながら適時ルートと行動

を選択できる道路看板・標示の整備が不可

欠と考える。 

 自転車走行空間や駐輪場に関する道路看

板・表示については、関係機関とも協議を

行いながら、利用者にわかりやすい内容や

設置場所を検討します。 

Ｃ 

P47  歩道上での自転車走行空間はわかりやす

く表示してほしい。 

 自転車走行空間を明確化する場合には、

関係機関と協議を行いながら、カラー舗

装・路面標示・標識や看板などにより、自

転車利用者のみならず、歩行者や自動車ド

ライバーにも視覚的にわかりやすい明示を

行う方法を検討します。 

Ｃ 

自転車安全利用マップの作成に対する意見 

P47  自転車歩行者道など、自転車走行空間が

どこにあるのかわからないという声をよく

聞くので、自転車安全利用マップをぜひ作

成してほしい。 

 作成する際には、駐輪場、事故多発地点、

自転車販売店などの自転車関連場所、傾

斜・路面状況など、自転車利用に関する情

報も盛り込んでほしい。 

 いただいたご意見も参考にしつつ、利用

価値の高い自転車安全利用マップとなるよ

う、作成時に掲載内容を検討します。 

Ｄ 

バスレーンにおける走行空間の明示の検討に対する意見 

P33 

P48 

 公共交通の利便性向上と自転車の走行空

間について、 

 ※２車線以上の車道については、終日１

車線をバス・自転車専用レーンとする事

で、バスの利便性と自転車の走行空間が

同時に確保できる。 

 ※これにより、自動車の利便性が低下す

るが、現状の道路行政は自動車の利便性

向上に極めて偏っており、自動車の利便

性を維持したままでは自転車の走行空間

の確保や公共交通機関の利便性向上は不

可能である。 

 バスレーンと自転車レーンの共有は、金

沢市で本格運用している事例はあります

が、ご指摘をいただいた課題のほかにも本

計画に示したとおり、バス停付近における

バスと自転車の交錯、走行車両からの視認

性の低下、規制時間帯の内外での交通状況

の変化など、さまざまな課題の発生が懸念

されるため、関係者との合意形成に向けて、

十分な協議・検討が必要になります。 

 こうした課題の解決が図られた上で、そ

の効果を確認しながら、バスレーン内に自

転車走行空間の明示を行います。 

Ｃ 

P48  車道の再配分が無理な場合、バスレーン

での道路共用が望ましいが、現状では、通

勤時間帯でも堂々とバスレーンを走行する

自動車が多く、危険と感じる自転車が歩道

を走行してしまうため、警察による路上駐

停車車両の厳格な取締り等が必要である。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 7） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P48  現在のバスレーンは、バス以外の不法な

利用が多いため、本来の機能が発揮されて

おらず、自転車が安全に走ることは難しい。

そのため、走行空間の明示だけでなく、バ

スレーンを本来の安全な空間とする方策に

ついても検討してほしい。 

 バスレーンと自転車レーンの共有は、金

沢市で本格運用している事例はあります

が、ご指摘をいただいた課題のほかにも本

計画に示したとおり、バス停付近における

バスと自転車の交錯、走行車両からの視認

性の低下、規制時間帯の内外での交通状況

の変化など、さまざまな課題の発生が懸念

されるため、関係者との合意形成に向けて、

十分な協議・検討が必要になります。 

 こうした課題の解決が図られた上で、そ

の効果を確認しながら、バスレーン内に自

転車走行空間の明示を行います。 

Ｃ 

走行空間の確保に向けた既存道路施設の改修検討に対する意見 

P48  現在のバリアフリーの歩道では、歩道側

から見て縁石が突き出した状態になってお

り、自転車や車椅子等の走行上危険である

ため、色や反射板を付ける等、判りやすく

するべきである。 

 今後、自転車走行空間の明確化に向けた

整備やバリアフリー化整備を行う際の参考

とします。 Ｄ 

P48  市内には、レンガやタイル材を使用した

歩道が多くみられるが、これらの材質を使

用した場合、自転車走行時に走りづらい、

乳母車や車椅子を利用する際に使いづらい

上に、タイルが剥がれていることもあり、

生活道路の安全性に支障をきたしているよ

うに思われる。 

 道路の大切な機能の 1 つは、走りやすさ

なので、補修にコストがかかる装飾道路で

はなく、維持管理しやすいフラットなアス

ファルト材の道路としたほうがいいのでは

ないか。 

 道路の舗装材については、景観に配慮し、

レンガやタイル材、インターロッキングブ

ロック等を採用している場合があります。 

 今後、歩道上において、自転車走行空間

の明確化に向けた整備を実施する際には、

景観にも配慮しつつ、走行性や維持管理を

考慮しながら、使用材料を検討します。 
Ｃ 

P48  歩道、車道にある構造物等の再配置・整

理を進めることで、歩行者と自転車の通行

しやすさが格段に改善できるので、最優先

で実施してほしい。 

 自転車走行空間の明確化に向けた整備を

実施する際には、走行の安全性を向上させ

るための道路施設（雨水桝の段差解消など）

の改修について調査・検討を行います。 

 しかしながら、改修には多くの費用を要

すること、かつ道路構造や除雪などの道路

管理のあり方など、実施に向けて十分な調

査・検討が必要となることから、その効果

を確認しながら取り組んでいきます。 

Ｃ P48  自転車走行空間は、基本的に車道の左端

と歩道の車道寄りのいずれかになり、雨や

日差しの緩和、クルマからの視認性など、

街路樹のあり方は自転車の利便性に大きな

影響があり、重要である。 

 



 81

意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 8） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P48  自転車走行空間の確保に向けた既存道路

施設の改修については、ぜひ検討してほし

い。 

 段差の解消だけでなく、排水溝の種類や

ペイント、舗装などを改善し、安全で走り

やすい環境となるようにしてほしい。 

 自転車走行空間の明確化に向けた整備を

実施する際には、走行の安全性を向上させ

るための道路施設（雨水桝の段差解消など）

の改修について調査・検討を行います。 

 しかしながら、改修には多くの費用を要

すること、かつ道路構造や除雪などの道路

管理のあり方など、実施に向けて十分な調

査・検討が必要となることから、その効果

を確認しながら取り組んでいきます。 
Ｃ 

P48 

P71 

 車道左側通行の原則に合致した自転車レ

ーンを設置に合わせ、以下に対策について

も実施してほしい。 

※逆走を防ぐための自転車レーン上の矢

印標示 

※市民への「自転車利用安全五則」の啓

蒙 

※車道の雨水桝の段差解消 

P48  自転車で車道を走行する際、排水溝の段

差が多いところではその部分を避けなけれ

ば危険なため、排水溝やアスファルトの大

きな継ぎ目のような段差をなくしてもらえ

ば、安心して走行できるようになる。 

道路空間の再配分による走行環境の整備に対する意見 

P49  第一に「車道の再配分による整備（カラ

ー舗装のみ）」を推進すべきである。柵など

で仕切ると、冬期間の除排雪が困難、マイ

カーからの確認が困難になり危険である。

また、歩道内で再配分すると、歩行者が自

転車走行空間に進入する危険があるととも

に、速度低下などにより公共交通機関の代

替交通手段としての価値が低下する。 

 車道部分の再配分については、実施に向

けて十分な調査・検討が必要になり、時間

を要することから、それらを進めつつ、ま

ずは既存の道路空間内で対応可能な走行空

間の明確化に向けた整備を実施します。 

 また、「柵の設置」や「歩道上での走行空

間の明確化」については、道路幅員、交通

量や地域特性などを踏まえて、その適否に

ついて検討します。 

Ｄ 

P49  今回、地下歩行空間が整備され、地上部

分の復旧が行われる札幌駅前通りの道路空

間の再配分については、いろいろな可能性

があるが、自転車走行空間整備の可能性は

あるか、市の考えを聞かせほしい。 

 札幌駅前通については、沿道の事業者の

皆さんや北海道警察との協議の結果、今回

の整備において、自転車の走行空間を整備

する計画はありません。 
Ｄ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 9） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

「自転車走行空間の明確化」に係る現在の法制度に対する意見 

－  歩道が「自転車通行可」となっていると、

自転車利用者は、歩道が自転車専用道路で

あると勘違いし、公然とルールを守らない

で走行してしまうので、少なくとも小学校

の通学路については「自転車通行可」を外

してほしい。 

 小学校の通学路に限らず、歩道を通行す

る場合には、歩道の車道寄りを徐行すると

いうルールの周知に努めます。 
Ｄ 

－  自転車の走行空間を、本来の車道の左側

走行に戻し、道路交通法の特例（歩道走行

可）を廃止して、車道での弱者として自転

車を位置付けて、自動車に注意義務を厳し

く付与すべきである。 

 自転車の安全利用を促進するため、平成

20 年 6 月に道路交通法が改正されていま

す。 

 本計画では、原則どおり自転車利用者が

車道の左側を走行できる環境の構築に向け

て、「自動車ドライバーの責任」について、

意識の醸成を図る取り組みを実施すること

とします。 

Ｄ 

－  歩行者の安全確保のため、都心部の歩行

者の多い歩道は、自転車走行空間を明示で

きる路線以外は自転車走行禁止とすべきで

ある。 

 道路交通法では、道路状況や年齢などに

より歩道通行が認められている場合があ

り、通行を禁止することはできません。 

 都心部の走行空間の整備に関しては、歩

行者、自転車、自動車すべての交通量が多

いことや歩道幅員や道路幅員に余裕のある

道路も少ないことなど、自転車走行空間を

全ての路線で網的に確保することは困難と

考えています。 

 そのため、本計画に示している「押し歩

きの推奨」などにより、歩行者の優先意識

を高める取り組みを進め、歩行者の安全確

保に努めます。 

Ｄ 

P61  押し歩きについては安全なのは確かだ

が、結構横幅をとって邪魔である。どちら

にしろ、空間の分離がないと歩行者にとっ

ては不都合である。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 10） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

大規模自転車道（サイクリングロード）に係る意見 

－  現在の札幌市のサイクリングロードは、

分断されており、一般道に迂回しなければ、

次の区間まで辿りつけないところがたくさ

んある。道はつながってこそ、意味がある。

長年放置されているようなので、少しずつ

でもいいから、整備を進めてほしい。 

 本計画では、まずは歩行者の歩行環境の

悪化という現状の課題を解消するため、都

心部や駅周辺を重点地区として位置づけ、

集中的・重点的に対策を実施します。 

 そのため、大規模自転車道については、

重点地区内の整備に合わせ効果的に接続で

きる場合には接続の検討を行います。 

 また、既存の自転車道路については、利

用者の安全に十分配慮しながら、適切に維

持管理します。 

 

Ｃ 

－  豊平川河川敷のルートは、一般道との接

続の悪さが気になる。いったんサイクリン

グロードに入ると、高低差があり、自転車

を押していける出入口が少ないなど一般道

に出にくいため、利用を諦めている自転車

ユーザーも多いように思う。 

そのため、サイクリングロードへのアク

セスを容易にし、使い勝手を向上すること

で、比較的低コストで、現状の資産を活用

しつつ、多くの人が自転車を利用しやすく

ようになると思う。 

－  北広島市のエルフィンロードのような廃

線跡を利用した自然豊かな自転車専用道路

をもっと整備してほしい。 

P43 

 

 既存自転車道との接続については、でき

るだけ効果的となるようにしてほしい。 

信号のないサイクリングロード(大規模自

転車道)へ接続されていると、少し遠回りで

も、そちらを利用する人がいる。自転車交

通量が分散されるうえ、自動車との接触の

ない走行空間への誘導は、安全性の観点で

も価値がある。 

－  「さっぽろサイクリング・マップ」をみ

ると、札幌市の自転車道は分断されている

状況にある。自転車道は全線が繋がってこ

そ役割を発揮するので、自転車道を早期に

全線連結する必要があると考える。 

－  サイクリングロードについては、消えて

いる白線や路面の補修、過剰な車止めの設

置の見直しなどが必要である。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 11） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

走行環境に係るその他の意見 

－ 自転車走行環境整備に係る具体的な施策の

提案 

・自転車走行帯の設置（路側帯の拡張、

カラーリング、分離鋲或いはソフトポー

ルの併設） 

・自転車走行帯の駐停車禁止措置 

・排水枡段差の解消と走行障害物に対す

る安全対策 

・交差点の 2 段停止ラインの設置（自動

車停止ラインと自転車停止ライン） 

・交差点の巻込み事故防止用自転車溜り

ゾーンの設置 

・土日の都心部の３＋１車線化 

 まずは歩行者の歩行環境の悪化という現

状の課題を解消し、自転車利用の適正化を

図っていく必要があると考えていますの

で、その中で、ご提案の内容の実施の可否

についても検討します。 

Ｃ 

－  安全な自転車走行に向けて、計画的に道

路施設の整備や改修を行っていくためには

多額の予算措置が必要であることから、国

等へ機会あるごとに要請するなど、可能な

限り早期に道路整備が促進されるよう最大

限の努力をはらうべきである。 

 国においても、自転車を取り巻く現状を

踏まえ、検討が行われています。国の動向

を把握し、連携を図ることで、予算面でも

効率的に自転車施策を進めます。 
Ｄ 

－  自転車を取り巻く環境を整備すること

は、様々なバランスに配慮しながら行う必

要があり、具体的な形にしてゆく作業と指

導力は並大抵のものではないと思うが、自

転車に乗る人が安心して自転車に乗ること

ができるような交通ネットワークを構築し

ていってほしい。 

まずは歩行者の歩行環境の悪化という現

状の課題を解消し、自転車利用の適正化を

図っていく必要があると考えており、これ

により、誰もが安全に道路を利用できる環

境になり、自転車の特性が十分に発揮され

るものと考えています。 

Ｄ 

P45 【再掲】 

 道路交通法に則った自転車の走行を求め

るなら、自転車の走行空間を確保してから、

「自転車は車道」と言ってほしい。自動車

優先の道路づくりを止め、まちなかでの自

動車の制限速度を見直した上で、車道に自

転車走行空間を確保すべきである。 

 交通特性や地域特性に応じた適切な整備

方法を選択し、条件が整った路線から自転

車走行空間を明確化します。その際には、

整備にあわせた交通規制のあり方について

も公安委員会と協議を行います。 
Ｄ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（自転車走行環境：その 12） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P67  自転車走行空間の良い整備方法をいくつ

か提案したいので、コメントを求める時は

声をかけてほしい。 

 P67 に示しているとおり、市民への情報

提供、意見を聞きながら、施策を実施しま

す。 

Ｂ 

P61  自転車マナー向上指導員については、昨

年あたりからよく見かけるようになった

が、現状では、自転車の走行空間が曖昧な

ため、はっきりした指導しにくいとのこと

である。 

 このような状況では、自転車利用者のル

ール・マナーの向上はなかなか見込めない

ので、この点をみても自転車走行空間を明

示していくことが重要だと思う。 

 「自転車走行空間の明確化」と「ルール

やマナーの効果的な周知と啓発」などの各

施策は、相互に連携し、補完することで目

的が達成されると考えています。 

Ｂ 

－  ルールだ、不法駐輪だという前にどこを

走ればいいのか示してほしい。車道の左側

とはどこのことを指すのか。歩道は例外を

除いて 13 以上 69 才未満は車道が原則なの

に大半は歩道を堂々と走行しても警察官の

注意が全くない。机上の論理を語る前に札

幌市内に自転車が風を切って堂々と走れる

専用道を作ってほしい。 

 自転車の走行位置を周知するため、課題

が顕著な地域や路線を対象として、道路幅

員、交通量や地域特性などを踏まえて、自

転車専用となる自転車道の整備も選択肢の

一つとして「自転車走行空間の明確化」を

進めます。 

Ｄ 

－  自転車は車道で原則として白線の内側を

走るのか、外側を走るのか教えてほしい。 

 道路交通法第 18 条第 1 項では、「自転車

は、道路（歩道等と車道の区別のある道路

においては車道）の左側端に寄って通行し

なければならない」とされています。 

 従って、歩道と車道の区別がある場合は、

道路状況に応じて歩道と白線の間も走行す

ることができます。 

Ｄ 

－  都心部は、大規模民間駐車場が増え、パ

ーキング・チケットを設置した意味合いが

薄れていると思うので、パーキング・チケ

ットを廃止して、自転車の走行空間の確保

等に努めてほしい。 

 いただいたご意見も含め、道路幅員、交

通量や地域特性などを踏まえて、自転車走

行空間の明確化を検討します。 Ｄ 

－  同じ自転車でも速いものや遅いものがあ

るので、自転車走行空間の整備にあたって

は、追い越しについても考慮してほしい。 

 限られた道路空間内においては、追い越

しを考慮した広幅員の自転車走行空間を確

保することは難しいことから、利用者がお

互いの安全を確認しながら、ゆずり合いな

がら通行することが必要と考えます。 

Ｄ 

 



 86

［駐輪環境に関する意見〔49件（重複 8件含む）〕］ 

意見の概要及び札幌市の考え方（駐輪環境：その 1） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

現況・課題のデータに対する意見 

P14 

P15 

 利用率の低い駐輪場の分析や対策につい

ては、計画（案）に示されている利用率と

距離の関係だけでなく、改札までの動線の

距離や鉄道による市街地の分断状況など、

様々な要因を考慮する必要があると思う。

今後、詳細な要因分析を行うことで、効果

的な駐輪場整備につながると思う。 

 重点地区においては、利用できる土地に

限りがあり、利用者のニーズを完全に満た

す位置に駐輪場を整備することは、難しい

と考えられますが、効果的な整備位置・整

備方法を検討します。 

Ｃ 

重点地区（都心部）の考え方に対する意見 

P40 

P54 

P58 

 中心部に駐輪場が少なく大変不便なの

で、以下のような取り組みで改善してほし

い。 

 ※大型店舗等での駐輪場設置の義務付け 

 ※中心部での買い回りに対応した共通パ

ス制度 

 ※禁止区域における告知をした上での撤

去 

 ※中心部における駐輪場の増設 

 通勤や買物など、目的地となる施設需要

が多い都心部の駐輪場整備は、基本的には

原因者負担の原則に従い、施設側で必要な

駐輪場を整備することが求められます。 
 平成 14年に施行された附置義務条例は、

こういった建物側での駐輪場整備を義務付

けるものですが、新築・更新がなければ、

駐輪場整備は促進されないことから、短期

的には、いただいたご意見も参考に、公共

が民間と連携しながら駐輪場の整備を進め

ていきたいと考えています。 

Ｃ 

P40 

P50 

P58 

 放置自転車が多いのは、駐輪場が不足し

ているためであり、都心部の利用されてい

ない地下空間に無料の駐輪場を造ることも

可能ではないか。放置禁止区域を拡大して

も、その外側に大きな放置区域ができるだ

けである。 

P40  都心部では駐輪場が足りていないので、

札幌駅や大通公園付近に駐輪場を増やして

ほしい。また、既存の駐輪場は乱雑で汚い

感じがするので、もう少しきれいな駐輪場

を整備してほしい。 

P13 

P40 

P51 

P58 

 札幌駅周辺では、駐輪場整備が進んでい

るが、放置禁止区域の設定により、その区

域外に自転車を停める行動を誘発されるの

で、禁止区域周辺にもう少し駐輪場整備が

必要と思う。例えば、地下通路の地上出入

口脇のデッドスペースなどを駐輪場として

活用してはどうか。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（駐輪環境：その 2） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

自動車駐車場等の駐輪場転用に対する意見 

P50  北 1 条や大通りの地下駐車場の一部を駐

輪場として利用してはどうか。 

 大規模施設や公共施設の自動車駐車場等

の一部について、関係者と協議・調整の上

で、本来の用途に影響のない範囲内で駐輪

場に転用することを検討します。 

Ｃ 

P50  自動車駐車場のある施設や店舗について

は、一定割合を駐輪場に転用しなければな

らないとしてはどうか。 

P50  自動車駐車場から各１～2 台分を自転車

用に提供してもらってはどうか。大きな投

資をせずに短期間で実現可能であり、自転

車利用者にとっては駐輪場の数が増えるの

で、目的地のより近くに停めることが出来

るようになると思われる。 

P50  既存用地を活用した駐輪環境の整備につ

いては、自動車 1台分のスペースでも多く

の駐輪容量が確保できるため、大きな効果

があり、都心部では自転車駐車場の利用率

が低く、多くの駐車スペースが余っており、

一部を転用できる駐車場はたくさんあると

思うので、ぜひ進めてほしい。 
歩道上を活用した駐輪場整備に対する意見 

P41 【再掲】 

 札幌駅周辺では、駐輪場整備が進んでい

るが、放置禁止区域の設定により、その区

域外に自転車を停める行動を誘発されるの

で、禁止区域周辺にもう少し駐輪場整備が

必要と思う。例えば、地下通路の地上出入

口脇のデッドスペースなどを駐輪場として

活用してはどうか。 

 迷惑駐輪が多い地区では、一定以上の歩

道幅がある路線を対象に、植樹桝や街路灯

の間など、歩行者の通行に支障のない空間

を駐輪場として活用することとし、今後、

整備箇所などについて検討します。 

Ｃ 

P41 

P51 

 歩道上のデッドスペース等を利用した駐

輪場の整備は、いろいろな利点があるので、

ぜひ整備を進めてほしい。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（駐輪環境：その 3） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

道路空間の再配分による駐輪場整備の検討に対する意見 

P51  「道路上に自転車走行空間と駐輪場を整

備する場合、駐輪場は自転車走行空間側か

らの利用が基本となる・・・」という記述

は正にその通りであり、走行空間が車道に

あり、駐輪場が歩道(の車道寄り)にあって

も同様であるので、利便性を損なわない整

備をお願いしたい。 

 道路上に自転車走行空間と駐輪場を整備

する場合、駐輪場は自転車走行空間側から

の利用が基本となるため、その動線や構造

を十分に検討し、道路管理者と交通管理者

間での調整・協議を行い、その効果を確認

しながら整備を進めます。 

Ｂ 

P51  都心部の車道は車線数が多く、大規模駐

輪場が建設中（西 1 丁目）の大通公園をは

じめとして、車道上の駐輪場候補がある。 

 違法駐車を助長している車道を削減し

て、歩道の拡張や駐輪場の設置に活用する

ことは十分可能と考えている。 

 車道部分の再配分については、地域との

合意や交通関係機関との協議が必要とな

り、効果を確認しながら整備を進めていく

必要があることから、まずは既存の歩道上

など、早期対応が可能な駐輪場の整備を進

めます。 

Ｃ 

駐輪場設置への支援・優遇に対する意見 

P53 

P54 

 駐輪場は、小規模でもあちこちに点在さ

せたほうが、駐輪場と出発地(目的地)の平

均距離が短くなり、放置自転車の減少につ

ながると考えられるので、大規模駐輪場だ

けの整備につながるような補助の足切り基

準は設けずに、支援・優遇は規模に係わら

ず行ってほしい。 

 また、今後附置義務条例を既存建物に適

用することや、必要台数を増加させる場合

に、その変化分に補助を適用するなど、条

例に即した整備が進むように附置義務条例

と支援・優遇策を関連させることで、条例

改正への理解も得られやすくなると思われ

る。 

 駐輪場を整備する施設や利用者にとっ

て、より望ましい駐輪場の整備形態につい

て協議や検証を行いつつ、整備箇所や支

援・優遇策を検討します。 

Ｃ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（駐輪環境：その 4） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

附置義務条例の見直しに対する意見 

P40 

P54 

P58 

【再掲】 

 中心部に駐輪場が少なく大変不便なの

で、以下のような取り組みで改善してほし

い。 

 ※大型店舗等での駐輪場設置の義務付け 

 ※中心部での買い回りに対応した共通パ

ス制度 

 ※禁止区域における告知をした上での撤

去 

 ※中心部における駐輪場の増設 

 本市では、「自転車等駐車対策マスタープ

ラン」（平成 12年策定）に基づき、「札幌市

自転車等駐車場の設置等に関する条例」を

制定し、目的施設側での駐輪場の確保に取

り組んできたところです。 

 しかしながら、現在の条例は、事務所（業

務ビル）が設置対象となっていないなどの

課題があります。 

 そのため、附置義務の対象施設、原単位、

足切り基準の見直しについては十分な調

査・検討を行います。 

 さらに、駐輪場の共同利用を促す隔地附

置制度など、附置義務に係る新たな方策に

ついても検討します。 Ｃ 

P54  附置義務基準は他都市に比べて緩すぎ

る。 

P54  現在の附置義務条例における店舗規模に

基づいた附置義務台数は、必ずしも駐輪実

態に合った附置義務台数となっているわけ

ではないと考える。 

 そのため、定期的な実態調査に基づく設

置台数の緩和規定の設置や附置義務駐輪場

における定期的な利用状況の監査などを実

施し、駐輪実態に基づいた台数設定をきめ

細かく行う必要がある。 

 また、条例適用駐輪場は、形式的に作っ

ても、実際には施設利用者にその駐輪場を

使わせないようにしている例もあるため、

駐輪場が適切に利用されていることの監査

も定期的に行ってほしいと思う。 

共同駐輪場の整備支援に対する意見 

P57  共同駐輪場については、土地の少ない都

心部では有効な整備方法ではあるが、駐輪

場を集約し、駐輪場の数自体が少なくなる

と、出発地や目的地との平均移動距離が長

くなり、自転車の利便性の低下、さらには

放置自転車につながる懸念がある。また、

都心部では土地の確保が難しいため、既存

の駐車場からの転用の方が可能性は高いと

思われる。 

 そのため、共同駐輪場の整備支援につい

ては、慎重に検討する必要があると考える。 

 共同駐輪場は、小規模で密に配置した場

合に比べ、自転車駐車後の歩行距離が長く

なり、利便性は劣るものの、管理を適切に

行えること、既存ビルの改修を伴わず整備

できることなどの利点もあることから、そ

の効果を確認しながら整備支援を検討しま

す。 

Ｃ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（駐輪環境：その 5） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

放置禁止区域の拡大に対する意見 

P40 

P50 

P58 

【再掲】 

 放置自転車が多いのは、駐輪場が不足し

ているためであり、都心部の利用されてい

ない地下空間に無料の駐輪場を造ることも

可能ではないか。放置禁止区域を拡大して

も、その外側に大きな放置区域ができるだ

けである。 

 歩行者交通量の多い、都心部や駅周辺で

は、歩行環境の改善を目的として、施設容

量の確保された地域から、放置禁止区域の

指定及び拡大を進めていく必要がありま

す。 

 迷惑駐輪を抑制していく必要もあること

から、駐輪場配置や自転車利用者への周知

など、放置禁止区域指定の効果を十分に発

揮できるよう努めていきます。 

Ｃ 

P13 

P40 

P51 

P58 
 

【再掲】 

 札幌駅周辺では、駐輪場整備が進んでい

るが、放置禁止区域の設定により、その区

域外に自転車を停める行動を誘発されるの

で、禁止区域周辺にもう少し駐輪場整備が

必要と思う。例えば、地下通路の地上出入

口脇のデッドスペースなどを駐輪場として

活用してはどうか。 

P35 
P58 

 計画案では、「放置自転車対策を継続的

に、かつさらに拡大して進める必要がある」

としているが、H18 からの札幌駅周辺の放

置禁止強化により、駐輪需要が激減し、放

置だけでなく、施設内駐輪台数も減少して

おり、放置禁止区域の設定の趣旨である正

しく施設内に駐輪してもらうことができて

いないと思う。 

 そのため、今後、放置禁止区域を拡大す

る場合は、放置から施設内への駐輪を促進

するような施策を、新たに検討し直す必要

があると考える。 

放置自転車の抑制（放置自転車の撤去）に対する意見 

P58 【再掲】 

 中心部に駐輪場が少なく大変不便なの

で、以下のような取り組みで改善してほし

い。 

 ※大型店舗等での駐輪場設置の義務付け 

 ※中心部での買い回りに対応した共通バ

ス制度 

 ※禁止区域における告知をした上での撤

去 

 ※中心部における駐輪場の増設 

 放置禁止区域内の放置自転車は、これま

でも告知をした上で撤去しており、今後も

継続して取り組んでいきます。 

Ｃ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（駐輪環境：その 6） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P58  迷惑駐輪については、取締り区域を設定

し、監視員による取締りを徹底することで

減るのでないか。 

放置禁止区域内の放置自転車は、これま

でも告知をした上で撤去しており、今後も

継続して取り組んでいきます。 

Ｂ 

P17 

P58 

 自転車の撤去に多大な費用が計上されて

いるが、実際の作業状況があまり効率的で

はないように見えるので、効率化により撤

去費用を極力抑えて、駐輪場整備などに回

してほしい。 

 現在も作業の効率化に取り組んでおりま

すが、今後ともより努めていきます。 

 Ｃ 

P59  回収した放置自転車については、横浜市

のみなとみらい地区で行われている『はま

チャリ』のように、市民への払い下げ、ま

たは市のレンタサイクルとして活用しては

どうか。 

 一定の保管期間を経過した自転車につい

ては、入札により売却するなど、再利用に

向けた取り組みを既に実施しています。 Ｂ 

放置自転車の抑制（駐輪場の有料化）に対する意見 

P40 

P54 

P58 

【再掲】 

 中心部に駐輪場が少なく大変不便なの

で、以下のような取り組みで改善してほし

い。 

 ※大型店舗等での駐輪場設置の義務付け 

 ※中心部での買い回りに対応した共通パ

ス制度 

 ※禁止区域における告知をした上での撤

去 

 ※中心部における駐輪場の増設 

 駐輪場の有料化は、受益者負担の原則に

基づき、札幌駅周辺において、定期利用・

時間利用の区分により、実施しているとこ

ろです。 

 今後、都心部では、受益者負担の原則に

基づき、駐輪場の有料化を継続・拡大して

いきたいと考えておりますが、まちづくり

の担い手となる企業や組織とも協議を行

い、駐輪場の整備手法や運営に係る地域と

の連携体制について検討します。 

Ｃ 

P58  無料の駐輪場を増やしたとしても、放置

自転車が増えるだけなので、24 時間 100 円

の有料駐車場を増やしてほしい。 

P58  まちなかに駐輪している自転車の大部分

は買物目的で 1 時間以内の駐輪であると思

われるため、有料駐輪を望むのは無理であ

る。 

P58  有料駐輪場の費用について、基本的には

受益者（駐輪場利用者）が負担すべきだが、

周辺商業施設等が間接的に負担する仕組み

を作ってもよいと思う。 

 自家用車と同様に、駐輪場にも買い物等

をすると駐車場料金が無料になる仕組みを

導入するように周辺商業施設等に働きかけ

たり、まちづくり会社などが周辺商業施設

等の協力のもと駐輪場を運営することも必

要と思う。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（駐輪環境：その 7） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P12 

P40 

P58 

 放置自転車のデータは想像を超えてお

り、より良い自転車環境整備のためには、

自転車利用者から多少課金しても良いので

はないか。 

 大通周辺でも、札幌駅周辺と同様に、屋

内駐輪場含む市による有料駐輪システムを

設置してほしい。 

 駐輪場の有料化は、受益者負担の原則に

基づき、札幌駅周辺において、定期利用・

時間利用の区分により、実施しているとこ

ろです。 

 今後、都心部では、受益者負担の原則に

基づき、駐輪場の有料化を継続・拡大して

いきたいと考えておりますが、まちづくり

の担い手となる企業や組織とも協議を行

い、駐輪場の整備手法や運営に係る地域と

の連携体制について検討します。 

Ｃ 

駐輪場マップの作成に対する意見 

P47 【再掲】 

 自転車歩行者道など、自転車走行空間が

どこにあるのかわからないという声をよく

聞くので、自転車安全利用マップをぜひ作

成してほしい。 

 作成する際には、駐輪場、事故多発地点、

自転車屋などの自転車関連場所、傾斜・路

面状況など、自転車利用に関する情報も盛

り込んでほしい。 

【再掲】 

 いただいたご意見も参考にしつつ、利用

価値の高い自転車安全利用マップとなるよ

う、作成にあたって検討します。 

Ｄ 

都市型レンタサイクルシステムに対する意見 

P59  通常のレンタサイクルは行動半径がとて

も大きくなり、短時間でも多くの場所を回

ることができるため、利用価値がある。 

 一方、コミュニティサイクルは、コスト

が高い、駐輪場所が限られる自由度が低い、

回転率の向上が難しいなどの課題があり、

運用が難しいシステムである。 

 都市型レンタルシステムは、全国的にも

取り組みがはじめられたばかりであるた

め、他自治体や民間事業者による取り組み

動向も踏まえながら、放置自転車数の減少、

所有自転車からの転換等、駐輪施策への効

果が得られることを検証したうえで、施策

実施に向けた検討を行います。 

Ｃ 

P59  都市型レンタサイクルシステムの設置に

ついては効果に疑問がある。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（駐輪環境：その 8） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

駐輪設備に対する意見 

－  車輪の固定装置が無いと、スポーツ車等

のスタンドの無い自転車は駐輪できず、ス

タンドがある場合でも風に煽られて転倒し

ているケースが多く見られる。また、既存

の車輪固定装置の場合、スポークで車体を

支える事になり、愛好家は嫌う傾向にある。 

 現在の駐輪方法は、自転車を横に並べる

という駐輪方法であるが、敷地面積がある

程度確保できる場合には、縦に置いたほう

が、効率が良く、安価で済むのではないか。 

 いただいたご意見も参考にしつつ、具体

的な駐輪設備のあり方について、今後検討

します。 

Ｃ 

－  ラックのない簡易駐輪場を整備すると、

収容台数を超えた台数が駐輪場を利用でき

る。安全面ではあまり良いことではないが、

駐輪需要を満たせていない現状では、少し

でも需要を吸収することを優先したほうが

良いと思う。 

－  駐輪場を整備する際には、自立できない

自転車に対応してほしい。 

盗難防止に対する意見 

－  盗難防止は非常に重要な問題であり、盗

難が放置の原因のひとつでもあるため、駐

輪場にはパイプなどの施錠可能な設備が必

要である。 

 盗難防止や放置自転車削減の観点から

も、地下立体駐輪設備の導入も検討してほ

しい。 

 今後、整備を行う恒久的な駐輪場につい

ては、いただいたご意見も参考にしつつ、

盗難防止に配慮した駐輪場について検討し

ます。 

 また、自転車利用者が確実に施錠するよ

う、盗難防止を啓発する取り組みも進めま

す。 

Ｃ 

－  鍵をかけ駐輪場に止めても何度か自転車

を盗まれているので、防犯カメラを設置し

てほしい。 

－  自転車利用者が自転車を大切にする風潮

を広めることにも力を注いでほしい。いく

ら整備や啓発を行っても、自転車利用者が

自転車を大切にしなければ、ルール・マナ

ーが向上するはずがないので、効果が見込

めないのではないか。自転車の盗難が多い

現状が自転車を大切にする風潮を阻害して

いると思うので、まず防犯カメラの設置や

利用者への盗難防止のアドバイスを広報す

る等により、自転車が盗まれにくい環境に

してほしい。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（駐輪環境：その 9） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

－  駅周辺や都心部では放置自転車対策も重

要と感じている。特に、札幌市内では自転

車盗難が大変多く、それが自転車の放置に

結びついていると考えられるため、ルー

ル・マナーの指導時に盗難防止も指導する

とともに、駐輪場への防犯カメラの設置や

盗難防止に配慮することによって、放置自

転車の減少にも結び付くのではないか。 

 今後、整備を行う恒久的な駐輪場につい

ては、いただいたご意見も参考にしつつ、

盗難防止に配慮した駐輪場について検討し

ます。 

 また、自転車利用者が確実に施錠するよ

う、盗難防止を啓発する取り組みも進めま

す。 

Ｃ 

－  放置自転車の返還率が低い原因のひとつ

に、盗難が挙げられるが、盗難の割合が高

い場合は、撤去をしても放置自転車の低減

には効果が低いと考えられる。そこで、盗

難の実態を把握するために、自転車の防犯

登録を元に持ち主に連絡し、引き取りを促

すとともに、盗難の割合を算出できないか。 

－ 本計画案では自転車の盗難の問題につい

ては特に触れられていないが、盗難の頻発

が自転車の使い捨て意識を助長することに

なり、放置自転車のさらなる増加へとつな

がっていると思われる。 

駐輪場の有人監視化や錠の設置などによ

ってセキュリティレベルを向上させること

が盗難の減少になり、自転車を大切に使お

うという意識も働いて放置自転車の減少に

つながるとともに、駐輪場の有料化への理

解も得られると思う。 

－  毎日、通勤で新札幌駅近くの駐輪場に自

転車をとめているが、10 年で 3台も自転車

を盗まれてしまった。今後、駐輪場を整備

する場合は、利用者が安心して使用できる

ように、防犯カメラをつけるなどの防犯対

策にも配慮してほしい。 

－  違法駐輪の多くは「盗難自転車」との話

をよく耳にする。たしかに、自分の自転車

であれば、放置はしないはずだと思う。 

 本来、自動車と比較して自由度の高い自

転車だが、都心部のどこに行っても気軽に

自転車を止めることができない。これだと、

誰もが、少しの買物で駐車場が無料になる

自動車のほうが便利だと考えてしまう。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（駐輪環境：その 10） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

駐輪環境に係るその他の意見 

－ 自転車登録・廃車手続きの制度化等に係る

具体的な施策の提案 

 ※登録と盗難保険加入の徹底 

 ※登録と廃車の手続き事務の制度化によ

る所有者の特定システムの構築 

 ※登録と廃車の届出制度 

 自転車の登録制度については、既に自転

車防犯登録制度が存在しており、本計画に

おいては、事業所が果たすべき責任として

『自転車販売店等は、顧客に防犯登録や安

全整備・保険に関しての理解・加入を促す』

ことを示しています。 

 当面は、駐輪場の整備を進めるとともに、

本計画で示しているソフト施策を行いつ

つ、放置自転車の削減に向けた取り組みを

実施します。 

Ｄ 
－  自転車の登録を義務とし、自転車税(年間

¥500 程度)を徴収することで、自転車を放

置した場合、毎年課税される事になるため、

放置自転車が減るとともに、放置自転車の

撤去費用が捻出できる。 

－ 【再掲】 

 整備した自転車走行空間や駐輪場を適切

に機能させるためには、実際に自転車速度

で走行中に視認しながら適時ルートと行動

を選択できる道路看板・標示の整備が不可

欠と考える。 

【再掲】 

 自転車走行空間や駐輪場に関する道路看

板・表示については、具体策の実施段階に

おいて、関係機関とも協議を行いながら、

利用者にわかりやすい内容や設置場所につ

いて検討します。 

Ｃ 

－  市の施設についても、駐輪施設がほとん

どなく、不備があるのではないか。見直し

てほしい。 

 市の施設の駐輪場については、施設の改

修に合わせた設置を検討するなど、施設管

理者に働きかけを行います。 

Ｄ 

－  自転車の走行空間が明確で安全になれ

ば、ドア・トゥー・ドアでより中・長距離

走行が容易になり、迷惑駐輪も減ると予想

される。無論、駐輪スペースは絶対的に不

足しており、駐輪禁止では無い工夫が必要

である。 

 附置義務条例の見直しや民間整備の制度

検討などにより、駐輪場の確保に向けた取

り組みを進めます。 
Ｄ 
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［ルール・マナーに関する意見〔39件（重複 8件含む）〕］ 

意見の概要及び札幌市の考え方（ルール・マナー：その 1） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

基本方針に対する意見 

P33 

P61 

P65 

 比較的交通量の多い車道を走らせる道路

については、自動車走行者に対しても「自

転車が車道を走る道路」であることを認知

させることが必要と考える。 

 車道において自転車が安心して走行する

ためには、自動車ドライバーも自転車の車

道走行に関するルールを理解し、自転車利

用者に配慮して運転することが不可欠で

す。 

 そのため、本計画に示しているとおり、

公安委員会や交通関係の団体と連携し、自

動車のドライバーに対する広報、啓発活動

を行い、自転車の車道走行に対する意識の

醸成を図ります。 

 また、それぞれの利用者が道路は共有空

間であることを認識し、自らの責任を自覚

することで、思いやりをもって道路を利用

できる環境を構築することが必要です。 

 そのため、いただいたご意見も参考にし

つつ、様々な道路利用者に周知と啓発を図

ります。 

Ｂ 

P33 

P60 

P65 

 自転車走行空間の整備とともに、自動車、

自転車の運転手はもちろん歩行者に対して

も、ルール・マナーの順守を徹底させる対

策を講ずる必要がある。そのためには、あ

らゆる機会で市民にルール遵守の周知を図

るとともに、現在の危険な実態解消に協力

を得る取り組みを実施すべきである。 
P33 

P60 

P65 

 自動車ドライバーにもスピードを出し過

ぎたり、自転車走行空間に入ったり、駐車

したりすることのないようしっかりルール

を守らせてほしい。 

P33 

P60 

P65 

 社会問題化している自転車を取り巻く問

題を解決するためには、自転車利用者、ド

ライバー、歩行者がお互いの立場を理解す

ることではないか。そうすれば、すべての

人が安全・快適に走行(歩行)することが出

来るのではないか。そのためには、子供達

への教育の場とともに、大人向けにもルー

ル・マナーを啓発・周知する取り組みが必

要ではないか。 

P33 

P60 

P65 

 計画（案）の目標実現には、様々な施設

整備とともに、その前にドライバーの自転

車に対する意識改革が不可欠である。 

 「車道を自転車で走る市民大会」など大

きなイベントを開催し、車道は自転車だけ

の空間ではないということをドライバーに

認識させることが必要である。 

P33 

P61 

 歩道に自転車走行空間を確保する場合に

は、歩行者が入ってこないことも重要なの

で、歩行者への周知も必要だと思う。 

P33 

P60 

P65 

 自転車だけでなく、歩行者や特にドライ

バーに対しても、ルールを徹底してはどう

か。自転車が車道を走っていると、自動車

が「幅寄せ」「クラクション」などをしてい

る光景をよく見かける。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（ルール・マナー：その 2） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

学校を通じた継続的な自転車安全教育の実施に対する意見 

P60 

P61 

 学校、販売店、町内会等、地域として歩

行者を守っていく仕組みを仕掛けることが

必要と考える。また、小学校低学年の内か

ら市内に共通したルール（走行環境表示、

看板等）を具体的に認知させていくことが

必要と考える。 

 本計画では、特に年齢が低い段階での教

育が重要であるとして、「学校を通じた継続

的な自転車安全教育の実施」を一つの項目

として示していますが、その年代以外の利

用者に対しても、幅広く、効果的に周知と

啓発を図りたいと考えています。 

 なお、違反者に対しては、すでに北海道

警察がイエローカードによる指導・啓発を

行っています。 

Ｃ 

P60 

P61 

 計画案では学校教育については触れられ

ているが、大人への教育策が欠落している。

自転車交通量の多い道路で違反者を警察官

が停止させて警告書を渡すことなどを提案

する。 

P60  小学校の通学路の交差点において、自転

車事故で子どもが重症を負って以来、ボラ

ンティアで子どもに自転車確認を徹底させ

ているが、本当に教育すべきなのは、ルー

ルを守らずに自転車に乗っている大人のほ

うである。 

P60 

P61 

ルール・マナーの周知・啓発に係る具体策

の提案 

 ※”車両”であることの自覚及び認識 

 ※安全講習による力量向上 

 ※関係法令の適用の厳格化（逆走、無灯

火、飲酒酒気帯び、二人乗り、当て逃げ、

捨て逃げ、ながら運転） 

 ※小中高への安全教育指導の制度化 

 ※安全指導員の市街巡回や安全指導事業

の委嘱 

P60  交通ルールについて幼少期からの交通教

育のシステムが確立しているとは言い難

く、道交法などの法律も矛盾だらけでほと

んどの人が知らない、または解らないと思

われるので、抜本的な改革が必要である。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（ルール・マナー：その 3） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

歩行者が多い地区での押し歩きの推奨に対する意見 

P60  自転車の押し歩きを制度として定着させ

るためには、その趣旨を広く市民に周知す

るとともに、現地では当分の間指導員（監

視員）を配置するなど徹底した対策を講じ

ることが必要である。 

 都心部など歩行者が多い地区における押

し歩きの推奨については、関係機関や地域

との協議を通じて、今後、交通量や歩道幅

員に応じて、具体的な施策のあり方を検討

します。 

Ｃ 

P60  自転車を降りて押して歩けば歩行者扱い

となることから、自転車の「押し歩き」が

必要な道路は、歩行者専用道にすべきと考

える。 

P60 【再掲】 

 押し歩きについては安全なのは確かだ

が、結構横幅をとって邪魔である。どちら

にしろ、空間の分離がないと歩行者にとっ

ては不都合である。 

自転車利用者に対する交通ルールの周知に対する意見 

P61 

P65 

 20 歳前後の若者の多くは、法律を知らな

いため、自転車利用のルールを守っておら

ず、市民に恐怖を与えており、この原因は

法律を知らしめる努力をしていない行政側

にある。 

 交通ルールに違反している自転車利用者

に対しては、街頭での指導等を継続し、交

通ルールの周知を徹底します。また、著し

く他者の安全性を低下させている自転車利

用者への警告や取締りの強化について、北

海道警察に協力を要請します。 

 さらに、市民が交通ルールを共有できる

よう、本計画に示した様々な広報・教育活

動等を通じて、幅広く、効果的に周知と啓

発を図ります。 
Ｃ 

P60 

P61 

【再掲】 

 計画案では学校教育については触れられ

ているが、大人への教育策が欠落している。

自転車交通量の多い道路で違反者を警察官

が停止させて警告書を渡すことなどを提案

する。 

P61  歩行者がいても徐行しない・ヘッドホン

をつけている・携帯を使っている人を対象

に違反者を警察官が停止させて警告書を渡

すことで市民の恐怖感はかなり軽減すると

思う。 

P61  市内の自転車利用者のほとんどが、道路

交通法を知らないと思われるので、市民が

ルールを共有出来るような広報・啓発活動

を徹底してほしい。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（ルール・マナー：その 4） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P61 【再掲】 

 自転車マナー向上指導員については、昨

年あたりからよく見かけるようになった

が、現状では、自転車の走行空間が曖昧な

ため、はっきりした指導しにくいとのこと

である。 

 このような状況では、自転車利用者のル

ール・マナーの向上はなかなか見込めない

ので、この点をみても自転車走行空間を明

示していくことが重要だと思う。 

【再掲】 

 走行空間の明確化を進めた上で、指導・

啓発を行うことは、自転車利用者に対する

ルール・マナーの浸透に効果を発揮するも

のと考えられます。 

 ご意見のとおり、ルール・マナーの向上

を図るために走行空間を明確化していくこ

とは、重要であると考えられるため、施策

の方向性の「ルールやマナーの効果的な周

知と啓発」（P38）の考え方の記述の最後に、

『また、走行空間の明確化された路線を主

体として、安全確保に向けた周知・啓発を

実施します』という文言を追加します。 

Ａ 

ルール周知・マナー向上に関する販売店との協力に対する意見 

P60 

P61 

【再掲】 

 学校、販売店、町内会等、地域として歩

行者を守っていく仕組みを仕掛けることが

必要と考える。また、小学校低学年の内か

ら市内に共通したルール（走行環境表示、

看板等）を具体的に認知させていくことが

必要と考える。 

【再掲】 

 本計画に示しているとおり、自転車販売

店に協力を求めていきます。 

Ｃ 
P61  自転車販売店からの協力は大きな効果が

あると考えられるため、販売店を中心とし

た自転車環境統合システムができれば面白

いと思う。 

 自転車店には当然のことながら自転車で

行く人が多いことから、販売店に簡易的な

ラックの駐輪場をよく見る。このような販

売店の前に歩道上の駐輪場を置き、自転車

修理も手軽にお願いできるシステムを構築

することができると面白いと考えられる。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（ルール・マナー：その 5） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

計画の推進に向けて各主体が果たすべき主な責任に対する意見 

P65  「市・関係機関(行政)」の責任について、 

安全性の観点で重要なので、自動車の違法

駐車などの取り締まりについても言及して

ほしい。 

 ご意見のとおり、ルール・マナーの向上

を図るため、安全性の観点は重要であると

考えられるため、「計画の推進に向けて各主

体が果たすべき主な責任」（P65）の中の

「市・関係機関（行政）」の項目のうちの一

つを『ルール・マナーの周知・啓発・指導

に努めるとともに、自転車・自動車の交通

違反を取り締まることや自転車放置禁止区

域内の放置自転車を排除するなどの活動を

進める。』とし、「自動車」という文言を追

加します。 

Ａ 

広報・周知方法に対する意見 

P71  自転車の歩道通行が認められている条件

について、市の広報などに載せてほしい。 

 本計画の巻末に添付した自転車安全利用

五則などに示されている自転車の通行ルー

ルについては、2011 年 5 月号の広報さっぽ

ろにおいて掲載するほか、啓発冊子「セー

フティ自転車ライダーのススメ」（13 万部

発行）の配布など、様々な手段による周知

活動を行ってきたところです。 

 今後も広報や啓発冊子、インターネット

など各種媒体を通じて、自転車の通行ルー

ルを継続して周知していきます。 
Ｂ 

P48 

P71 

【再掲】 

 車道左側通行の原則に合致した自転車レ

ーンを設置に合わせ、以下に対策について

も実施してほしい。 

※逆走を防ぐための自転車レーン上の矢

印標示 

※市民への「自転車利用安全五則」の啓

蒙 

※車道の雨水桝の段差解消 

P71  自転車利用が多い時期になると、歩道上

の高速走行や夜間の無灯火走行、並走など

ルールを守らない自転車利用者が多いた

め、歩行者の立場としては憂鬱になる。も

ちろん、中には良識ある自転車利用者もい

るが、ルール違反の自転車が圧倒的に多い

と思うので、計画にあるような基本的な規

則の周知運動や宣伝、ポスター等でもっと

広めてほしい。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（ルール・マナー：その 6） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

盗難防止に対する意見 

－ 【再掲】 

 自転車利用者が自転車を大切にする風潮

を広めることにも力を注いでほしい。いく

ら整備や啓発を行っても、自転車利用者が

自転車を大切にしなければ、ルール・マナ

ーが向上するはずがないので、効果が見込

めないのではないか。自転車の盗難が多い

現状が自転車を大切にする風潮を阻害して

いると思うので、まず防犯カメラの設置や

利用者への盗難防止のアドバイスを広報す

る等により、自転車が盗まれにくい環境に

してほしい。 

 ご意見のとおり、盗難のリスクを軽減す

るなど、自転車を大切にするという意識を

醸成していくことは、ルールの順守、マナ

ーの向上などにつながる取組であると考え

ます。 

 そのため、様々な広報・教育活動等を通

じて、幅広く、効果的に周知と啓発を図り、

安全な自転車利用環境の構築に取り組みま

す。 

Ｃ 

 【再掲】 

 駅周辺や都心部では放置自転車対策も重

要と感じている。特に、札幌市内では自転

車盗難が大変多く、それが自転車の放置に

結びついていると考えられるため、ルー

ル・マナーの指導時に盗難防止も指導する

とともに、駐輪場への防犯カメラの設置や

盗難防止に配慮することによって、放置自

転車の減少にも結び付くのではないか。 

ルール・マナーに係る条例制定に対する意見 

－  車で交差点を左折・右折する際、横断歩

道を猛スピードで通過する自転車は、ドラ

イバーが横断歩道の左右を確認しても発見

するのは難しいので、自転車が横断歩道を

通るときは徐行を義務付ける条例を制定し

てほしい。 

 道路交通法（第 63 条の 4第 2項）におい

て、『自転車が歩道を通行する場合は、車道

寄りの部分を徐行しなければならず、歩行

者の通行を妨げるような場合は一時停止し

なければならない』とされており、既に自

転車が横断歩道を通るときは徐行を義務付

けられています。 

Ｄ 

－  自転車利用者のマナー向上については、

ルール・マナーの啓発普及だけでなく、危

険走行者に対しては条例を策定するなど厳

しく対処してほしい。 

 条例によりあらためて責務を課すことも

一つの方策ですが、自転車の正しいルール

を学ぶ機会をより多く提供することが市民

一人ひとりの安全利用意識の向上につなが

っていくものと考えています。 

 そのため、交通ルールに違反している自

転車利用者に対しては、街頭での指導や注

意を継続し、交通ルールの周知を図るとと

もに、著しく他者の安全性を低下させる自

転車利用者に対しては、取締りの実施につ

いて、北海道警察に更なる協力要請を行っ

ていきます。 

Ｄ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（ルール・マナー：その 7） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

ルール・マナーの取り組みの優先度に対する意見 

P45 

P47 

P61 

【再掲】 

 自転車走行空間を設置する場合は、ルー

ルの徹底が無ければ危険性は増加するの

で、ルールの徹底こそが最優先である。 

 歩道上に自転車走行空間を設置しても、

結局歩行者と自転車が混在してしまうこと

になるので意味が無い。 

 「ルール・マナーの指導・徹底が最優先」、

「インフラの整備が最優先」という両方の

考え方がありますが、本計画では、どちら

も重要な施策であると考えています。 

 例えば、携帯電話をしながらの走行や無

灯火走行などの禁止については、これまで

の取り組みを継続してルール徹底の周知・

啓発を図ります。 

また、悪質な違反者に対しては、北海道

警察に対して警告や取締り強化の要請を行

います。 

今後は、自転車走行空間の整備を行った

路線にあわせて周知・啓発活動を充実して

いくなど、ハードとソフトの両面から安全

性の確保を行う取り組みを実施していきま

す。 

 また、自転車に係る各種団体などとの連

携による啓発活動の実施は、本計画に示し

ているパートナーシップによる推進の一つ

の例に該当しますので、その連携体制のあ

り方について、検討していきます。 

Ｃ 

－  インフラを整備する前に、市民の自転車

ルールについての認識向上が必要であると

思う。そこで、現在活動している自転車運

営団体などを活用しながら、任意の自転車

活用啓蒙団体を設立してはどうか。 

－  自転車走行空間を整備することも重要で

あるが、現在の無茶な自転車の乗り方をす

る人に、マナーとルールを指導することが

一番重要ではないか。自転車に乗る環境を

変えるのではなく、すべての交通機関を利

用する人がお互いに理解し、ゆずり合いな

がら尊重しあうことができれば一番いいと

思う。 

－  ルール・マナーの指導・啓発の前に、走

行空間、駐輪場を整備すべきではないか。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（ルール・マナー：その 8） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

免許制度に対する意見 

－  自転車のモラルについて、以下のような

理由から、子供用自転車を除き、普通自転

車以上は、免許制度にすべきである。 

※免許制度にしない限りルールの徹底は

難しい 

※夜間の無灯火逆進自転車が無くならな

い限り、自転車走行空間を設置しても自

転車同士の正面衝突が発生する危険性が

極めて高い 

※そもそも法律で規定されているにも関

わらず、モラルという言葉を使う事自体

が不自然 

 法的拘束力を持つものではありません

が、自転車実技教室の修了者に自転車運転

免許証を交付し、安全利用意識の向上に努

めています。 

 無灯火運転や逆進等の問題は、現状にお

いても道路交通法違反であり、警察官によ

る注意・警告や取締り等を実施しています。

今後も自転車利用のルールやマナーについ

ては、様々な広報・教育活動等を通じて、

幅広く、効果的に周知と啓発を図っていき

ます。 
Ｄ 

－  ルール・マナーを守れない人は自転車に

乗る資格はないと思うが、最近はルール・

マナーの知らない人が多いので、自転車も

自動車と同じく免許制にして、違反したら

罰金を取るようにしても良いと思う。 

－  ルール・マナーの周知については、学校

等での周知徹底も良いが、道路交通法上軽

車両であれば中学生以上は免許制にして、

警察による取締りの強化を図ったほうが良

いと思う。 

ルール・マナーに係るその他の意見 

P60 

P61 

 海外では献身的な方法で啓発を行う例も

あり、駅前の放置自転車を見つけると近く

の無料の公共駐輪場に運ぶことや、放置自

転車に空気を入れたり、チェーンに油を注

したり、メンテナンスをすることで、放置

自転車の数が減少したとのことである。 

 他人から良いことをされると、それをい

つか返したいという気持ちにつながり、こ

の気持ちが、自転車利用マナー向上という

形になって表れてくる部分もあると思う。 

 いただいたご意見も参考にしつつ、より

効果的なルール･マナーの周知・啓発のあり

方について検討します。 

Ｄ 

－ 以下について要望したい。 

※創成川公園への自転車乗り入れを禁止

する 

 ※大通り公園では自転車を押す 

 札幌市都市公園条例により、公園におい

ては指定された場所以外に車両（軽車両で

ある自転車を含む）を乗り入れることを禁

止しています。 

Ｂ 
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［計画全般・その他意見〔48件（重複 3件含む）〕］ 

意見の概要及び札幌市の考え方（計画全般・その他：その 1） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

計画策定の趣旨に対する意見 

P1 

P2 

P3 

P32 

P33 

 今回の「１．計画策定の趣旨」、「４．計

画の考え方」には、「自転車利用環境の構築」

に対して、前向きの施策展開とは受けとめ

られないのが感想です。何か、自転車に対

しての強い偏見、或いは既存自動車交通・

利用者への過度の遠慮があるように思う。 

 札幌は、自転車利用に関して、総合的条

件から大変恵まれたマチだと思う。都市間

競争の時代、市役所側にその認識が欠如し

ているのと、自転車利用増進への覚悟と意

欲を感じないのが、私は、最大の阻害要因

だと思う。 

 本計画は当面 10 年という期間の中で、ま

ずは、歩行環境の悪化という現状の課題を

解消し、自転車利用の適正化を図っていく

必要があると考えています。 

Ｄ 

自転車利用の現況・課題に対する意見 

P9 

P10 

P32 

 「自転車利用の現況・課題」について、

安心して歩道を歩けない理由に自転車側の

意識の低さを指摘しているが、“自転車優

先”の通行帯が無いといったハード面の未

整備に根本原因があると考えている。 

 それに関係して「先ずは歩行環境の悪化

という現状の課題を解消し、自転車利用の

適正化を図っていく必要がある」と述べら

れ、「適正化」が具体的に何を意味するのか

甚だ疑問である。自転車利用に供する車道

の整備がされてこなかったことが課題と考

える。 

 安心して歩道を歩けない状況について

は、様々な要因により課題が発生している

と考えています。 

 ハード・ソフトの両面から、これらの要

因を改善していくことにより、「自転車利用

の適正化」が実現し、自転車や歩行者の安

全性の低下という課題解消につながるもの

と考えています。 

Ｄ 

計画の考え方に対する意見 

P32 

P33 

 自転車の走行ルールやマナーに関して認

識が不足している利用者が多い一方、環境

問題等から自転車利用者数が増加している

と感じており、利用環境改善と利用者の意

識改善が必要である。 

 本計画は、いただいたご意見の内容と概

ね同様の方向性を示しており、利用環境の

改善と利用者意識の改善に向けた取り組み

を進めます。 

Ｂ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（計画全般・その他：その 2） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P32  自転車利用への市民のニーズは、近年の

まちなかの自転車数の増加をみても明らか

であり、劣悪な環境においてさえ増えてい

る現実を直視すべきだと思う。 

 環境的にも、健康的にも、経済的にも、

自転車が移動手段として選択されていると

いう認識に立つべきではないか。 

 また、「自転車利用者が増えると、公共交

通利用が減る」といった誤解を持つことな

く、相乗効果で公共交通の利用も増えるこ

とに自信を持ってほしい。 

 本計画においても、自転車が移動手段と

して選択され、都心部や駅周辺で利用が増

加していることは認識しています。 
 また、「公共交通の利用減少」については、

自転車とバス交通の利用距離が重複してい

るというデータもあり、夏冬通して移動の

多様性が失われることのないよう配慮すべ

きであるとの考えに基づき、記述していま

す。 

Ｄ 

P32  目標設定の考え方において、「自転車利用

者の多くは冬期には他の移動手段を利用し

ている状況にある」と表現されているが、

市政世論調査の結果を用いて、自転車の利

用者数を算出すると、冬の自転車は路面電

車と同程度の利用者があるため、その表現

は適切ではないかもしれないので、もう少

し配慮のある表現としたほうがよいと思

う。 

 市政世論調査の結果では、91.2％の方が、

冬期間は自転車を利用していないと回答し

ていることから、目標設定の考え方（P32）

において、『自転車利用者の約９割は冬期に

は他の移動手段を利用している状況にあ

る』と修正します。 

Ａ 

P25 

P32 

 札幌市第 4 次長期総合計画では、交通に

おける自転車の位置づけが明確に読み取れ

ないため、自転車利用総合計画の中で、そ

の位置づけを明確にする必要があると考え

る。 

 交通混雑の緩和や交通公害の防止、エネ

ルギー消費量の削減などの環境の観点を踏

まえるならば、自転車は公共交通の補完に

留めるのでは効果は小さく、自転車を重要

な交通のひとつと位置付けるか、公共交通

と相補的な関係の交通と位置付ける必要が

あると思う。 

 自転車の位置づけについては、計画（案）

の第４章『計画の考え方』において、「自転

車を札幌市の交通体系を構成する移動手段

の一つ」として、明確にしています。 

 また、「補完」の意味は、公共交通と自転

車が主従の関係となることを指しているも

のではなく、公共交通が担えない役割を自

転車がその特性をいかして担っていくこと

を意図し、表現したものです。 

Ｄ 

P32  目標設定の考え方において、「自転車は公

共交通機関を補完する移動手段として位置

づける」と表現されているが、「補完」より

も自転車の可能性を広げて捉え、天気の良

い日は自転車、悪い日と冬は公共交通とい

うような「相補」の関係も見据えて検討し

てほしい。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（計画全般・その他：その 3） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P32  計画（案）では、提言に比べ自転車の持

つ負の側面が強調されており、「自転車は公

共交通を補完する移動手段として位置づけ

ること」となっているが、提言より明らか

に後退しているのではないか。 

 他自治体の自転車の計画では、重要な交

通手段と位置づけている。 

 自転車の位置づけについては、計画（案）

の第４章『計画の考え方』において、「自転

車を札幌市の交通体系を構成する移動手段

の一つ」として、明確にしています。 

 また、「補完」の意味は、公共交通と自転

車が主従の関係となることを指しているも

のではなく、公共交通が担えない役割を自

転車がその特性をいかして担っていくこと

を意図し、表現したものです。 

Ｄ 

P32  「各移動手段がバランスを保ちながら交

通体系を構築していくことが重要である」

とバランスを強調しているが、現況がアン

バランスなのではないか。自転車施策に重

点を置くことでバランスの回復を図れるの

ではないか。自動車利用増に伴い、不便に

なってきたバス等の公共交通を自転車が補

っており、自転車を利用するためのインフ

ラ整備は、行政の責務ではないか。 

 自転車は、環境面でも健康面でも優れた

乗り物であるとともに、自由度が高く、手

軽で安価に利用できるというメリットの大

きい乗り物です。 

 しかしながら、高齢者や身障者の方々な

ど、自転車利用が困難な方がいるのも事実

です。こういった方々が、今後も社会参加

を積極的に行うためには、公共交通機関が

一定以上のサービス水準を維持していく必

要があります。 

 そのような考え方も含め、「各移動手段が

バランスを保ちながら交通体系を構築して

いくことが重要である」と表現しています。 

Ｄ 

P4 

P32 

基本的な考え方として、 

※自転車は”車両”であり、歩行者では

ないことの利用者意識の転換を図ること 

※自動車、歩行者、自転車のそれぞれを

別々の交通体系として位置づけること 

※原則として歩行者と自転車の分離の徹

底を図ること 

 本計画は、いただいたご意見の内容と概

ね同様の方向性を示しています。 

Ｂ 

基本方針設定の考え方（人を優先した、思いやりのある自転車利用環境への改善）に対する意見 

P33  「人を優先した、思いやりのある自転車

利用環境への改善」について、人の優先だ

けでなく、交通弱者優先の考えに立って、

歩道上の人の優先、車道上の自転車の優先

の両方に言及してほしい。 

 自転車関連事故のほとんどは、自転車と

自動車の事故であり、人だけを優先すると、

偏っている考えのように思われる。 

 歩行者、自転車、自動車など様々な立場

の利用者が道路は共有空間であるとことを

認識し、自らの責任を自覚することで、思

いやりを持って道路を利用できるよう自転

車利用環境の改善を目指します。 
Ｂ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（計画全般・その他：その 4） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

基本方針設定の考え方（雪国の特性）、冬期間の自転車利用に対する意見 

P33 

P65 

 以下の理由から、冬場の自転車での歩道

通行の禁止をお願いしたい。 

※近年、冬に自転車に乗る人が増加して

いると思う。 

※歩道は雪が積もると幅が狭く凍結する

ため、歩行者は歩く事に神経を使ってお

り、自転車を避ける事は無理である。そ

のため、夏よりもさらに危険な状況にな

っている。 

※自転車利用者に、歩行者に配慮した走

行は期待できない。 

 冬期間の自転車利用に関しては、計画推

進に向けて市民が果たすべき責任として

『積雪期の自転車利用者は、道路交通や路

面状況を考慮し、歩行者や自動車ドライバ

ーに対して迷惑とならないように配慮す

る』ことを示しています。 

Ｄ 

P33 

P65 

 冬季間（12月から 4月まで）は、歩道上

の自転車走行はとても危険なので、自転車

の走行禁止にすべきと思う。条例の制定も

視野に入れて考えてほしい。 

P33  冬期間をネガティブに言う時があるが、

せいぜい雪で走行が難しいと思われるのは

３カ月、決して半年もないと考えられる。

ヨーロッパでは冬でも、雨天でも走行して

いる人々も多い。札幌は天候的には夏から

秋にかけての乾燥した空気と晴天により、

自転車利用の比較優位性があると考えられ

る。 

P33  冬期における自転車のあり方は、難しい

問題であるが、自転車利用者はさまざまな

理由により自転車を利用しているので、そ

の状況をしっかり把握したうえで、時間を

かけて検討してほしい。 

P33  自転車利用のあり方検討会議からの提言

では、積雪期における自転車利用について

自粛すべきという意見とともに、一定の必

要性も認識されている。 

 積雪期の自転車利用のあり方について

は、直ちに結論を出す必要はないが、今後、

積雪期における課題の検討を行なった上

で、何らかの方向性を示すことが望ましい

と思われる。 

 検討すべき課題として、自転車そのもの

の安全性、歩行者や他の交通に対する安全

性、除雪の状況、公共交通などの代替手段

の確保などが挙げられる。  
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意見の概要及び札幌市の考え方（計画全般・その他：その 5） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P33  街の多くに狸小路の様なアーケードを設

置する事で、冬でも自転車が使用でき、冬

季の歩行者の転倒事故を防止する事ができ

る。長大な計画になるだろうが、将来的な

除雪費用の削減も期待できる事と思う。 

 自転車は、冬に使えないと考えるのも仕

方ないが、自転車を冬でも利用できる様な

方法論もあって良いのではないか。 

 全市的に取り組むことは難しいですが、

今後、地域や拠点毎のまちづくりの参考と

いたします。 

Ｄ 

P33  冬期間の駐輪場利用・環境について、市

駐輪場の利用期間と放置自転車撤去の実施

期間が異なっているので、統一したほうが

自転車利用者にもわかりやすいし、費用も

抑えられてよいと思う。 

駐輪場の利用期間は、冬期間の自転車利

用が少ないため「札幌市自転車等駐車場条

例」で一部を除いて 4 月 1 日から 11 月 30

日と定めており、郊外部の放置禁止区域で

はこれ以降即時撤去は行っていません。 

都心部においては冬期間の走行環境の良

さから、札幌駅周辺に自転車利用がみられ

るため一部駐輪場を使用可能としており、

この周辺のみ冬期間でも即時撤去を行いま

す。 

これ以降、その他の路上に駐輪が発生し

た場合は、あくまでも長期的に放置されて

しまい歩行者等の妨げになったものについ

ては、安全面からも撤去を行っています。 

Ｄ 

P33  「自転車利用のあり方検討会議」の提言

に盛り込まれていた、札幌市の交通特性、

地域特性、雪国の特性にフィットした札幌

市の独自色が見当たらなく残念である。 

 本計画では、基本方針として夏冬でも大

きく変わる道路空間の状況や自転車の利用

実態を踏まえ、雪国の特性を十分考慮した

上で、自転車利用環境の構築を進めます。 

Ｄ 

P33 

P45 

P46 

【再掲】 

 冬期での自転車からの交通手段の転換、

たい雪スペースの確保などを考えると、も

っと積極的に車道に自転車走行空間をつく

ったほうがいいのではないか。 

【再掲】 

 札幌市では、早期にかつ効果的に自転車

走行空間を整備するために、大きく道路構

造を変えずに、既存道路空間において自転

車走行空間を明示できる道路から自転車走

行区間の明確化を行いたいと考えていま

す。 

 本計画では道路幅員、交通量や地域特性

などを踏まえ「自転車道の整備」、「路肩に

おける走行空間の明示」、「歩道における走

行空間の明示」の整備方法から、効果的か

つ効率的な施策を選択し、条件が整った路

線から必要な整備を実施します。 

Ｃ 
P30 

P33 

P45 

P46 

【再掲】 

 法律どおり「車道走行」として、「路肩の

色分け整備」することが雪国北海道には適

していると思う。厚別区で実験している「歩

道上での分離」は、全国的に見ても失敗例

だと思う。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（計画全般・その他：その 6） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

基本方針設定の考え方（地域特性）に対する意見 

P33  駐輪する場所が十分示されて、走行する

レーンが動線として無理が無ければ、これ

からの環境に優しい安価な乗り物としての

拡大可能性は、飛躍的に広がると思う。 

 坂が少なく、コンパクトに中心部がまと

まっている市街地という札幌の地形は、災

害時でも、緊急時でも、自転車は大変有効

だと思う。 

 札幌は自転車利用の土地空間として、比

較優位性があると認識すべきです。 

 自転車を札幌市の交通体系を構成する移

動手段の一つとして十分に機能させるため

には、まずは歩行環境の悪化という現状の

課題を解消し、自転車利用の適正化を図っ

ていく必要があると考えます。 

 これにより誰もが安全に道路を利用でき

る環境になり、自転車の特性が十分に発揮

できると考えます。 

Ｄ 

基本方針設定の考え方（市民･事業者･行政が一体となったパートナーシップによる施策の推進、まちの

魅力向上のための自転車利用）に対する意見 

P33  札幌に自転車利用の比較優位性があると

いう基本認識に立つ私は、行政としては敢

えて推進しようとしなくても、環境を整え

るだけで利用者自らが推進するという、基

本的スタンスに立つべきだと思う。「４．計

画の考え方」の基本方針の下ふたつは、必

要がないと思う。環境改善・構築すれば、

賢い市民は黙っていても推進するのではな

いか。 

 「市民･事業者･行政が一体となったパー

トナーシップによる施策の推進」について

は、行政のみの取り組みでは、課題解消に

つながらず、また、それぞれの責任や役割

を明確にする必要があり、「まちの魅力向上

のための自転車利用」については、移動手

段としての自転車の特性・優位性を踏まえ

て施策を展開していく必要があることか

ら、基本方針として示しています。 

Ｄ 

実行計画（アクションプログラム）に対する意見 

P34  問題点を指摘し資料を作るだけでなく、

効果のある具体策をＰＤＣＡ（策定、実施、

評価、見直し）すべきである。 

 施策の実施にあたっては、関係機関や地

域との協議など、様々な調整が必要となり

ますが、できること・できるところから順

次取り組んでいきます。 

Ｂ 
P34  この計画の推進に向けてのアクションプ

ログラムに大いに期待する。実行に臨み、

多くの困難が立ちはだかっていることと思

うが、「検討」はさて置き、先ずは熱意を持

って、できることから少しでも実現してほ

しい。 

－  今まで 50年余、道路交通法・構造令を守

らず、安全な歩道・自転車道を造ることな

く、自動車優先の道路を造ってきた行政、

法律を無視した指導を行ってきた警察はそ

の姿勢を見直してほしい。札幌市では、立

派な計画を次々と作ってきたにもかかわら

ず、一向に計画が実現していない。もはや

意見を訊いている時ではなく、計画を実行

に移すべき時である。 

 本計画を策定後、「（仮称）自転車利用ア

クションプログラム」を策定し、できるこ

と・できるところから施策を実行していき

ます。 

Ｄ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（計画全般・その他：その 7） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

重点地区に対する意見 

P39  駅周辺を重点地区とし、公共交通の補完

を前面に出すと、面的なつながりが少なく、

ネットワーク化しにくいと思うので、ネッ

トワークの観点から重点地区を結ぶ走行空

間もぜひ整備を検討してほしい。 

 また、駅を中心とした重点地区によって

自転車利用が促進されると、駅周辺に自転

車が集中し、放置自転車問題が悪化する可

能性があるので、駐輪場整備もセットで実

施してほしい。 

 まずは都心部や駅周辺の取り組みを優先

する必要があることから、計画期間内にお

いて、重点地区どうしを結ぶ走行空間の整

備を実現することは難しいと考えていま

す。（駅間距離によっては、結果的に結ばれ

る路線が発生する可能性はあります。） 

 また、駅周辺の取り組みとして、駐輪場

の整備状況にあわせて走行空間の検討を進

めます。 

Ｄ 

P39  郊外から都心へ流入する自動車を自転車

で代替するために、その目的に使われる道

路を重点地域とすべきである。 

 歩行者や自転車の安全性の低下という課

題の解消に向けて、まずは歩行者の安全性

の確保が最優先であると考えています。 

 そのため、本計画では、自転車交通量が

多く、かつ、歩行者交通量の多い、都心部

や駅周辺を重点地区に設定しています。  

Ｄ 

計画の推進に向けて各主体が果たすべき主な責任に対する意見 

P65 自転車利用の安全性に関する取り組みに係

る具体的な提案 

※ヘルメット、頭部保護用具の着用の制

度化 

※モーター付き自転車の原動機付き自転

車に準じた扱いへの法令改正 

※ロードレーサータイプ、高気圧タイヤ、

16 段変速車両等の高速自転車のスピー

ド制限 

 本計画では、市民の責任として「常に安

全な状態での自転車利用」を掲げており、

ルール・マナーの周知・啓発に係る具体的

な施策を検討する際の参考とさせていただ

きます。 

 

Ｄ 

P65  自転車利用の必要な装備として、速度計、

赤色点滅灯、バックミラー、大人も含めた

ヘルメットの着用などを推奨することも必

要と思う。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（計画全般・その他：その 8） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

P65 自転車利用の安全性に関する取り組みに係

る具体的な提案 

 ※自転車購入時の強制傷害保険の制度化

（自転車賠償責任保険の新設） 

 自転車の保険加入の義務化については、

現状では自転車を管理する登録制度が確立

しておらず、所有者の特定が困難なことや、

自転車を複数所有している場合の扱いな

ど、自動車と同様の自賠責保険を導入する

には課題が多いと考えています。 

 本計画においては、市民（自転車利用者）

が果たすべき責任として『安全基準を満た

した自転車の選択や定期的な点検・整備を

実施するとともに、保険を付帯した TS マ

ーク制度を利用するなど、常に安全な状態

で自転車の利用ができるよう心がける』こ

とを示しており、今後自転車販売店などを

通じて、周知・啓発を図ります。 

Ｄ P65  現時点では、自転車の保険加入率は極め

て低く、事故が起こった場合の被害者への

保証がなされない場合が殆どである。自賠

責保険の義務化をしても良いと思う。 

P65  自転車保有者に対して、損害賠償保険の

加入を強力に要請すべきである。 

P65  世界の自転車先進都市の事例を模範とす

べきである。 

 本計画において、同様の考え方を示して

います。 
Ｂ 

計画の評価に対する意見 

P66  自転車に関する交通事故件数の指標につ

いて、自転車対歩行者の事故件数は絶対数

が小さく、統計的に評価をしにくい可能性

があるので、より絶対数の多い、クルマ対

自転車の件数も評価指標として加えたほう

がよいと思う。 

 いただいたご意見も参考にしつつ、評価

指標を検討します。 

Ｃ 

自転車の通勤手当に対する意見 

－  自転車の乗り入れが問題になっています

が、自転車利用を抑制するのではなく、健

康志向や環境への配慮からも、自動車通勤

者の通勤手当を削減し、自転車通勤者の通

勤手当に充てることにより、自転車通勤を

後押しするべきである。 

自転車通勤者のための駐輪場を整備する

企業に補助金を出したりすることができれ

ば、都心の駐輪場の不足解消にも効果があ

ると思う。 

自転車利用については、まずは歩行環境

の悪化という現状課題を解消し、自転車利

用の適正化を図っていく必要があると考え

ます。これにより誰もが安全に道路利用で

きる環境になり、自転車の特性が十分に発

揮されることで、まちの魅力向上や環境貢

献、健康増進に寄与することが期待されま

す。 

 また駐輪場については、附置義務条例の

見直し、駐輪場整備を行う民間事業者へ対

しての支援・優遇策などを、その効果を確

認しながら制度検討を行います。 

Ｄ 
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意見の概要及び札幌市の考え方（計画全般・その他：その 9） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

公共交通機関への自転車持ち込みに対する意見 

－  折畳み自転車に限って、自転車の公共交

通機関に輪行袋無しでも持ち込める様にす

ることで、放置が減るとともに、公共交通

機関と自転車の共存共栄になる。 

公共交通機関への自転車持ち込みやその

方法については、今後も各事業者の乗車規

程等に基づき、可否が判断されることにな

ります。 

また、平成 17 年 9 月に地下鉄に自転車を

持ち込む社会実験を実施しましたが、地下

への斜路や自転車乗り入れが可能なエレベ

ーターの設置、自転車持ち込みの専用車両

の導入等、実現に向けた課題が多いことも

明らかになっています。 

Ｄ －  地下鉄乗り入れはどうなったか。 

中心部への自動車乗り入れ規制に対する意見 

－ 自動車から自転車への転換に向けた取り組

みについての具体策の提案 

※都心部の一般車両のロードプライシン

グの試行（北 1 条駐車場や指定駐車場の

開放） 

※特定地域（都心部及び地下鉄駅周辺商

業地域）に自家用車通勤用の駐車場を設

けている事業者への固定資産税の割り増

し 

 ご意見いただいた施策に関しては、多く

の市民、様々な利用者の合意形成の元に進

めていく必要があります。 

 また、自転車の観点のみならず、公共交

通や自動車の役割、都心部での経済・商業

活動など、様々な視点において検証する必

要があります。 

 このようなことから、本計画において、

都心部における自動車から自転車への転換

や自動車の排除・乗り入れ制限などを定め

ることは難しいと考えています。 

Ｄ 
－  札幌市もフライブルクで行われているよ

うに、中心部から自動車を排除し、路面電

車と自転車のみにすることで、歩行者と自

転車の問題はかなり防げるのではないか。 

－  市街地への自動車乗入制限を設けること

で、公共交通の利用者増、自動車交通量及

び違法駐停車車両の減少による自転車の車

道走行の安全性向上、駐車場の駐輪場への

転換などが可能となる。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（計画全般・その他：その 10） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

災害時における自転車の役割に対する意見 

P33 【再掲】 

 駐輪する場所が十分示されて、走行する

レーンが動線として無理が無ければ、これ

からの環境に優しい安価な乗り物としての

拡大可能性は、飛躍的に広がると思う。 

 坂が少なく、コンパクトに中心部がまと

まっている市街地という札幌の地形は、災

害時でも、緊急時でも、自転車は大変有効

だと思う。 

 札幌は自転車利用の土地空間として、比

較優位性があると認識すべきです。 

 今回の東北地方太平洋沖地震において

も、災害時に有効な移動手段として、自転

車が利用されていると聞いています。 

 災害時や緊急時の輸送体制については、 

今後、「地域防災計画」の見直し時に検討し

ます。 

Ｄ 

－  災害時の交通機関がマヒした状況下で

は、自転車の利用価値が向上するため、自

転車利用者が一定数あることは、このよう

な非常事態におけるリスク軽減にもつなが

り、その観点も見据えて自転車利用分担率

の目標を設定し、それを実現するための施

策を検討することは、重要な意味があると

考える。 

 そのため、計画において、災害時におけ

る防災や非常時なども意識した記載があっ

てもよいのではないかと思う。 

－ この度の東北地方太平洋沖地震におい

て、公共交通停止(地震・津波被害や計画停

電の影響)や燃料不足の事態において自転

車の有効性が発揮されている場面もある

が、災害時における自転車利用のあり方に

ついては防災計画などで別に定めるのが適

当と思われる。 
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意見の概要及び札幌市の考え方（計画全般・その他：その 11） 

該当 
ページ 

意見の概要 札幌市の考え方 区分 

その他の意見 

－  全体を通しで読んでみて、大変良い内容

だと思う。提言書と比べると、より深い内

容になっているとともに、上位計画や関係

する法令などとの整合性や、関係機関との

調整の上、できる範囲の計画が書かれてい

て、バランスがとれていると感じた。 

 計画策定後も引き続き上位計画や関係法

令と整合を図り、関係機関と密に連携をと

りながら、できること・できるところから

施策を実行していきます。 
Ｂ 

－  自転車が走行する場所にシンプルで使え

る名称をつけることに最初に取り組んでほ

しい。「自転車走行空間」や「路肩」といっ

ても理解ができない。明確な名前が無いの

は実体が無いのと同じで、これが自転車の

自由勝手な走行につながっていると思う。 

 今後、施策の周知や標示や看板による現

地案内に取り組んでいく際に、わかりやす

い表現方法について検討します。 
Ｄ 

P47  「自転車安全利用マップの作成」につい

て、えきチャリ利用者も想定した、自転車

向け観光マップもあると良い。 

 今後の施策の実施に向けて、参考とさせ

ていただきます。 Ｄ 

－  自転車は、歩くよりも楽で早いから、気

分的には徒歩の延長として使われており、

利便性が高くないと、安全性だけでは魅力

が減ってしまう。 

 本計画では、歩行者や自転車の安全性の

確保を最優先に施策を進めていきます。 
Ｄ 
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